
   

令和8年度 第1回 上田市子ども・子育て会議次第 

日時：令和8年8月 5日(水)午後1時30分から 

場所：健康プラザうえだ2階 多目的ホール等 

 

１ 開 会 

 

２ あいさつ 

 

３ 人事通知書の交付 

 

４ 委員自己紹介 

 

５ 事務局紹介 

 

６ 上田市子ども・子育て会議について                   【資料１】 

 

７ 会長・副会長の選出 

 

８ 議 事 

 

(1) 令和 7年度上田市子ども・子育て支援事業実施状況等について  

 

ｱ 第 3次上田市子ども・子育て支援事業計画（上田市こども計画）について 

 

 ｲ 上田市子ども・子育て支援事業実施状況等(令和7年度及び令和 8年度) 【資料２】 

  

 ｳ 令和 7年度 量の見込み及び確保の方策に係る実績           【資料３】 

 

(2) 就学前教育・保育施設整備交付金を活用する民間保育所助成事業について  【資料４】 

 

(3) 乳児等通園支援事業の利用定員の設定について                     【資料５】 

 

(4) 保育提供体制の実施計画の承認について                               【資料６】 

 

(5) 放課後児童施設個別施設計画について                 【資料７】 

 

(6) 児童館・児童センターの土曜日休館に関する市民意見募集手続きの結果及び土曜日休館の 

実施について                            【資料８】 

 

９ その他 

   ・次回会議  日時：令和 8年 11月 2日(月)13：30から 

          場所：健康プラザうえだ ２階 多目的ホール 

 

１０ 閉 会 



 

 

上田市子ども・子育て会議について 

 

 

１ 機関名称  上田市子ども・子育て会議 

 

２ 設置根拠  上田市子ども・子育て会議条例 

 

３ 任  務  子ども・子育て支援法第７７条に規定する任務 

上田市の子ども・子育て支援に関する施策の推進に関し必要事項や施策の実施 

状況について調査審議すること。 

 

４ 定  数  ２０人以内 

 

５ 委員構成  子どもの保護者、子ども・子育て支援事業の関係者、医療関係者、経営者団体の代表、

労働者団体の代表、地域団体の代表、学識経験者等 

 

６ 任  期  ２年（令和１０年８月４日まで） 

 

７ 会議の開催 

   第１回 令和８年 ８月 ５日（水）会場：健康プラザうえだ 多目的ホール 

第２回 令和８年１１月 ２日（月）会場：      〃 

第３回 令和９年 ２月 ３日（水）会場：      〃 

 

８ 会議の公開・非公開 

会議は原則公開とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 



上田市子ども・子育て会議条例 

平成 25年 10月４日 

条例第 34号 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号）第 77条第１項の規定により、子ども・

子育て支援に関する事項について審議するため、上田市子ども・子育て会議（以下「子ども・子

育て会議」という。）を置く。 

 

（組織） 

第２条 子ども・子育て会議は、委員 20人以内をもって組織する。 

２ 委員は、子どもの保護者、事業主を代表する者、労働者を代表する者、子ども・子育て支援に

関する事業に従事する者、子ども・子育て支援に関し学識経験のある者その他市長が必要と認め

る者のうちから、市長が委嘱する。 

 

（委員の任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

３ 委員の任期が満了したときは、当該委員は、後任者が委嘱されるまで引き続きその職務を行う

ものとする。 

 

（会長及び副会長） 

第４条 子ども・子育て会議に、会長及び副会長を置き、委員が互選する。 

２ 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第５条 会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

４ 会長は、専門的な事項について必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、

意見を求めることができる。 

 

（部会） 

第６条 子ども・子育て会議に、必要に応じて部会を置くことができる。 

 

（補則） 

第７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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令和７年度 実施状況
これまでの事業の総括

及び課題
評価

評価内容及び
今後の方針

（令和8年度計画）

新規
拡充
継続

1
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(1)結婚・出産の支
援の推進

①結婚支援 上田市結婚支援事業

未婚化・晩婚化を解消するため、結婚希
望者の出会いの機会づくりを目的とした
イベント・スキルアップセミナーの開催
及び情報発信。

・未婚者向け結婚セミナー8回、未婚者向け
出会いイベント3回　参加者66人
・支援者を対象とする婚活セミナー1回、参
加者26人
・SNSを活用した結婚機運向上プログラムの
展開　LINE＠登録者799人、情報発信14回

・結婚希望者向けに各種セミナー、イベント
を実施することができた。
・イベントにおいて各回1割程度のマッチン
グ率である。
・マッチングしても成婚までには一定期間が
必要となることから同年度内で成婚結果には
結びつきにくく、個人情報保護の関係からも
進展について次年度以降の把握も難しい。

○
継続実施。
マッチング率を高めるために参加者年齢を引き
下げると共にセミナー内容の充実を図る。

継続 移住交流推進課

2
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(1)結婚・出産の支
援の推進

①結婚支援 結婚新生活支援事業

新規に婚姻した世帯に対する住宅取得費
用又は住宅賃借費用に係る支援及び引越
費用等に係る支援。
夫婦共に29歳以下：上限60万円
夫婦共に39歳以下：上限30万円

補助金交付件数　27件
補助金交付金額　5,400,000円

広報・ホームページ等で事業について周知す
ることができている。

○ 継続実施。 継続 移住交流推進課

3
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(1)結婚・出産の支
援の推進

②プレコンセプショ
ンケアの推進

命の学級

命の大切さや性に関する正しい知識、自
身の健康に関心をもてるように、小中学
校、高校、出前講座等の依頼により助産
師が実施。

・小学校22校、23講座
（受講者1166人（保護者含む））
・中学校12校、18講座 （受講者1912人）
・その他、1講座(29人、保護者含む)

命の大切さについての理解を深めるために、
学年に合わせた内容で実施している。

○ 継続実施。 新規 健康推進課

4
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(1)結婚・出産の支
援の推進

②プレコンセプショ
ンケアの推進

プレコンセプションケア講
座

将来の妊娠に向けて女性やカップルが
日々の生活や健康に向き合えるよう、啓
発や講座を開催する。

講座「きちんと話そう！性のことおうち講
座」4回開催（参加者延68人）

関係課と連携し、理解促進に向けた講座等の
開催継続が必要。

○
プレコンセプションケアの理解促進のため講座
を開催する。

継続 人権共生課

5
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(1)結婚・出産の支
援の推進

②プレコンセプショ
ンケアの推進

リプロダクティブ・ヘルス
/ライツ講座

リプロダクティブ・ヘルス/ライスへの
理解促進のための啓発や講座を実施す
る。

講座「きちんと話そう！性のことおうち講
座」4回開催（参加者延68人）

関係課と連携し、理解促進に向けた講座等の
開催継続が必要。

○
リプロダクティブ・ヘルス/ライツの理解促進
のため講座を開催する。

継続 人権共生課

6
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(1)結婚・出産の支
援の推進

③不妊治療への支援 不妊症治療費助成事業
県の補助対象外で保険適用外の検査・治
療・薬剤費の2分の1で、1年度あたり20
万円を限度に通算5年間補助を行う。

補助金交付者数：35人

令和4年度から治療費の保険適用が開始され
たが、保険適用外の治療等も多いため、経済
的負担の軽減を図る支援として実施してい
る。

○ 継続実施。 継続 健康推進課

7
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(1)結婚・出産の支
援の推進

③不妊治療への支援 不育症治療費助成事業

県の補助対象で保険適用又は保険適用外
の検査・治療にかかる費用から県の助成
額を差し引いた額の2分の1で、1年度あ
たり20万円を限度に通算5年間補助を行
う。

補助金交付者数：1人

令和2年度から市で助成を開始し、県補助制
度に上乗せして支援を実施している。必要な
人に制度が届くよう、医療機関等と連携し、
周知に努める必要がある。

○ 継続実施。 新規 健康推進課

8
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

①妊娠・出産期の支
援

母子健康手帳の交付
妊娠届出に応じて全ての妊婦へ母子健康
手帳を交付する。

母子健康手帳交付数：795件
予約制で母子健康手帳を発行し、同時に面談
を実施している。

○ 継続実施。 継続 健康推進課

9
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

①妊娠・出産期の支
援

妊婦一般健康診査受診票交
付

妊婦の健康を保ち、安心して出産できる
よう、妊婦健診費用の一部を助成する。

妊娠届出時、母子健康手帳とともに、妊婦一
般健康診査受診票等を交付している。

全ての妊婦へ受診票を交付することで、経済
的負担の軽減と、受診機会の確保が図られて
いる。

○ 継続実施。 継続 健康推進課

10
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

①妊娠・出産期の支
援

両親学級（うぶ声学級）

妊娠・出産・育児に関する知識を学んだ
り、沐浴や妊婦体験などを行い、夫婦
（パートナー）で協力して子育てに取り
組む準備をする。

令和5年度から、平日と土曜日に開催。
年間実施回数：27回(全3回で年9コース）
参加者の内訳
・妊婦参加者実人数：209人
・夫参加者実人数：196人
・他参加者実人数：3人（実母、姑他）

・平日に加え、土曜日も開催し、夫（パート
ナー）と参加しやすい体制を整えた。
・家族で赤ちゃんを迎える準備や、育児に関
する知識・関わり方を学べる教室として実施
している。

○
継続実施。

継続 健康推進課

11
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

①妊娠・出産期の支
援

妊婦・母乳相談
助産師による母乳育児相談、妊産婦相談
を実施。

・来所延人数173人
・電話相談18件

授乳方法等に関する悩みや不安に対応する相
談の場となっている。予約制を導入するな
ど、相談しやす体制づくりを図っている。

○
継続実施。

継続 健康推進課

令和７年度 令和８年度

担当課

「上田市子ども・子育て支援事業計画」実施状況等（令和７年度実施状況・令和８年度事業計画）

№ 基本目標 基本施策 施策の内容 事業名等 事業内容

資料２

1 / 24 ページ



令和７年度 実施状況
これまでの事業の総括

及び課題
評価

評価内容及び
今後の方針

（令和8年度計画）

新規
拡充
継続

令和７年度 令和８年度

担当課№ 基本目標 基本施策 施策の内容 事業名等 事業内容

12
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

①妊娠・出産期の支
援

新生児訪問（乳児家庭全戸
訪問事業）

生後4か月までに、全出生児を対象に助
産師・保健師が訪問し、子育てに関する
情報の提供や乳児及び保護者の心身の状
況及び養育環境の把握を行い、養育の相
談に応じる。

訪問家庭件数：761件 概ね全ての家庭を訪問し、子育てに関する情
報の提供や相談に応じている。

○ 継続実施。 継続 健康推進課

13
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

①妊娠・出産期の支
援

産後ケア事業
産後1年を経過しない母子及び乳児に対
し、医療機関又は助産所において保健指
導や育児指導を行う。

実人数：310人
延人数：宿泊128人、デイサービス922人、訪
問136人
実施回数：延べ1186人

産婦が安心して育児ができるよう、事業所や
関係機関と連携し支援している。

○ 継続実施。 継続 健康推進課

14
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

①妊娠・出産期の支
援

妊産婦等包括相談支援事業

妊娠届出時から妊婦や0歳～3歳(低年齢
期)の子育て家庭に寄り添い、出産・育
児等の見通しを立てるための面談や、継
続的な情報発信を行い必要な支援に繋ぐ
伴走型相談支援を実施する。

妊娠届出時の面談や妊娠8か月アンケート、
乳児家庭全戸訪問に加え、子育て期における
随時相談を実施

面談等を通じて、妊婦等の状況把握と必要な
支援のつなぎを行い、妊娠期から子育て期ま
での切れ目ない相談支援を実施している。

○ 継続実施 新規 健康推進課

15
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

①妊娠・出産期の支
援

子育て支援施設ゆりかご運
営

出産直後のお母さんで、家庭での育児が
不安な方や子育ての支援をする人がいな
い方などが、新生児と一緒に入所して、
母体の回復を図る。デイ利用　1日2組

利用者数　0人（利用日数0日）

「産後ケア事業」のニーズのの高まりを踏ま
え、産婦や乳児が施設退所後に安心して地域
で生活が始められるよう、それぞれの事業の
担うべき役割等について整理した上、令和7
年度から産後ケア事業における当施設の利活
用について試行的に実施した。

○
「産後ケア」事業者が当該施設を利用して産後
ケア事業を実施できるよう令和8年度も試行的
に実施する。

継続 子育て・子育ち支援課

16
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

①妊娠・出産期の支
援

子育てママリフレッシュ事
業

産後の母親支援に関するアンケート結果
を受け、未就園児を持つ母親を対象に、
育児ストレスの解消と健康増進を図りな
がら、母親同士のコミュニティを構築す
ることを目的としたフィットネス講座を
開催する。

・ズンバ：4回開催

　参加者延べ 76人(親41人・子35)

・父親のベビーダンスと母親の骨盤ヨガを4
回開催
　参加者延べ 28組　84人

母親の育児ストレスの解消やママ友などのコ
ミュニティの構築には寄与する事業である
が、こうした講座に参加できない方に対する
支援が必要。

○

新たな参加者も継続的におり、子育ての孤立化
を防ぐためにも引き続き実施する。

・ズンバ：年間4回（5.8.11.2月の水曜日）
・ベビーダンス：年間4回（5.9.12.2月の日曜
日）

継続 子育て・子育ち支援課

17
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

①妊娠・出産期の支
援

見守りし合わせ支援事業
産後(おおむね4か月健診)の母子に対し
て、訪問による傾聴を中心とした見守り
支援を行う。

・見守り支援員登録数30人
・13人に支援を実施

・潜在的なニーズはあるが、家庭介入への拒
否感等があり、利用に繋がらないケースもあ
る。
・家事支援の要望もあり、養育訪問事業との
すみわけが必要。

○

・潜在的なニーズはあるので引き続き実施す
る。
・見守り支援員の研修会を開催予定。
・養育訪問事業とのすみわけを行う。
・引き続き、関係者間の連携を図り利用に繋げ
る。

継続 子育て・子育ち支援課

18
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

①妊娠・出産期の支
援

転入者のつどい事業

上田市に転入された子育て中の世帯に、
子育て支援コーディネーターによる相談
会を開催。子どもと遊ぶ場所や公園、病
院、保育園・幼稚園のことなど、わから
ないことや不安に感じていることを相談
してもらうとともに、転入者同士の交流
を図る。

・健康プラザうえだ　多目的ホールにて8回
開催
・参加者延べ133人

転入された母親同士の交流が図れ、参加者か
ら好評をいただいている。今後、新たな転入
者に対して事業の周知を十分に行いながら事
業を継続する。

○
新たな転入者に対して事業の周知を十分に行い
ながら継続的に事業実施していく。

継続 子育て・子育ち支援課

19
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

①妊娠・出産期の支
援

こども家庭センターの運用

母子保健機能(子育て世帯包括支援セン
ター等)と「児童福祉機能」(子ども家庭
総合支援拠点等)を一体化した機能を有
する「こども家庭センター」(令和6年4
月1日設置)における関係者会議を実施。

こども家庭センター会議　18回
合同カンファレンス　必要時開催

周産期の家庭について母子保健と児童福祉が
連携して月例会議を行い、特定妊婦や養育支
援家庭の抽出と支援の方向性の確認を行っ
た。個別ケースの対応については、合同カン
ファレンスを行い、サポートプランを基に支
援方法を協議し、必要に応じて要保護児童対
策協議会での進行管理や支援の利用を協議し
た。

○
引き続き子ども・子育てに関する総合窓口とし
て、相談・援助、情報提供などの利用者支援や
地域連携を行っていく。

継続 子育て・子育ち支援課

20
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

②こどもの健康 乳幼児健診

4か月・10か月・1歳6か月・2歳・3歳児
を対象に、身体計測、医師・歯科医師に
よる診察、保健師・管理栄養士・歯科衛
生士・心理発達相談員等による相談を行
う。3歳児は視能訓練士による視機能検
査も実施。
児の疾病の有無や発育発達状況を確認す
るとともに、子どもの育ちに合わせた関
わりや支援について保護者と共有する。

4か月児健診：45回
10か月児健診：（集団）15回・（個別）随時
1歳6か月児健診：47回
2歳児歯科健診：（個別）随時
3歳児健診：47回

・健診を予約制で行うことで、待ち時間の短
縮を図り、受診しやすい環境づくりに努め
た。
・保護者の困り感や育てにくさに寄り添いな
がら、見通しをもった育児ができるように丁
寧に支援していく必要がある。

○
継続実施。

継続 健康推進課

21
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

②こどもの健康 乳幼児教室

・ファーストベビー教室（生後2か月頃
の第1子を対象とした教室）：身体計
測、交流会、かかわり方、育児相談等
・7か月教室・おたんじょう教室：身体
計測、育児・栄養・歯科指導、育児相談
等

ファーストベビー教室：12回
7か月児教室：36回
おたんじょう教室：34回

各月齢に応じた教室を実施し、保護者の育児
不安の軽減や知識の習得を図った。また、参
加者同士の交流の機会を提供することで、孤
立防止や仲間づくりにもつながる場となっ
た。

○
おたんじょう教室は、10か月児健診の集団化に
伴い終了とする。

継続 健康推進課
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22
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

②こどもの健康 予防接種
子どもを病気から守り、感染症の流行を
防ぐための定期予防接種を実施する。

・定期予防接種の実施
（ヒブ、小児肺炎球菌、B型肝炎、ロタ、四
種混合、五種混合、BCG、麻しん・風しん、
水痘、日本脳炎、ヒトパピローマウイルス感
染症）
・小児インフルエンザ（任意接種）接種費用
補助実施　　申請者：3,360人

・予防効果の高い標準的な接種期間に予防接
種を受け、健康を保つことができるよう、定
期の個別通知をはじめ、市内の保育園・幼稚
園等を通じて、未接種の予防接種がないか勧
奨チラシを各家庭へ配布するなど、機会を捉
えて接種勧奨を実施することで、接種率の向
上に努めた。

○ 継続実施。 継続 健康推進課

23
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

②こどもの健康 各種相談事業
保護者の様々な悩みや不安等に、面談や
電話による専門職の相談を実施する。

・健康相談（保健師等）延人数3682人
・育児110番（電話相談）延人数35人

保護者の相談に適切に対応できるよう、相談
体制の充実を図り、切れ目のない相談支援を
実施している。

○
継続実施。

継続 健康推進課

24
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

③食育の推進
乳幼児健診・教室の栄養指
導

保護者が子どもの成長発達に合わせた離
乳食や幼児食について、見通しをもって
学び、実践できるようにする。生涯を通
じた望ましい生活習慣の形成や生活習慣
病予防の観点も踏まえて支援する。

実施状況は№20乳幼児健診、№21乳幼児教室
参照

見通しを持てる資料の活用と、視覚的にわか
りやすいよう食事サンプルを併用し、保護者
が実践できるよう工夫している。
生活リズムが生きていくための基盤となり、
脳を育てていくことを伝えていく必要があ
る。

○

継続実施。
乳幼児健診時の問診内容の集計や統計等で、保
護者と子どもの実態を踏まえ、子どもノート等
を活用して具体的な内容で保護者支援をしてい
く。

継続 健康推進課

25
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

③食育の推進 離乳食・幼児食相談

母乳・ミルクから離乳食、幼児食と変化
のある時期に、個別相談を設けること
で、タイムリーかつ個別性のある相談に
対応する。

定期離乳食相談：毎週月曜日実施
にじいろ広場栄養相談：毎月1回実施
その他：随時対応

個別相談は、個々に応じた細やかな相談対応
ができ、保護者と児のステップアップにつな
がっている。

○ 継続実施。 継続 健康推進課

26
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

③食育の推進 食に関した情報の提供
食育月間に食生活に関する広報活動を行
う。

広報6月号に「6月は食育月間です」を掲載
し、野菜に関する情報掲載

毎年、食育推進計画や上田市の健康課題を踏
まえてテーマを決めて掲載できている。

○
広報6月号に「6月は食育月間です」を掲載予
定。

継続 健康推進課

27
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

③食育の推進 子どもノートの活用
子どもの成長発達と、離乳食や幼児食に
ついて、親が見通しをもって学べる資料
を活用する

№24へ統合。 廃止 健康推進課

28
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

③食育の推進
地元農畜産物の活用　　園
児、児童による作物の栽培

園児、児童の作物の栽培や給食への地元
農畜産物の活用を通した食育の推進を行
う。

園児の作物の栽培と地元農産物を活用した食
育は全29園で実施

・園で育てた作物を給食に使うことで、園児
が食材への興味を持つことができている。
・食材に地元産農産物を使用することで地産
地消を推進し、園児の地元食材への興味関心
につながっている。

○
園児による菜園活動や、収穫した食材の給食で
の使用、園児のクッキング保育に使用すること
で、食育活動を継続する。

継続 保育課

29
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

③食育の推進 妊娠期の食育

うぶ声学級で妊娠期の食生活について母
体の代謝の変化と、胎児の成長に必要な
食について学ぶ。プレママクッキングで
実際に調理のコツや離乳食への展開を学
び、日頃の食生活を見直し、実践できる
よう支援する。

・うぶ声学級参加者数1(2)①両親学級（うぶ
声学級)参照
・プレママクッキング　47人
　内訳　妊婦：35人　夫：12人

継続実施。
父親の参加も増加していることから、妊娠中
の食生活から、若い世代の健康の保持増進に
つながるよう意識した講座内容にした。LINE
とWebでの予約を開始。

○ 継続実施 継続 健康推進課

30
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

③食育の推進
若い世代への野菜摂取を促
すための食育

健康な体を維持し生活習慣病を予防する
ために、野菜の摂取量が少ない若い年代
を対象に、様々な機会を捉えて野菜摂取
の必要性と手軽なとり方のコツを知らせ
る。

ホームページの食育情報更新
野菜ノート配布：1歳6か月児健診、出前講
座、若年健診保健指導等
べジチェック実施及び野菜資料配布：うぶ声
学級参加者、集団若年健診受診者

周知啓発事業となるため、なかなか成果は見
えないが、伝え方等を工夫しながら継続す
る。

○ 継続実施。 継続 健康推進課

31
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

③食育の推進
高校生の出前講座
（思春期の食生活）

思春期の身体作りに必要な食生活の基本
を知り、自分の食生活と比較しながら食
の大切さを学び、選択力を身につけ実践
につなげる講座を開催する。

出前講座実績
・上田西高校　5人
・上田千曲高校食物栄養科　39人

自分の体の成長と食事の話は、食の自立期を
迎える高校生にタイムリーな内容となってお
り、受講した高校生からも好評。

○
継続実施
出前講座の案内を市内の高校6校の家庭科教諭
宛に送付

継続 健康推進課

32
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

③食育の推進 地元農産物の活用
上田市産の食材を全学校給食施設で提供
する企画給食の実施

企画給食として上田市産のブルーベリー、玉
ねぎ、レタス、みどり大根、大豆を提供

企画給食の中で、生産や流通についての学習
用資料の配布や動画の公開をし、農産物及び
食文化等の理解の醸成を図る。
大量の食材の一括確保と輸送の調整に課題が
ある。

○ 継続実施 継続 学校保健給食課

33
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

③食育の推進
保護者対象の試食会・講座
の実施
食に関する情報提供

各学校や給食センターにおける試食会の
実施
保護者対象の食育イベント
親子料理教室

試食会等で保護者向けに講話　R7:59回延べ
806人
保護者を含めた市民向け食育イベント　R7:2
回延べ39人
親子料理教室　R7：2回延べ63人

試食会は35校のうち19校で実施している。よ
り多くの保護者に試食会を行い、子どもの食
生活について理解を深めることが課題であ
る。また、保護者に限らず市民向けに学校給
食を通じた食育の機会を継続したい。

○ 継続実施 継続 学校保健給食課
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34
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

③食育の推進
各学校の「食に関する指導
の全体計画」に基づく食育
の実施

各学校の「食に関する指導の全体計画」
に基づく食育

栄養教諭・学校栄養職員による食に関する授
業等の実施　R7小学校717回、中学校240回
その他教諭等による食に関する授業等の実施
回数　R7小学校3,048回、中学校1,336回

栄養教諭・学校栄養職員の指導に加えて、他
の教職員の食に関する授業等の実施は増加し
ている。今後も市内全体で各学年や段階に応
じた系統的な指導内容を充実させたい。

○ 継続実施 継続 学校保健給食課

35
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

③食育の推進
「1日3回野菜を食べよう」
運動（食育推進プロジェク
ト重点取組）

庁内食育関係課連携事業。野菜の摂取不
足が予測されるアンケート結果から、健
康な体づくりのために,なぜ野菜が必要
なのか、手軽な食べ方などを伝え、健康
に役立つ情報発信をする。

・野菜ノート配布（1歳6か月児健診他）
・べジチェック実施（各種イベント、うぶ声
学級、若年・特定健診他）
・タペストリー展示
・アリオ食育イベント開催

朝食や昼食で野菜を食べていない人が多いの
で、１日３回とわかりやすく回数で伝えるこ
とで、日頃の食生活で意識しやすいよう取り
組んでいる。

○ 継続実施。 継続 健康推進課

36
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

④医療の充実
上田市内科・小児科初期救
急センターの運営

夜間に突然具合が悪くなった際に、電話
相談と内科的な初期診療を行う、上田市
内科・小児科初期救急センターを運営す
る。

・開所日：357日
・内科：受診者435人、電話相談719人
・小児科：受診者884人、電話相談986人
・コロナウイルス抗原検査　294件

R6.11からコロナウイルス抗原検査を実施開
始。
メディカルサポートプラザうえだ（旧市立産
婦人科病院）施設2階へ、令和7年8月17日に
移転。
医師、看護師、医療事務職員の安定した確保
が課題である。

○
継続実施。
診療体制は現在のまま継続するが、医療提供体
制の課題を関係機関等と検討していく。

継続 地域医療政策室

37
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

④医療の充実
医師確保修学資金等貸与制
度

将来、市長が指定する医療機関の医師と
して従事しようとする医学部の大学生、
周産期医療を志す大学院生及び研修医、
さらに県外から転入して市長が指定する
医療機関に勤務しようとする産科、小児
科、麻酔科の医師に対し資金を貸与する
ことにより、安定した医師確保を目指
す。

・新規貸与者：0人（継続貸与者：1人、貸与
者総数：14人）
・指定医療機関で勤務する医師：8人

指定医療機関で医師として勤務（初期臨床研
修、専門研修）する被貸与者が毎年見込まれ
ている。
医師の勤務地について、医局制度に影響され
るなどの現状を踏まえ、指定医療機関勤務に
係る検討が必要である。

○
医師の勤務地について、医局制度に影響される
などの現状を踏まえ、指定医療機関勤務に係る
検討が必要である。

継続 地域医療政策室

38
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

④医療の充実 在宅当番医制事業
日曜、祝日等における医療機関での診療
を実施する。

・実施日数：75日
・66医療機関　延べ566回

制度は周知が図られている
小県医師会所属病院から休日当番医開始の提
案を受け、調整し、実施した。

○
継続実施。

継続 地域医療政策室

39
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

④医療の充実
助産師確保修学資金等貸与
制度

将来、上田市産婦人科病院の助産師とし
て働こうとする助産師養成所で学ぶ学
生、現在は助産師として働いていない助
産師、さらに県外から転入する助産師に
対し資金を貸与することにより、安定し
た助産師確保を目指す。

被貸与者：0人

上田市立産婦人科病院の閉院に伴い、令和6
年4月から対象者を「市長が指定する医療機
関の助産師として従事しようとする者」と変
更した。

○ 指定医療機関の助産師確保を目指す。 継続 地域医療政策室

40
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(2)母子の健康増進
及び医療の充実

④医療の充実
看護師確保修学資金貸与制
度

本人又は扶養者が市内に居住しており、
将来、市長が指定する医療機関で看護師
として従事しようとする看護系大学に在
学する大学生に対し資金を貸与すること
により、安定した看護師確保を目指す。

被貸与者：17人（内、R7新規：8人）

令和5年度開始事業
市内高校、県内外大学等へポスター配布し、
主要大学への訪問を実施し、事業周知を図っ
た。

○
当該制度の見直し等を検討する。
引き続き制度の周知を図り、被貸与者を増やす
ことで将来の看護師確保を目指す。

継続 地域医療政策室

41
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(3)就学前教育・保
育の質の向上

➀職員配置の充実 職員配置の充実

保育士配置基準（0,1歳児3人、2歳児6
人、3歳児15人、4歳以上児25人に対して
保育士1人）に基づく職員配置を行うと
ともに、適正な配置基準の検討をする。

・待機児童抑制のために、1歳児の配置基準
を本来の3：1から緊急避難的に4：1とする運
用が継続となった。
・国が配置基準の見直しを行い、市において
も実施に向けて準備を進めている。

・３歳未満児の入所希望の増加と保育士不足
から、市独自の配置基準を満たす保育士の確
保に苦慮している。
・多様な人材の活用や人材の募集方法の工夫
を行い、保育士確保の取り組みを引き続き行
う必要がある。

△
市独自の保育士配置基準に基づく職員配置がで
きるよう、引き続き必要な保育士確保を進める
とともに、多様な人材の活用も実施する。

継続 保育課

42
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(3)就学前教育・保
育の質の向上

②保育士・幼稚園教
諭の質の向上

保育士・幼稚園教諭の資質
向上

質の高い教育・保育や多様なニーズに対
応するための研修を実施する。

巡回指導や園内での指導、各種の研修を実施
し、保育士の資質向上に取り組んだ。
キャリアに応じて資質向上を図る「保育士研
修計画」を作成した。

保育士の資質向上につなげるため、次を実施
した。
・保育課による巡回指導
・園内における指導
・保育士研修計画の作成
これらを継続して取り組む必要がある。

○
引き続き、様々な機会を捉えて、保育士の資質
向上につながる取組を進める。

継続 保育課

43
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(3)就学前教育・保
育の質の向上

③施設整備等良質な
環境の確保

丸子統合園の建設
みなみ保育園、東内保育園、わかくさ幼
稚園の3園を統合し、平成32年度内の竣
工を目指す。

令和3年4月にまるこ保育園が開園するととも
に、令和4年2月に旧みなみ保育園の園舎解体
工事が完了した。

当初計画のとおり、園舎が竣工し、まるこ保
育園が開園した。
今後は、旧みなみ保育園及び旧東内保育園の
跡地利用が課題となる。

○
今後の方針について自治会と協議を重ね、旧東
内保育園跡地、旧みなみ保育園跡地ともに売却
の方針で進める。

継続 保育課

44
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(3)就学前教育・保
育の質の向上

③施設整備等良質な
環境の確保

保育施設等の整備
保育提供体制の整備・強化を図り、安心
して過ごせる施設運営を目指す。

城下保育園で実施する長寿命化工事の実施設
計を完了した。
施設整備補助金を活用し、小規模保育事業所
1園を整備し、4月から運営を開始した。

老朽化が進む施設整備等について、管理を適
切に進める。

－

城下保育園の長寿命化工事を進める（令和8～9
年度、2箇年）
就学前教育保育施設整備事業を活用し、私立1
園の大規模修繕に取組む。

継続 保育課

45
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(3)就学前教育・保
育の質の向上

④保育士等の処遇改
善と確保

保育士等の処遇改善
施設型給付・地域型保育給付における職
員処遇改善加算を実施する。

保育所処遇改善につながる、国の制度に則し
た適正な処遇改善加算を実施した。
施設数：21園

職務・職責に応じた処遇改善を行うことによ
り、保育園等におけるキャリアアップの仕組
みの構築を支援することが必要。

○
国の制度に則した適正な処遇改善加算を実施す
ることにより、引き続き保育士の処遇改善を進
める。

継続 保育課
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46
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(3)就学前教育・保
育の質の向上

④保育士等の処遇改
善と確保

潜在保育士の掘り起こし事
業

県内の保育士登録者に対する就業意欲等
に係る意識調査の結果に基づく実態把握
と提供された情報の有効活用

潜在保育士の掘り起しを目的に、保育の職場
体験会を実施。（塩田北保育園１人参加・神
科第一保育園５人参加）
保育の職場説明会を実施。（１回開催、参加
者14人）

職場体験会、説明会参加者の内、代替保育士
1名を任用。途中採用者として6時間パート保
育士1名任用。
開催時期等を検討し、職場説明会、園での体
験会を継続し開催したい。

○

さらなる保育士の確保が必要なため、継続し
て、職場説明会、園での保育体験会を、それぞ
れ2回開催する。外部団体とも連携を取り仕事
の魅力を伝え、保育士確保に努めていく。

継続 保育課

47
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(3)就学前教育・保
育の質の向上

⑤認定こども園への
移行に関する情報提
供及び支援の充実

認定こども園への移行に関
する情報提供

認定こども園の移行に係る情報提供など
を行う支援の充実

- - －
相談があった場合、連携し適切な対応を図る
（旧制度幼稚園について4園が運営中 ）

継続 保育課

48
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(3)就学前教育・保
育の質の向上

⑥幼児教育・保育の
提供体制の確保

幼稚園における預かり保育
事業

幼稚園における長時間の預かり保育や2
歳児を対象とした受入れの推進

保護者の利用希望に応じて、市内私立幼稚園
11園のうち10園で預かり保育（教育時間外の
預かり）を実施した。

幼稚園の利用及び保育を必要とする者の預か
り保育の利用について、保護者希望に合わせ
て選択ができるよう対応が必要である。

○
保護者の利用希望に対応できるよう引き続き提
供体制の確保を図る。

継続 保育課

49
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(3)就学前教育・保
育の質の向上

⑦外国につながる幼
児への支援

多言語による情報提供
就園機会の確保や保護者への支援とし
て、多言語による情報提供ができるよう
援助体制を整備する。

・必要に応じて、関係課と連携し多言語によ
る情報提供を行った。
・IT機器を活用した入園の案内や相談を行っ
た。

外国籍の園児の保護者の中には、日本語が殆
ど通じない方もおり、関係課との連携が必
要。

○
引き続き関係課と連携し、多言語による情報提
供や入園手続き等の支援を行う。

継続 保育課

50
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(3)就学前教育・保
育の質の向上

⑧幼児教育アドバイ
ザーの配置

保育相談員による園訪問
教育・保育に関する専門性を有する保育
士経験者を配置し、園訪問を通して相談
助言を行い、園内研修等を支援する。

保育士経験がある職員が園を訪問し、実際の
保育を見ながら保育の相談、助言を行った。

園を訪問しての指導により、保育士の資質向
上を図ってきた。
引き続き保育士の資質の底上げにつながるよ
う取り組みを進める必要がある。

○
保育所等における子どもの保育に関する専門的
な相談助言を継続して行い、一層の保育内容の
充実と向上を図る。

継続 保育課

51
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(4)多様な保育メ
ニューの提供

①延長保育・休日保
育・一時預かり・乳
児等通園支援事業
(こども誰でも通園
制度)

延長保育事業
休日保育事業
一時預かり事業
乳児等通園支援事業(こど
も誰でも通園制度)

保護者の多様なニーズに対応した
保育メニューの実施

・延長保育、休日保育については、現状の保
育メニューの提供体制を維持した。
・一時預かりについては、補助事業を実施
し、保護者の費用負担の軽減を図った。
・こども誰でも通園制度については、R8年度
の運用開始に向けて準備を進めた。

保護者の就労形態の多様化に伴い、ニーズも
多様化しており、さらなる充実を図るために
は、より多くの保育士を確保する必要があ
る。
一方で、増大している3歳未満児の保育需要
に対応するために、一時預かりの実施園の集
約等を行った。
こども誰でも通園制度については、R8年度の
運用開始に向けて準備を進めた。

○

各事業の需要に応じた保育メニューを提供する
ための体制を引き続き整備する。
こども誰でも通園制度については、R8年度から
運用を開始する。

継続 保育課

52
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(4)多様な保育メ
ニューの提供

②病児・病後児保育
事業

病児・病後児保育事業
病気療養中または病気回復期にある子ど
もが、集団保育や保護者による保育が困
難な場合に預かりを行う。

・各病児保育センター年間241日開所
・登録者1,414人、延利用者957人

病児保育センターを2か所開設し、地域性や
施設の特徴を子育て世帯に周知を図り、利用
促進に繋げる。

○ 継続実施。 継続 子育て・子育ち支援課

53
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(4)多様な保育メ
ニューの提供

③産休後及び育休後
の教育・保育施設の
円滑な利用の確保

育休時の継続入所
保育が必要と認められる場合における育
児休業中の継続入所を行う。

保育が必要と認められる場合は、育児休業中
の継続入所を実施した。

未満児の入所希望が多い中でも、児童福祉の
観点から必要と認められる場合については、
継続できるよう体制の整備が必要。

○
引き続き保育が必要と認められる場合は、育児
休業中の継続入所を実施する。

継続 保育課

54
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(5)放課後等の児童
の健全育成

①児童館・児童セン
ター

児童館・児童センター事業
18歳未満の児童であれば誰でも利用でき
る児童館・児童センターで健全な遊びの
場を提供する事業を行う。

児童館5館、児童センター6館、合計11館で児
童館・児童センター事業を実施した。

18歳未満の児童（主に小学生低学年）へ遊び
の場を提供している。

○

利用者数が少ない児童館・児童センターの利用
促進を図る。
利用の少ない土曜日の開館については、集約化
を行い、運営の効率化を図る。

継続 学校教育課

55
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(5)放課後等の児童
の健全育成

②放課後児童クラブ 放課後児童クラブ事業
保護者が労働等により昼間家庭にいない
児童に適切な遊び及び生活の場を提供す
る放課後児童クラブ事業を行う。

学童保育所6館、児童クラブ20館合計26館で
放課後児童クラブ事業を実施した。

留守家庭児童に放課後等の安全な居場所を提
供している。

○
利用児童数が過密状態となっている児童クラブ
の適正化を図る。

継続 学校教育課

56
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(5)放課後等の児童
の健全育成

③施設整備等良質な
環境の確保

児童館・児童センター、放
課後児童クラブ施設整備事
業

老朽化した施設の計画的な更新を行う。

現在東部児童クラブは、3箇所で保育してい
るが、分室2箇所を集約する工事の実施設計
を実施した。
秋和児童センターについて、施設の老朽化に
対応するため、改修工事の実施設計を実施し
た。

老朽化している施設が多くある中、優先順位
に基づいた施設整備を図る必要がある。

○

増加傾向にある放課後児童施設利用児童に対応
するため、老朽化している施設の計画的な整備
を図る。
・東部児童クラブ分室集約化工事（令和8年度
～令和9年度）完了予定
・秋和児童センター改修工事（令和8年度）完
了予定

新規 学校教育課

57
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(5)放課後等の児童
の健全育成

④職員配置の充実 適正な職員配置

放課後児童クラブでの職員の複数配置
利用児童がいる時間帯に常時職員を複数
配置することで、より手厚い保育を行
う。

利用児童がいる時間帯の職員の複数配置を実
施した。

職員の複数配置により、サービスの向上、安
全の確保に寄与している。

○ 人員不足解消策に向けて検討する。 継続 学校教育課

58
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(5)放課後等の児童
の健全育成

⑤職員（児童厚生
員、放課後児童支援
員等）の質の向上

職員のスキルアップ
職員の処遇改善
勤続年数に応じた一時金を職員に支給
し、職員の処遇改善を実施する。

職員に対して勤続年数に応じた一時金を支給
できるよう、指定管理料を上乗せした。

職員の勤続年数等に応じて人件費を上乗せを
実施した。

○ 職員の離職防止のため、今後も実施したい。 継続 学校教育課

59
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(5)放課後等の児童
の健全育成

⑥地域等との協力
地域ボランティアによる読
み聞かせ等の開催

地域ボランティアによる読み聞かせ等
地域ボランティアや学生ボランティアの受け
入れを行い、地域との交流を図った。

児童館・児童センターで地域ボランティアや
学生ボランティアを受け入れ、季節行事や読
み聞かせ等を実施した。

○
各施設のボランティアの受入れを継続し、地域
との交流を図る。

継続 学校教育課
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60
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(5)放課後等の児童
の健全育成

⑥地域等との協力
小学校・中学校と密接に連
携

小学校の職員会での児童館・児童セン
ター、放課後児童クラブ等の職員の自己
紹介を行う。

小学校の職員会での児童館・児童センター、
放課後児童クラブ等の職員の自己紹介を実施
した。

小学校での自己紹介の機会を継続して確保す
ることで、小学校との連携を円滑にしてい
る。

○

小学校と連携が取りやすくなるよう、児童館・
児童センター、放課後児童クラブ等の職員が小
学校の職員会で自己紹介ができるよう調整を行
う。

継続 学校教育課

61
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(5)放課後等の児童
の健全育成

⑦放課後児童対策の
強化

放課後子ども教室類似事業
実施のための検討

放課後子ども教室と類似事業である豊殿
放課後ひろばの存続について検討を行
う。

放課後子ども教室と類似事業である児童館事
業及び豊殿放課後児童ひろばの活動内容や実
状を確認した。

児童館・豊殿放課後ひろば実施のためには地
域の方の協力が欠かせないが、継続して実施
するためには、施設面、費用面が課題となっ
ている。

○

地域との連携を図り、ひろばまつり等の事業の
充実を通じて利用者数の増加を図るとともに、
その効果を検証し、増加が見込まれない場合に
は、事業の存続について検討を進める。

継続 学校教育課

62
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(6)こどもの生きる
力の育成

①幼保小中の連携強
化

校長・園長合同会議
幼保小中の連携を図るための核組織とし
て、公私立幼保園長及び小中学校長によ
り合同会議を開催している。

公私立幼保園長及び小中学校長により、幼保
小中連携合同会議を実施した。（6/24）

・幼児期から義務教育期まで、子どもの視点
に立った一貫した教育が必要である。
・切れ目のない指導・支援を行うため、公私
立幼保園長と小中学校長が情報共有・交換す
る会議を開催する。

○
幼保小中の連携を図るための核組織として、公
私立幼保園長及び小中学校長による合同会議を
開催する。

継続 学校教育課

63
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(6)こどもの生きる
力の育成

①幼保小中の連携強
化

小学校6年生の中学校での
体験学習

中学校への進学を控えた児童が、中学校
の授業、雰囲気を体験することで「中1
ギャップ」の解消を図る。

小学生を中学校に招いて体験学習を実施し
た。

中学校生活の様子を事前に知ることでスムー
ズな移行を図っている。

○
中学校への進学を控えた児童が、中学校の授
業、雰囲気を体験することで「中1ギャップ」
の解消を図る。

継続 学校教育課

64
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(6)こどもの生きる
力の育成

①幼保小中の連携強
化

教員相互による授業研究

・中学校数学科教員が、小学校6年生の
算数授業を担当することで、小中相互の
教員による授業改善を図るほか、児童が
教科担任制の中学校の様子を体験するこ
とで「中1ギャップ」の解消を図る。
・教員による「授業を語る会」の開催に
より、教員による授業改善に取り組む。

・中学校３校（六中、丸子中、真田中）に市費
講師を配置。配置校は校区内の小学校に数学
科教員を派遣し授業を行った。小中相互の教員
による授業改善とともに、中1ギャップの解消を
図った。
・「授業を語る会」を２回実施し、授業改善に取り
組んだ。

・中学校数学科教員が、校区内の小学校に出
向き算数の授業を行うことで、小中相互の教
員の授業改善が図られた。本事業は、今後の
中学校での学習や生活への見通しをもつきっ
かけとなり、中1ギャップの解消、不安の軽
減に繋がっている。
・「授業を語る会」を開催し、授業づくりや
学級経営の悩みを他校教員と語りあうこと
で、授業改善に繋げている。

○

・本事業は授業改善、中1ギャップの解消など
につながっているが、後継事業として、これか
らの時代に必要な先進的、先端的な学びへの改
革に取り組む学校を「学びの改革アドバンス
校」に指定する事業を進めていることから、本
事業は令和８年度で終了する予定である。
・教員による「授業を語る会」を引き続き開催
し、教員による授業改善に取り組む。

継続 学校教育課

65
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(6)こどもの生きる
力の育成

①幼保小中の連携強
化

園児の小学校体験入学
入学を控えた園児・児童の小学校体験入
学や行事への参加を通した生徒との交流
及び日常生活の不安解消を図る。

小学校へのスムーズなつなぎとなるよう交流
を図った。

幼保小中の連携を深め、小学校へのスムーズ
なつなぎを継続していく必要がある。

○
幼保小中の連携会議を実施するなど、小学校へ
のスムーズなつなぎとなるよう様々な交流事業
を引き続き実施する。

継続 保育課

66
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(6)こどもの生きる
力の育成

②学校教育の環境や
学習内容の充実

【再掲】
教員相互による授業研究

・中学校数学科教員が、小学校6年生の
算数授業を担当することで、小中相互の
教員による授業改善を図るほか、児童が
教科担任制の中学校の様子を体験するこ
とで「中1ギャップ」の解消を図る。
・教員による「授業を語る会」の開催に
より、教員による授業改善に取り組む。

・中学校３校（六中、丸子中、真田中）に市費
講師を配置。配置校は校区内の小学校に数学
科教員を派遣し授業を行った。小中相互の教員
による授業改善とともに、中1ギャップの解消を
図った。
・「授業を語る会」を２回実施し、授業改善に取り
組んだ。

・中学校数学科教員が、校区内の小学校に出
向き算数の授業を行うことで、小中相互の教
員の授業改善が図られた。本事業は、今後の
中学校での学習や生活への見通しをもつきっ
かけとなり、中1ギャップの解消、不安の軽
減に繋がっている。
・「授業を語る会」を開催し、授業づくりや
学級経営の悩みを他校教員と語りあうこと
で、授業改善に繋げている。

○

・本事業は授業改善、中1ギャップの解消など
につながっているが、後継事業として、これか
らの時代に必要な先進的、先端的な学びへの改
革に取り組む学校を「学びの改革アドバンス
校」に指定する事業を進めていることから、本
事業は令和８年度で終了する予定である。
・教員による「授業を語る会」を引き続き開催
し、教員による授業改善に取り組む。

継続 学校教育課

67
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(6)こどもの生きる
力の育成

②学校教育の環境や
学習内容の充実

学校の長期休業に対する環
境整備事業

学校の新しい生活様式への対応が難しい
児童生徒に寄り添った支援を行う。

新しい生活様式等への対応が困難な児童生徒
に対し、特別支援教育支援員及び心の教室相
談員が寄り添い、丁寧な支援を行った。

特別支援教育支援員及び心の教室相談員の勤
務時間数を確保し、児童生徒に寄り添ったき
め細かな支援を行った。

○
すべての児童生徒が安全安心で楽しい学校生活
を送れるよう、引き続き、児童生徒に寄り添っ
たきめ細やかな支援を行う。

継続 学校教育課

68
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(6)こどもの生きる
力の育成

②学校教育の環境や
学習内容の充実

子どもの学習支援事業

1目的：「貧困の連鎖」の防止
2対象：生活困窮世帯及び生活保護　小
学4年生～中学3年生
3：内容　学習支援、環境改善支援2ｈ/1
回で月４回実施
4：支援員：シルバー人材センター登録
の6名

1人数：小学生0名、中学生3名に実施
2支援延べ回数：31回
3実績：中学3年生2名高等学校進学

1 支援が３パターンに概ね分けられる。①学
力向上　②学年学力再支援　③学習環境・意
欲整備　それぞれにフィットした支援が必
要。
2 対象世帯が訪問での対応を拒否することが
あり、対象者の増加につながらない。
3 支援員高齢化・不足。

○

・高校進学の実績はあり。
・3パターンにフィットした支援の充実を図
る。
・支援対象者へ事業をしっかり周知し、支援拡
大を図る。
・支援員人材の確保。

継続 福祉課

69
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(6)こどもの生きる
力の育成

②学校教育の環境や
学習内容の充実

【再掲】
地元農産物の活用

上田市産の食材を全学校給食施設で提供
する企画給食の実施

企画給食として上田市産のブルーベリー、玉
ねぎ、レタス、みどり大根、大豆を提供

企画給食の中で、生産や流通についての学習
用資料の配布や動画の公開をし、農産物及び
食文化等の理解の醸成を図る。
大量の食材の一括確保と輸送の調整に課題が
ある。

○ 継続実施。 継続 学校保健給食課

70
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(6)こどもの生きる
力の育成

②学校教育の環境や
学習内容の充実

【再掲】
保護者対象の試食会・講座
の実施

各学校や給食センターにおける試食会の
実施
保護者対象の食育イベント
親子料理教室

試食会等で保護者向けに講話　R7:59回延べ
806人
保護者を含めた市民向け食育イベント　R7:2
回延べ39人
親子料理教室　R7：2回延べ63人

試食会は35校のうち19校で実施している。よ
り多くの保護者に試食会を行い、子どもの食
生活について理解を深めることが課題であ
る。また、保護者に限らず市民向けに学校給
食を通じた食育の機会を継続したい。

○ 継続実施。 継続 学校保健給食課

71
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(6)こどもの生きる
力の育成

②学校教育の環境や
学習内容の充実

【再掲】
各学校の「食に関する指導
の全体計画」に基づく食育
の実施

各学校の「食に関する指導の全体計画」
に基づく食育

栄養教諭・学校栄養職員による食に関する授
業等の実施　R7小学校717回、中学校240回
その他教諭等による食に関する授業等の実施
回数　R7小学校3,048回、中学校1,336回

栄養教諭・学校栄養職員の指導に加えて、他
の教職員の食に関する授業等の実施は増加し
ている。今後も市内全体で各学年や段階に応
じた系統的な指導内容を充実させたい。

○ 継続実施。 継続 学校保健給食課
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72
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(6)こどもの生きる
力の育成

②学校教育の環境や
学習内容の充実

安心安全な食物アレルギー
対応への施設整備と運営

学校給食における食物アレルギー対応の
充実

従来より自校給食校と丸子学校給食センター
では食物アレルギー対応を実施している。第
二学校給食センターにおいては令和6年1月か
ら卵と乳の対応を開始した。令和8年度より
エビ・カニを対応することを決定し、令和7
年度は面談等事前準備を行った。

多品目のアレルギー対応における作業工程の
確認と人材確保に課題がある。

○
・第二学校給食センターにおける食物アレル
ギー対応の充実（対応の種類や頻度を増やすた
めの体制整備）

継続 学校保健給食課

73
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(6)こどもの生きる
力の育成

③思春期対策 思春期保健関係者連携会議

思春期保健について医療機関、中学校・
高等学校の養護教諭、保健福祉事務所、
庁内関係課等と課題の検討や情報共有を
行い、思春期の子どもたちのより良い支
援につなげる。

令和7年度においては未実施。 － － 引き続き必要時において実施していく。 継続 健康推進課

74
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(6)こどもの生きる
力の育成

③思春期対策
【再掲】
命の学級

命の大切さや性に関する正しい知識、自
身の健康に関心をもてるように、小中学
校、高校、出前講座等の依頼により助産
師が実施。

・小学校22校、23講座
（受講者1166人（保護者含む））
・中学校12校、18講座 （受講者1912人）
・その他、1講座(29人、保護者含む)

命の大切さについての理解を深めるために、
学年に合わせた内容で実施している。

○ 継続実施。 継続 健康推進課

75
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(6)こどもの生きる
力の育成

④若者の職業的自立
のための支援

中学生の職場体験学習

中学生の職場体験学習を通して、社会に
おける役割や将来の生き方等を考え、目
標を立て計画的に取り組む態度の育成と
勤労感・職業観を育てる教育を行う。

・市内中学校11校中11校で約400事業所にお
いて職場体験学習を実施した。
・生徒の職場体験学習の成果を「産業ミライ
フェスin UEDA」へ出展した。

職場体験学習を通して、生徒が勤労観や職業
観を身につけ、進路や生き方について自分で
選択・決定する能力を育てている。

○

中学校において、社会における役割や将来の生
き方を考えさせ、進路の選択・決定に導くた
め、職場体験学習を通して働くことへの関心や
意欲を高める。

継続 学校教育課

76
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(6)こどもの生きる
力の育成

④若者の職業的自立
のための支援

就学中のキャリア教育推進
事業
若年者就業支援セミナーの
開催

・高校生を対象とした企業説明会やイン
ターンシップを通じ、職業意識の醸成を
図るとともに、円滑な就職のマッチング
を支援する。
・就職困難な若者に対して、若年者就業
支援セミナーの開催により職業的自立を
支援する。

＜高校生＞
・事業所説明会（2日間実施）
　1日目：41事業所、学生200人、教員12人
　2日目：41事業所、学生138人、教員15人
・インターンシップ
　夏季：41事業所、学生162人
　春季：30事業所、学生 85人
＜若者支援＞
・若年者就業支援セミナー
　就活イベント事前セミナー:4回、81人
　スキルアップセミナー　　:5回、28人

＜高校生＞
事業所説明会は、事業所、学校の双方とも参
加意欲が高い。
【課題】
・会場が狭いなど改善要望が多い。
・進学希望者の参加が少ない。
＜若者支援＞
参加者は少ないものの、満足度の高いセミ
ナーを開催できている。
【課題】
就活イベントの参加人数の減少。

○

継続実施。
＜高校生＞
参加者アンケートなどにより、よりよい開催方
式を検討する。
＜若者＞
潜在的な対象者の掘り起こしのため、事業ＰＲ
の充実・強化を図る。

継続 地域雇用推進課

77
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(6)こどもの生きる
力の育成

④若者の職業的自立
のための支援

企業ガイドブックの作成や
ウェブサイトによる地域企
業情報の提供

企業ガイドブックの作成やウェブサイト
による地域企業情報の提供を行う。

上田職業安定協会と連携して「企業ガイド
ブック」を作成し、ｅ－ｂｏｏｋを活用して
インターネットでも閲覧できるようにし、地
域企業情報の提供を行った。

地域企業約100社の概要が掲載され、企業だ
けでなく地域そのものの魅力を伝えるものが
作成できている。
【課題】
・紙冊子版配付の必要性の検討（企業側の要
望は多い）
・より多くの若者に情報提供するための方策
の検討、など

○

継続実施。
ウェブサイトによる地域企業情報の提供、より
多くの若者に情報提供するための方法など検討
する。

継続 地域雇用推進課

78
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(6)こどもの生きる
力の育成

⑤児童・青少年の健
全育成の推進

子ども会育成会活動の支援

上田市子ども会育成連絡協議会を通じ、
地域の子ども会育成会の活動を支援する
とともに、川遊びや集団遊びなどの支援
を行う。

・子ども会育成連絡協議会事業による体験活
動
「川の生き物観察教室」（7月5日 こども21
人・おとな17人）
「上田で忍者修行」（10月18日 こども18
人・おとな13人）
「ボードゲーム体験会」（12月13日 こども
17人・おとな10人）
「冬の自然体験教室（菅平高原）」（2月7日
こども14人・おとな11人）
・地域の単位育成会の体験活動支援として補
助金を交付

・地域での体験活動の促進に向け、上田市子
ども会育成連絡協議会を通じた体験活動助成
を充実させた。
・子どもの頃に行った体験活動などの経験
は、その後の成長に良い影響を与えていると
の調査研究が報告されている（令和2年文科
省）ことから、子ども会育成会の関係者が地
域での体験活動の重要性を認識していただく
ための啓発活動に取り組んだ。

○

子どもの頃に行った体験活動などの経験は、そ
の後の成長に良い影響を与えているとの調査研
究が報告されている（令和2年文科省）ことか
ら、今後も引き続き子ども会育成会関係者に体
験活動の重要性・必要性について啓発を行い、
育成活動の充実に取り組んでいく。

継続 生涯学習・文化財課

79
1 命の誕生とこども・若者
の健やかな成長を支えます

(6)こどもの生きる
力の育成

⑤児童・青少年の健
全育成の推進

街頭補導活動
週末及び祭り（千本桜・祇園・わっしょ
い）の際に、防犯パトロールを実施す
る。

千本桜まつりパトロール２回
上田駅前パトロール週末６回

駅周辺における暴走族、非行少年の蝟集は少
なく、防犯パトロールの人数、方法等につい
て見直しが必要。

○
上田駅前パトロールの人数、方法等の見直しを
行い、真に実効ある街頭補導活動を実施する。

継続 市民参加・協働推進課

80
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

①発達に遅れや偏り
がある子どもへの支
援の充実

専門医師との相談
発達専門小児科・児童精神科医師、必要
に応じ精神科医師等による個別相談事業
を行う。

専門医による個別相談
医師3名、25回/年、延べ53名

地域の発達外来初診までの待機時間が長期間
になっているため、小児科医による相談は大
変ニーズが多い。今後も医師と連携しながら
事業を継続し希望者が利用できるように回数
を確保していく。保護者が専門医から子ども
の特性やかかわり方について具体的に助言を
受ける機会となっている。

◎

専門医の相談については継続。
木村医師と信州上田医療センター藤森医師の相
談会をそれぞれ1回/月、丸子中央病院の清水医
師の相談会を年5回、計画している。

継続 発達相談センター

81
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

①発達に遅れや偏り
がある子どもへの支
援の充実

親子教室たんぽぽ

親子遊びを通して子どもの特性や関わり
方を理解し、保護者と共有していく中
で、親子が楽しく生活できることを支援
する教室を、月1回の4コース実施する。

3歳児コース（来入園）33回
　実人数 30人(のべ165人)
2歳児コース　32回
　実人数 19人（延べ117人）

保護者が子どもの特性や対応を知り入園を迎
えることができる教室として実施。

◎
入園先まで継続した支援がつながっている。教
室の開催回数や内容等については毎年検討。子
どもの状態に応じて２コースに分けて実施。

継続 発達相談センター
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82
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

①発達に遅れや偏り
がある子どもへの支
援の充実

たんぽぽ広場
親子教室たんぽぽなど教室に参加されて
いる親子でより少人数でのかかわり方を
学ぶ教室。

教室開催回数　12回
参加人数　実17人(延べ63人)

発達特性が強く集団が苦手な子どもを対象に
しているため、より小集団にすることで関わ
り方が明確になり効果が見られている。

◎
たんぽぽ広場12回開催予定。
必要に応じて回数を増減する。

継続 発達相談センター

83
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

①発達に遅れや偏り
がある子どもへの支
援の充実

感覚を育てる運動教室
感覚過敏等感覚の偏りにより運動や集団
生活が苦手なお子さんを対象にした親子
教室。

幼児コース　3コース（1コース7回）
開催回数21回
参加人数　実15人　延べ74人

身体と心のコントロールを目的としている。
親子・友達間のコミュニケーション力が向
上、運動の苦手感が減少したという効果が見
られている。担任保育士の参加により保育現
場で生かすことができた。

○

運動教室は継続。
年3コース実施。
必要時、参加者の担任保育士の参加を促してい
く。

継続 発達相談センター

84
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

①発達に遅れや偏り
がある子どもへの支
援の充実

発達障がいに関する講演会
の開催

発達障がいに関する知識の普及や支援者
向け研修会等の開催する。

講演会（住民向け）：8月30日
参加者人数：106人

「子どもの健やかな発達の促し方」
～「困った」を「なるほど」に変えるヒント
～
講師：新美妙美氏（小児科専門医・信州大学
医学部子どものこころの発達医学教室特任助
教）

◎
日程：8/29（土）
講師：東御市民病院　天田大輔医師

継続 発達相談センター

85
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

①発達に遅れや偏り
がある子どもへの支
援の充実

発達相談事業

心理士や作業療法士等による発達に関す
る保護者からの相談に個別で対応する。
必要に応じて評価や検査、園や学校等に
訪問を行う。必要に応じて医師による相
談会や医療受診につなげる。

相談件数2,828回
(うち個別OT相談1,379回、保育園・幼稚園・
学校訪問支援会議等への出席277回を含む）

できるだけ早期から支援に繋がるよう新生児
訪問直後や4カ月健診でのOT相談を実施。
早期から発達を伸ばす関わり方を提案し又、
幼児期以降も専門職による個別相談だけでな
く、より専門的な助言が受けられるよう医師
の相談会を行った。
幼稚園への訪問支援事業や学校等での支援会
議に出席し、子どもの支援の方法を共に考え
た。

◎
スタッフ人員が限られているため、相談時間や
やり方の見直しするとともに、新規の相談には
1か月以内に入れるようにする。

継続 発達相談センター

86
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

①発達に遅れや偏り
がある子どもへの支
援の充実

ペアレントトレーニング

発達障がいからくる育児の大変さを感じ
ている保護者を対象とし、グループワー
ク等を通して発達特性を理解し、子ども
の自己肯定感を高める関わり方を学ぶと
ともに、保護者同士の交流を行う講座を
実施する。
　１コース7回

保護者向けプログラム
・年小～年長まで　2コース実13人　延べ76
人
・小1～小学6まで　1コース実4人　延べ19人

発達の偏りがある子どもとのかかわり方を学
ぶ講座として、保護者の積極的な参加が見ら
れる。

◎
保護者向けプログラム
・年少～年長まで　1コース（7回）
・小1～小6まで　1コース（7回）

継続 発達相談センター

87
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

①発達に遅れや偏り
がある子どもへの支
援の充実

児童発達支援センターの利
用調整

上小圏域障害者自立支援協議会の療育・
発達部会において、市内にある２つの児
童発達支援センターの通所調整の仕組み
について検討する。

現在児童発達支援センターの通所については
障がい者支援課が調整しており、療育・発達
部会では入所の基準づくりなどを検討してい
る。

児童発達センターの定員が決まっているた
め、療育が必要な子どもに関係機関と情報共
有しながら優先度をつけることで入所調整を
している。

○
・利用調整会議　12/8（火）実施予定
・今後、療育的支援については関係機関で連携
し検討していく。

継続 発達相談センター

88
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

①発達に遅れや偏り
がある子どもへの支
援の充実

発達連携支援ノート「つな
ぐ」の利用促進

平成26年度に作成した「つなぐ」（綴り
用ファイル）を、より早期に相談や適切
な支援が継続して効果的に実施できるよ
う利用促進を図る。
※「つなぐ」：早期から繋がりのあるよ
りよい支援が出来るよう、成長の記録が
ひとつにまとめられ、情報が共有できる
支援ノート

教室や相談を受けた方で必要な保護者に利用
を促した。R7発行部数63冊。
（累計1,444冊発行）

保育園、学校、発達相談センターで支援の継
続が必要な子どもに対し発行している。

○

発達支援に関する相談内容、受診結果、発達検
査などの書類を一つにまとめることのできる
ファイルとして活用。H26作成分がなくなるの
で、内容を刷新したもので活用を始める。

継続 発達相談センター

89
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

①発達に遅れや偏り
がある子どもへの支
援の充実

すまいる広場（親子教室）
親子遊びを通して愛着を深め、親子共に
関わり合いの楽しさを実感したり、発達
を促す関わりを方を体験する教室。

すまいる広場
・0歳児：11コース（1コース2回）
・1歳6か月児：6コース（1コース2回）
・2歳児：6コース（１コース2回）

月齢に合わせた教室を実施しているが、0歳
児は発達の幅が広いため、課題が分散しやす
い。対象者を月齢や課題に合わせて実施でき
るような体制づくりが必要である。

○
継続実施。
0歳児は月齢別で実施

拡充 健康推進課

90
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

②障がいのある子ど
もへの支援の充実

放課後等デイサービス事業
所の資源開発

関係機関との連携により放課後等デイ
サービス事業所を拡大していくととも
に、障がい児の放課後等の居場所につい
て検討する。

・ここ数年、放課後等デイサービスの新規開
所が続いており、令和7年度末で、市内の放
課後等デイサービスは合計19事業所となって
いる。
・令和4年度に開所した医療的ケアのある児
童を含む重症心身障がい児を対象とした事業
所の利用者数も伸びている。
・事業所の増加に伴い、放課後等デイサービ
スの利用にかかる相談が年々増加し、利用が
拡大している。

・ここ数年事業所の開所が続いているが、事
業所数の拡大だけでなく質の維持向上も検討
が必要である。
・令和4年度には、医療的ケア児が利用でき
る事業所や、これまでなかった丸子地域にも
事業所が開所するなど、地域課題の解決に向
けて整備が進んできている。
・地域社会への参加・包容（インクルージョ
ン）の推進を図る必要があることからも、教
育関係や放課後児童クラブ等とも連携して検
討していく必要がある。

○

・放課後等デイサービスの体制整備と併せて、
質の向上に向けた取組が必要である。令和８年
度は６月１日までに事業所が３箇所開設し、市
内の放課後等デイサービスは合計２２事業所と
なっている。
・関係機関との連携により引き続き、支援体制
の適切な整備・拡充に努めるとともに、インク
ルージョン推進の観点からも、関係部署と連携
し障がい児の放課後等の居場所について検討す
る。

継続 障がい者支援課
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91
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

②障がいのある子ど
もへの支援の充実

障がい福祉サービスの提供

障がい児及びその保護者に対し、必要と
される福祉サービスの情報提供と利用決
定等を行い、障がい児とその保護者への
支援により児童の健全育成を図る。

サービスの利用状況（請求件数と利用者数）
障害児相談支援：2,811件(541人)
児童発達支援：1,321件(100人)
放課後等デイサービス：5,398件(441人)
保育所等訪問支援：79件(13人)

・障がい児を対象としたサービスの利用は
年々増加しているが、サービス等利用計画を
作成する障害児相談支援事業所、各種サービ
ス事業所が慢性的な飽和状態であることか
ら、圏域の課題として、利用が必要な児童へ
必要な支援を提供できるよう検討が必要であ
る。
・また、地域社会への参加・包容（インク
ルージョン）の推進を図る必要があることか
らも、関係部署とも連携していく必要があ
る。

○

障がい児及びその保護者に対し、必要とされる
福祉サービスの情報提供と利用決定等を行い、
障がい児とその保護者への支援により児童の健
全育成を図る。
・また、地域社会への参加・包容（インクルー
ジョン）の推進を図る必要があることからも、
関係部署と連携するための協議の場について検
討する。

継続 障がい者支援課

92
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

②障がいのある子ど
もへの支援の充実

障がい者手帳の受付、相談
障がい福祉サービスや福祉制度等の利用
にあたり、障がい者手帳の取得に係る相
談や申請受付、交付事務等を行う。

障がい者手帳の取得状況（18歳未満。R7末）
身体障害者手帳：　76人
療育手帳：　　417人
精神障害者手帳：　62人

身体障害者手帳の所持者数は減少している
が、療育手帳及び精神保健福祉手帳の数は増
加している。

○
障がい福祉サービスや福祉制度等の利用にあた
り、障がい者手帳の取得に係る相談や申請受
付、交付事務等を行う。

継続 障がい者支援課

93
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

②障がいのある子ど
もへの支援の充実

自立支援医療給付

障がいを除去・軽減する手術等の治療に
よって確実に効果が期待できる児童に対
して、更生のために必要な自立支援医療
費を支給する。

支給状況
育成医療：　11　人

・障がいのある児童に対して更生のために必
要な医療が受けられる制度である。
・必要な児童、保護者へ確実に情報が伝わる
よう周知方法についても検討が必要である。

○
障害を除去・軽減する手術等の治療によって確
実に効果が期待できる児童に対して、更生のた
めに必要な自立支援医療費を支給する。

継続 障がい者支援課

94
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

②障がいのある子ど
もへの支援の充実

特別支援学校卒業生の就労
支援事業

特別支援学校の高等部3年生で卒業後、
就労継続B型事業所等を希望する生徒に
対して在学時から就労アセスメントを行
い、就労に当たっての能力を評価する。

実施状況
就労アセスメント実施件数：0人
就労選択支援実施件数：高3生 10人
　　　　　　　　　　　高2生  6人

就労アセスメントを実施できる事業所（就労
移行支援事業所）が少ないことから、実施方
法など、圏域全体の課題となっている。
そんな中、令和７年10月から「就労選択支
援」という新しい福祉サービスが始まった。
上小圏域では１事業所のみが指定を受けて事
業を開始した。従来の就労アセスメントは高
校３年生を対象にしていたが、就労選択支援
の受入れ数が少ないことを鑑み、高校２年生
に対しても実施することとした。

○

・特別支援学校の高等部生徒で、卒業後、就労
継続支援事業所等を希望する生徒に対して、在
学中に就労選択支援にてアセスメントを行い、
就労に当たっての適正・能力等を評価・検証す
る。

継続 障がい者支援課

95
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

②障がいのある子ど
もへの支援の充実

特別児童扶養手当、障害児
福祉手当、特別児童年金の
受付、相談

精神または身体に障がいのある児童を常
時介護（監護）する保護者等に手当等を
支給する。

支給状況
特別児童扶養手当：868人
障害児福祉手当：　78人
特別児童年金：　913人

・特別児童扶養手当及び特別児童年金の支給
件数は、年々増加傾向にある。
・特別児童年金については、市単事業であ
り、支給対象が特別児童扶養手当対象者と重
複していることから、必要性について検討が
必要である。

○

・精神または身体に障がいのある児童を常時介
護（監護）する保護者等に手当等を支給する。
・市単事業である特別児童年金については、見
直しの検討を行い、代替事業についても検討を
進める。

継続 障がい者支援課

96
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

②障がいのある子ど
もへの支援の充実

ぷれジョブ活動への支援

市の関係施設等ジョブ活動の実施場所と
なるよう連絡調整を行うとともに、ジョ
ブサポーターとなるボランティアの掘り
起しを行う。

コロナ禍以降活動が縮小しており、活動を希
望する声なども聞かれず、現状を把握してい
ない。

コロナ禍以降活動が縮小している。ぷれジョ
ブ活動について、現状把握ができていない。

×
現在、ぷれジョブ活動と市の関わりがないこと
から、今後の市が担う役割、支援の方法等につ
いて、改めて検討していく必要がある。

廃止 障がい者支援課

97
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

②障がいのある子ど
もへの支援の充実

訪問理美容サービス
当事者団体や特別支援学校等への周知を
行うともに、サービス提供団体（理美容
組合）と連携し、利用者の拡大を図る。

・児童の利用実績：　　　2人
・広報による制度周知を実施

児童では２名の利用があったが、引き続き広
報に努め、利用者の拡大を図る

○
当事者団体や特別支援学校等への周知を行うと
もに、サービス提供団体（理美容組合）と連携
し、利用者の拡大を図る。

継続 障がい者支援課

98
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

②障がいのある子ど
もへの支援の充実

障がいのある児童に対する
支援台帳の整備

上小圏域障害者自立支援協議会の医的ケ
ア児（者）支援検討委員会において、医
ケア児の地域移行モデルの提示と医ケア
児への支援台帳の作成を行う。

・医療的ケア児等支援連携推進委員会の開催
（年6回）
・医ケア児等の台帳の整備の実施
・医療的ケア児等の避難行動要支援者名簿の
作成及び、昨年度作成した災害時個別避難計
画の様式を用いて個別避難計画を策定した
（33件）
・「医療的ケア児等総合支援事業」「医療的
ケア児等災害対応サポート事業」を継続。医
療的ケア児等に対する支援施策を継続実施
し、推進を図っている。

・医学技術の進歩等とともに医療的ケアが必
要な児童が増加傾向にあることから、関係機
関との連携、アウトリーチ・チーム支援体制
の確立は重要である。
・「医療的ケア児等総合支援事業」[医療的
ケア児等災害対応サポート事業」を継続し、
医療的ケア児等への支援体制の拡充を図るこ
とができた。引き続き事業を充実させ、支援
体制の構築を推進していく。

○

・引き続き「医療的ケア児等総合支援事業」を
実施し、医療的ケア児の事業所での受け入れ
や、支援者の育成等行い、医療的ケア児等への
支援体制整備の推進を図る。
・医療的ケア児等が地域で安心して生活できる
よう「医療的ケア児等災害対応サポート事業」
を推進すると共に、作成した医療的ケア児等の
災害時個別避難計画の具体性を高めていく。
・インクルージョンの推進の観点からも、関係
部署と連携し、医ケア児の保育の場、学びの場
について検討する。

継続 障がい者支援課

99
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

②障がいのある子ど
もへの支援の充実

障害児巡回指導事業

発達障がい等に関する知識を有する専門
員が保育所等を巡回し、親子と関わった
り、保護者の相談に応じるなかで、障害
の早期発見・早期対応のための助言、医
療機関への紹介を行うとともに、保健師
や児童発達支援センター、障がい者支援
課等との情報共有を図る。

・巡回相談（公私立保育園）：131回　延べ
701人
・巡回相談（私立幼稚園）：20回　延べ193
人
・PT巡回：77回　延べ273人
・発達相談：152回延べ232人

保護者への相談、保育士の指導を行い、必要
な支援体制や就学に向けての相談や連携が取
れてきているが、相談件数が増えているため
やり方の検討が必要である。

○

支援を必要とする子どもが増えているため、継
続して実施する。
・巡回相談（公私立保育園）：保護者と相談内
容の共有をすることで、就学相談にスムーズに
つなげる体制を作る
・OT巡回：運動遊びを保育に取り入れてもらう
ための巡回相談
・PT巡回・発達相談は、例年通りに行う。

継続 発達相談センター

100
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

②障がいのある子ど
もへの支援の充実

発達支援担当保育士研修事
業

発達支援担当保育士の資質向上に向け
て、学習会や発達支援センター等の現場
で支援の実習を行う。

・学習会3回開催
・児童発達支援センター等での実習
・講演会2回
・公開保育1回

・支援を必要とする子どもに適切に対応でき
る職員の育成を行っている。
・さらに多くの職員が高い専門性を持てるよ
うに理解を広げる必要がある。

○

支援の充実に向け、引き続き専門性を有する障
がい児担当保育士の育成を図る。
・学習会3回、現場実習を2か所、計8回実施す
る。
・講演会2回
・公開保育1回

継続 保育課
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101
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

②障がいのある子ど
もへの支援の充実

特別支援教育コーディネー
ターと特別支援教育支援員
の配置

特別支援教育を推進するため、各校にお
いて特別支援教育コーディネーターを指
名するとともに、通常学級に在籍する支
援が必要な児童生徒を支援するため、特
別支援教育支援員を配置する。

・全小中学校にて特別支援教育コーディネー
ターを指名し、校内教育支援体制の整備を進
めた。
・特別支援教育支援員を全小中学校に計76人
配置し、きめ細かな支援を行った。

支援を必要とする児童生徒が増加する傾向に
あり、引き続き寄り添った支援が必要であ
る。

○
児童生徒一人ひとりの状況に応じた、きめ細や
かで寄り添った支援を行っていく必要がある。

継続 学校教育課

102
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

②障がいのある子ど
もへの支援の充実

特別支援教育就学奨励費の
支給

市内小・中学校の特別支援学級等に就学
する児童生徒の保護者の経済的負担軽減
を図るため、その負担能力に応じて学校
教育活動に必要な費用の一部を支給す
る。

・支給人数：521人
・総支給額：24,045千円

保護者の経済的負担を軽減することにより、
教育環境の向上・義務教育の充実に結び付く
と考える。

○
市内小中学校の特別支援学級に就学する児童生
徒の保護者に対し就学奨励費を支給すること
で、経済的負担軽減を図る。

継続 学校教育課

103
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

②障がいのある子ど
もへの支援の充実

福祉医療費給付金事業（障
がい児）

重度の障がいを有する子ども（障がい
児）を持つ家庭の経済的支援を図るた
め、障がい児の医療費を助成する。

・受給者数　231人
・給付額　14,449千円

障がいを有する子ども（障がい児）を持つ家
庭の経済的支援が図られた。
受給者数の減少に伴い給付額も減少した。

○ 引き続き助成する。 継続 福祉課

104
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

②障がいのある子ど
もへの支援の充実

こども発達教育総合支援セ
ンター構築事業

「発達相談センター」と「教育相談所」
を一体化した機能を有し、乳児期から継
続した発達支援を学齢期まで繋げ、機能
を拡充することで子どもを中心に位置づ
けた切れ目ない相談支援に取り組むセン
ターを構築する。

　事務所を一体化する改修工事を施行実施
し、11月に「こども発達教育総合支援セン
ター」として業務開始

発達相談センターと教育相談所を一体化する
べく事務所の改修工事を行い、利便性の向上
が図られた。

◎

　発達相談センターと教育相談所を一体化し、
就学前の支援を就学後に切れ目なく繋げ、就学
後の学習面や生活面で困難が見られる児童生徒
へ、速やかで適切な特別支援教育に繋げていく
体制の構築を図る。

新規
発達相談センター

学校教育課

105
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

③ひとり親家庭等へ
の支援

児童扶養手当の支給

父母の離婚などにより、父又は母と生計
を同じくしていない児童を養育している
ひとり親家庭等の生活の安定と自立を助
け、児童の福祉の増進を図ることを目的
とし、第1子：48,050円～11,340円/月ま
でを支給する（所得制限、児童加算額等
あり）。
※年度ごと額改定あり
支給月：奇数月

・令和8年3月末日現在受給人数
　998人
・令和7年度の支給総額
 　525,923千円

令和元年度の法改正以降、年6回の支給とな
り、受給者にとって家計の平準化が図られ、
令和6年度には所得要件等が緩和された。

○
法律に基づく手当の支給であり、適正な給付を
行っていく。

継続 子育て・子育ち支援課

106
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

③ひとり親家庭等へ
の支援

低所得の子育て世帯に対す
る子育て世帯生活支援特別
給付金（ひとり親世帯分）

新型コロナウイルス感染症による影響が
長期化する中、その実情を踏まえた生活
の支援を行う観点から、食費等による支
出の増加の影響を勘案し、給付金（児童
1人あたり50,000円を支給する。

・支給世帯数
　1,007世帯（児童1,500人）
・支給総額
　15,000千円

重点支援地方交付金の推奨事業として予算要
求するが、他給付金との調整により令和7年
度へ繰越すこととなった。

○ R7年度を以って事業終了 物価高 子育て・子育ち支援課

107
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

③ひとり親家庭等へ
の支援

ひとり親家庭自立支援相談
の実施、相談員の配置

ひとり親の精神的安定を図り、自立に必
要な情報提供、相談や、就職活動等の支
援を行う母子・父子自立支援員を2名配
置する。

・相談受付件数
　ひとり親家庭相談件数　493件

困難な状況を抱えるひとり親世帯に対し、丁
寧で適切な相談援助を実施した。

○
研修会等に参加し、相談員の資質向上に努め、
相談業務の充実を図る。

継続 子育て・子育ち支援課

108
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

③ひとり親家庭等へ
の支援

高等職業訓練促進給付金お
よび修了支援給付金の支給

母子家庭の母及び父子家庭の父が就業に
結びつきやすい資格の取得を目的に6月
以上養成機関で修業する場合、修業期間
のうち4年を上限としてその期間中の生
活の安定を図るため、高等職業訓練促進
給付金を支給する。

・訓練促進給付金支給者 15人
　内訳）看護師 4人、理容師 1人、情報 10
人
・修了支援給付金支給者 13人
  内訳）看護師 3人、情報 10人

市内の児童扶養手当支給対象者に対して制度
の周知を実施しており、支給者は増加傾向に
ある。資格習得を目指すひとり親家庭の母等
の就労や収入の安定に繋がっている。

○
制度の周知を継続し、ひとり親家庭の安定的な
収入の確保につながる取組みを進めていく。

継続 子育て・子育ち支援課

109
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

③ひとり親家庭等へ
の支援

福祉資金の貸付

ひとり親家庭の自立を促進するため、子
どもの就学等に必要な資金の貸付けを行
う。（修学資金・就職支度金・生活資
金・住宅資金等）

・貸付人数：3人
・貸付件数：3件
・貸付金額：11,748千円
　　うち修学資金　 3件　11,748千円

県の事業であるが、市内の児童扶養手当支給
対象者等に対して制度の周知や希望者との面
接を実施している。主にひとり親家庭の子の
高校卒業後の修学のための費用の貸付けの希
望が多く、安定した自立に向けた支援の一助
となっている。

○ 引き続き、制度の周知を図っていく。 継続 子育て・子育ち支援課

110
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

③ひとり親家庭等へ
の支援

ひとり親家庭の交流事業
ひとり親世帯を対象に、親子の交流と、
ひとり親世帯相互の交流を図る事業を実
施する。

未実施
コロナ禍で中止していたが物価高騰等の影響
もあり委託契約に至らず、実施を見送った。
今後は事業の見直しを進めていく。

△ － 廃止 子育て・子育ち支援課

111
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

③ひとり親家庭等へ
の支援

上田市母子寮の運営

配偶者のない女子かこれに準ずる事情の
女子と児童を入所させて保護するととも
に、生活を支援し自立を促進し、退所し
た者についても相談等を行う。 定員：
20世帯

・指定管理者により運営
・令和7年3月末（3月1日現在）の入居
　16世帯37人
　うち上田市の入居　7世帯15人

施設の老朽化への対応や支援の在り方等につ
いて検討が必要である。

○

母子が一緒に生活し支援を受けることができる
唯一の児童福祉施設として必要性は高いが、広
域的な入所者が増加傾向にあり、長野県や県内
母子寮設置市等との協議を進め、今後の施設の
あり方を検討していく。

継続 子育て・子育ち支援課

112
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

③ひとり親家庭等へ
の支援

自立支援教育訓練給付金の
支給

ひとり親家庭の方で、職業能力開発のた
めの講座を受講した者に対して、教育訓
練修了後給付金を支給する。
・受講料の６割を支給（上限20万円）
　※専門実践講座は上限40万円/年

給付金支給者　6人
（内訳：情報処理　6人）

市内の児童扶養手当支給対象者に対して毎年
制度の周知を実施しており、資格習得を目指
すひとり親家庭の母等の就労や収入の安定に
繋がっている。

○
引き続き、制度の周知を図り、ひとり親家庭の
安定的な収入の確保につながる取組みを進めて
いく。

継続 子育て・子育ち支援課
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113
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

③ひとり親家庭等へ
の支援

福祉医療費給付金事業（母
子・父子）

ひとり親家庭の経済的支援を図るため、
ひとり親及びその子の医療費を助成す
る。

・受給者数　2,496人
・給付額　62,941千円

受給者数は減少しているが、各種感染症患者
の増加などから給付額は増えている。

○ 引き続き助成する。 継続 福祉課

114
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

③ひとり親家庭等へ
の支援

要保護および準要保護児童
生徒援助費の支給

経済的な理由により学用品費や給食費な
ど、児童生徒の就学に必要な費用の負担
が困難な家庭に対して、その費用の一部
を援助する。
支給月：7月、10月、11月、2月

・支給人数：1,070人
・総支給額：93,479千円

義務教育は世帯の経済状況に因らず等しく受
ける必要があるため、保護者の負担軽減を引
き続き図っていく。

○
支給対象者を分かりやすく示す等保護者への周
知を工夫し、援助費の支給を通じ、児童生徒の
保護者の経済的負担軽減を図る。

継続 学校教育課

115
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

④外国につながるこ
どもへの支援・配慮

入学前の就学案内（教育ガ
イダンス、進学ガイダン
ス）

日本語を母国語としない外国籍及び外国
由来の児童生徒、保護者に対し、進学や
進路についての不明な点や疑問につい
て、必要な情報等を提供する。

進学ガイダンステキストの配布や、窓口等で
の相談に応じた。

言葉や文化習慣等の違いによる進学や進路に
ついての不明な点や疑問について、必要な情
報等を提供することで、将来の進路選択等の
一助になっている。

○
日本語習熟度の差異により、学習や進路等につ
いての課題も違ってくることから、引き続き支
援を行う必要がある。

継続 学校教育課

116
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

④外国につながるこ
どもへの支援・配慮

学校への学習支援ボラン
ティアの派遣

市民ボランティアなどで構成する上田市
多文化共生推進協会（AMU)と連携しなが
ら、ボランティアの派遣を通し学習支援
を行う。

上田市多文化共生推進協会（AMU)と連携した
学習支援ボランディアを学校で受入れ、学習
支援を行った。

日本語を指導・支援するボランティアをつな
ぎ、育てていくコーディネーター体制の整備
の検討。

○
日本語の基礎を学べる体制づくりと親の教育に
対する協力を促す仕組みを構築していく。

継続 学校教育課

117
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

④外国につながるこ
どもへの支援・配慮

学校における国際理解教育

国際化が急速に進展する中、広い視野を
持つと同時に、異文化や異なる価値観を
持つ人々と共に生きるための資質・能力
を育成する。

各教科、総合的な学習の時間、クラブ活動、
学校行事などを通して、学ぶ機会を設けた。

各教科、道徳、特別活動、総合的な学習の時
間などを使い、教育活動全体で継続的に実践
していく必要がある。

○
各教科、道徳、特別活動、総合的な学習の時間
など、すべての教育活動において推進してい
く。

継続 学校教育課

118
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

④外国につながるこ
どもへの支援・配慮

集中日本語教室「虹のかけ
はし」

来日直後等で日本語が理解できない外国
籍の児童生徒に対し、基礎的な日本語の
指導等を集中的に行う。

バイリンガル教員1人、バイリンガル指導補
助員1人配置

・市内小中学校に在籍する外国籍児童生徒数
は200人を超えている状況。
・多言語化への対応、指導者の確保に課題が
ある。

○

日本に住む全ての子どもたちの教育を受ける権
利を守るため、市では就学の願いに応じて受入
れしており、日本語を覚えたい子ども達や進学
を希望する子供に対して支援を行っていく。

継続 学校教育課

119
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

④外国につながるこ
どもへの支援・配慮

外国人児童生徒生活支援相
談員の配置

日本の生活習慣の指導を行い学校生活へ
の早期適応、日本語の教育・指導による
学習補助を行う。

・日本の生活習慣の指導を行い学校生活への
早期適応、日本語の教育・指導による学習補
助を行った。
・支援員10人22校派遣。

・市内小中学校に在籍する外国籍児童生徒数
は200人を超えている状況。
・多言語化への対応、指導者の確保に課題が
ある。

○

日本に住む全ての子どもたちの教育を受ける権
利を守るため、市では就学の願いに応じて受入
れしており、日本語を覚えたい子ども達や進学
を希望する子供に対して支援を行っていく。

継続 学校教育課

120
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

⑤こども・若者の自
殺対策の推進

関係機関や団体、学校、庁
内関係課の連携推進

自殺対策連携会議：関係機関が自殺対策
に共通の認識を持ち、連携することを目
的とし、概ね年に1回開催する。

R7.7.8（火）開催。
出席者：精神科医、薬剤師、弁護士、司法書
士、、ＮＰＯ団体、市民団体、警察、保健
所、救急病院、庁内等、22機関29名が出席

近年増加している子どもの自殺の現状につい
て共有した。また会議を通して、関係機関が
自殺対策の視点で、相談者に対応できるよう
にしていく必要がある。

○ 継続実施 継続 健康推進課

121
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

⑤こども・若者の自
殺対策の推進

ゲートキーパー養成研修会

・養成研修：初めて研修を受ける方を対
象に、講義2回、グループワーク、ロー
ルプレイを1コースとして開催。
・フォロー研修：養成研修修了者を対象
に開催。
・職員向け：全職員を対象に開催。

・養成研修：1コース（4回）を開催し、19人
が参加（延72人）。
・フォロー研修：2回開催し、49人が参加(延
67人）。
・職員向け：1回開催し、84人（53部署）が
参加。

・養成研修はロールプレイによる実践的な内
容を含めていることで、受講後、ゲートキー
パーとしての活動につながりやすいとの感想
が多く聞かれている。
・フォロー研修を行うことで、継続したゲー
トキーパー活動を行える人材育成につながっ
ている。

○ 継続実施 新規 健康推進課

122
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

⑤こども・若者の自
殺対策の推進

心の教室相談員の配置

心の教育を推進するため、児童生徒が抱
える様々な悩み等の相談を受け、積極的
に関わりを持つ心の教室相談員を配置す
る。

全小中学校に、心の教室相談員または子ども
と親の相談員を配置し、児童生徒に寄り添っ
た支援を行った。

全小中学校に心の教室相談員または子どもと
親の相談員を配置し、児童生徒に寄り添った
きめ細かな支援につなげる必要がある。

○
引き続き、個々の児童生徒の状況に応じた寄り
添った支援を行う必要がある。

新規 学校教育課

123
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

⑤こども・若者の自
殺対策の推進

【再掲】
命の学級

命の大切さや性に関する正しい知識、自
身の健康に関心をもてるように、小中学
校、高校、出前講座等の依頼により助産
師が実施。

・小学校22校、23講座
（受講者1166人（保護者含む））
・中学校12校、18講座 （受講者1912人）
・その他、1講座(29人、保護者含む)

命の大切さについての理解を深めるために、
学年に合わせた内容で実施している。

○ 継続実施。 継続 健康推進課

124
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

⑤こども・若者の自
殺対策の推進

就労サポートセンターでの
就労支援・労働相談

働くことに関して悩みを抱える若者（対
象は全年齢）に、雇用促進コーディネー
ターによる相談対応を行い、自立・就業
を支援する。

延べ相談件数　160件
相談件数は少ないものの、ハローワークなど
他の窓口では相談しづらい悩みなど、きめ細
かく対応している。

○
継続実施。
潜在的な対象者の掘り起こしのため、事業ＰＲ
の充実・強化を図る。

継続 地域雇用推進課

125
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

⑤こども・若者の自
殺対策の推進

若者サポートステーショ
ン・シナノでの家族相談

働きづらさを抱える若者の家族（親族・
知人含む）に個別相談を実施し、若者の
自立・就業を支援する。

・延べ相談件数　277件
・就労者数　24人

・令和7年度から、サポステ対象者（49歳ま
で）に加えて、50歳以上の方も対象とした。
・相談件数が多く、実際に就労や自立（進学
など）につながっている。

○
継続実施。
潜在的な対象者の掘り起こしのため、事業ＰＲ
の充実・強化を図る。

継続 地域雇用推進課
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126
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

⑤こども・若者の自
殺対策の推進

若者サポートステーショ
ン・シナノでの臨床心理士
カウンセリング

働きづらさを抱える若者に臨床心理士に
よるカウンセリングを実施し、若者の自
立・就業を支援する。

・延べ相談件数　147件
・就労者数　15人

・令和7年度から、サポステ対象者（49歳ま
で）に加えて、50歳以上の方も対象とした。
・相談件数が多く、実際に就労や自立（進学
など）につながっている。

○
継続実施。
潜在的な対象者の掘り起こしのため、事業ＰＲ
の充実・強化を図る。

新規 地域雇用推進課

127
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

⑤こども・若者の自
殺対策の推進

チャイルドライン事業への
支援

チャイルドラインは18歳までの子どもが
匿名でかけられる無料の相談電話。
上田市では、受け手・支え手養成講座の
開催について、広報うえだで周知する。

チャイルドラインうえだが主催の「子どもを
サポートする受け手養成講座」を兼ねた講演
会（5月9日）を市共催で実施した。あわせて
同養成講座の参加者募集等の周知を支援し
た。

・民間の団体が行う事業であり、行政として
側面的な支援を行っている。
・実施場所の老朽化に伴う代替施設の確保が
喫緊の課題である。

○
引き続き、市として側面的なサポートとして受
け手養成講座の周知等の支援を行う。

継続 子育て・子育ち支援課

128
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

⑤こども・若者の自
殺対策の推進

スクールカウンセラーの派
遣

様々な悩みを抱える児童生徒に対し、専
門的な知識や経験により、カウンセリン
グや相談助言にあたる。

県SC7人・2,210H派遣
定住自立SC1人・350H派遣
市SC2人・295H派遣

必要な支援は一人ひとり違っていることか
ら、多面的で継続的に支援していく必要があ
る。

○
引き続き、個々の児童生徒の状況に応じた寄り
添った支援を行う必要がある。

新規 学校教育課

129
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

⑤こども・若者の自
殺対策の推進

重層的支援体制の整備

複雑化・複合化したニーズに対応する包
括的な支援体制を構築するため、「相談
支援」、「参加支援」、「地域づくりに
向けた支援」を一体的に実施するもの。

移行準備期間として、多機関協働事業を上田
市社協に委託して実施。「重層的支援会議」
にて計４件のプランを策定し、支援を実施。
本人同意がなく実施する「支援会議」は１0
回開催。

複雑化・複合化した課題の掘り起こしと、支
援を実施することができた。一方で、支援関
係機関との更なる連携や、効果的な支援体制
の構築に課題がある。

○

・多機関協働事業を引き続き社協に委託
・アウトリーチを通じた継続的支援事業及び参
加支援事業は、関係機関と連携を図りながら直
営で実施。
・庁内連携会議、重層的支援会議等を引き続き
実施

新規 福祉課

130
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

⑤こども・若者の自
殺対策の推進

ＳＯＳの出し方に関する教
育の実施

学校の場においても、命の大切さを実感
できる教育、命や暮らしの危機に直面し
た時に「誰に」「どのように」助けを求
めればよいかを学ぶための教育を実施す
る。

・市内全中学校で実施。（学校教育課）
・中学校1校、高校１校で保健師が実施（健
康推進課）

・令和6年の県内の20歳未満の自殺死亡率
は、全国平均を下回ったが、5年平均では全
国平均を上回っていることから、引き続き継
続的な実施が必要である。（学校教育課）
・学校から講師依頼があった際には対応して
いる。（健康推進課）

○

・引き続き、日常的に継続して取り組んでいく
必要がある。（学校教育課）
・市内の中学校に健康推進課保健師を講師とし
て派遣できることを周知する。（健康推進課）

継続
学校教育課
健康推進課

131
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

⑥性的マイノリティ
(少数者)への支援

学校や地域（職場等）にお
ける理解促進

多様性と人権の尊重について、理解を深
めるための講演会等の開催。

「よくわかるＬＧＢＴＱ＋講座」開催
　日時：令和8年1月31日(土)・参加者数：63
人

情報共有や講座・講演会等の学習機会を通
じ、理解と意識啓発を図ることが必要。

○
多様性と人権の尊重について、理解を深めるた
めの講座を開催する。

継続 人権共生課

132
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

⑥性的マイノリティ
(少数者)への支援

【再掲】
心の教室相談員の配置

心の教育を推進するため、児童生徒が抱
える様々な悩み等の相談を受け、積極的
に関わりを持つ心の教室相談員を配置す
る。

全小中学校に、心の教室相談員及び子どもと
親の相談員を配置し、児童生徒に寄り添った
支援を行った。

全小中学校に心の教室相談員または子どもと
親の相談員を配置し、児童生徒に寄り添った
きめ細かな支援につなげる必要がある。

○
引き続き、個々の児童生徒の状況に応じた寄り
添った支援を行う必要がある。

新規
健康推進課
学校教育課

133
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

⑥性的マイノリティ
(少数者)への支援

【再掲】
スクールカウンセラーの派
遣

様々な悩みを抱える児童生徒に対し、専
門的な知識や経験により、カウンセリン
グや相談助言にあたる。

県SC7人・2,210H派遣
定住自立SC1人・350H派遣
市SC2人・295H派遣

必要な支援は一人ひとり違っていることか
ら、多面的で継続的に支援していく必要があ
る。

○
引き続き、個々の児童生徒の状況に応じた寄り
添った支援を行う必要がある。

新規 学校教育課

134
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(2)児童虐待防止地
策と社会的養護体制
の充実

①児童虐待の発生予
防、早期発見・早期
対応

【再掲】
こども家庭センターの運用

母子保健機能(子育て世帯包括支援セン
ター等)と「児童福祉機能」(子ども家庭
総合支援拠点等)を一体化した機能を有
する「こども家庭センター」における関
係者会議

こども家庭センター会議18回
合同カンファレンス必要時開催

こども家庭センター内での母子保健と児童福
祉が連携して動く必要がある周産期の家庭に
ついて毎月定例会議を行い、特定妊婦や養育
支援家庭の抽出と支援の方向性の確認を行っ
た。個別ケースの対応については合同カン
ファレンスを必要時開催しサポートプランを
もとに支援方法を協議し必要に応じて要保護
児童対策協議会での進行管理や様々な支援の
利用を協議し、利用者支援にあたる。

○
引き続き子ども・子育てに関する総合窓口とし
て、相談・援助、情報提供などの利用者支援や
地域連携を行っていく

継続 子育て・子育ち支援課

135
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(2)児童虐待防止地
策と社会的養護体制
の充実

①児童虐待の発生予
防、早期発見・早期
対応

子ども家庭総合支援拠点の
設置、運営

すべての子どもとその家族及び妊婦等を対
象として、その福祉に関し必要な支援に係
る業務全般を行うとともに、関係機関との調
整等を行う、「ネットワークの中核機関」とし
て、拠点を設置し、児童虐待等の対応を行
う。

「こども家庭センターの運用」に統合し児童虐待
等の対応にあたり、調整機関として関係機関と
連携を図った。

拠点を設置したが、維持していくためには国が
定める配置基準を満たす資格を有する専門職
職員を継続的に確保する必要がある。

○
引き続き子ども・子育てに関する総合窓口として、
相談・援助、情報提供などの利用者支援や地域連
携を行っていく

統合 子育て・子育ち支援課

136
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(2)児童虐待防止地
策と社会的養護体制
の充実

①児童虐待の発生予
防、早期発見・早期
対応

子育て世代包括支援セン
ター事業

妊産婦及び乳幼児の健康の保持及び増進
に関する包括的な支援を行い、妊娠期から
子育て期にわたる切れ目ない支援を行う。

子育て世代包括支援センター会議を実施し、情
報の共有や困難案件の対応などを協議した。

要支援妊婦が増加しており、養育支援担当ほか
関係機関との情報共有及び連携が大変重要に
なってきている。
令和6年度から設置する「こども家庭センター」も
踏まえ、運用を検討する。

○ 「こども家庭センターの運用」に統合する。 統合 子育て・子育ち支援課

137
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(2)児童虐待防止地
策と社会的養護体制
の充実

①児童虐待の発生予
防、早期発見・早期
対応

妊娠届出時の妊婦への個別
面談・相談

妊娠届出時に全ての妊婦と面接を行い、状
況把握と個別の相談を実施。 妊娠届出時に面談：795件

面談を通じて妊婦の状況を把握し、必要に応じ
て関係機関と連携している。

○ 継続実施。 継続 健康推進課

138
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(2)児童虐待防止地
策と社会的養護体制
の充実

①児童虐待の発生予
防、早期発見・早期
対応

【再掲】
新生児訪問（乳児家庭全戸
訪問事業）

生後4か月までに、全出生児を対象に助
産師・保健師が訪問し、子育てに関する
情報の提供や乳児及び保護者の心身の状
況及び養育環境の把握を行い、養育の相
談に応じる。

訪問家庭数：761件
概ね全ての家庭を訪問し、支援を要する家庭
の早期把握に努め、必要な支援へつなげてい
る。

○ 継続実施。 継続 健康推進課
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139
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(2)児童虐待防止地
策と社会的養護体制
の充実

②ヤングケアラーに
対する支援の充実

子育て世帯訪問支援事業

育児等に不安や負担を抱える子育て家
庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家
庭に訪問支援員が訪問し、不安や悩みを
傾聴し家事・子育て等の支援を実施する
ことで、家庭や養育環境を整え、虐待リ
スク等の高まりを未然に防ぐ。

・訪問世帯数31件　支援回 数延べ699回
　そのうちヤングケアラー3件 延べ42回

特定妊婦や養育支援家庭等で乳幼児の家庭で
育児支援や家事支援を希望する家庭が多い
が、ヤングケアラー支援は家族の体調不良や
死別などにより、保護者より子育て・子育ち
支援課に相談につながった世帯のみであっ
た。ヤングケアラーの実態調査で把握した家
庭への支援を行っていく。

○
小学校高学年から高校生までの子供たちを対象
にしたヤングケアラー実態調査（2回目）を行
い実態把握に努め、支援につなげる。

新規 子育て・子育ち支援課

140
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(2)児童虐待防止地
策と社会的養護体制
の充実

③関係機関との連携
強化及び相談・啓発
活動の充実

要保護児童対策地域協議会
の開催

虐待を受けている子どもをはじめとする
要保護児童の早期発見や適切な保護を図
るため、地域協議会を設置し、関係機関
と連携し、必要な情報交換を行い、要保
護児童を支援するための協議を行う。

・代表者会議を1回、実務者会議を3回実施し
た。
・個別支援会議　664回
・協議会で進行管理している虐待のケース等
201件

児童虐待相談は年々増加傾向にあり、早期発
見、適切な保護を図るため、関係機関の連
携、情報交換等において有意義な協議が行わ
れている。

○
代表者会議、実務者会議、個別支援会議を開催
し、関係機関と連携しながら実情の把握、情報
の共有に努める。

継続 子育て・子育ち支援課

141
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(2)児童虐待防止地
策と社会的養護体制
の充実

③関係機関との連携
強化及び相談・啓発
活動の充実

こどもまんなか　児童虐待
防止、性教育、ヤングケア
ラー等講演会の開催

11月の児童虐待防止推進月間等に、未来
を担う子どもたちを保護者や地域住民で
どのように守り育てていくか、市民とと
もに児童虐待について考える機会とする
ため開催する。

講演会の開催
・演題：虐待の世代間連鎖の構造を理解し必
要な支援を考える
　講師：井上　景　氏　（長野大学准教授）
・参加：57人

虐待の連鎖を止めるために支援者が基礎理論
を理解し共通理解のもとに様々な立場から支
援を行えるよう学習する機会を持てた。

○
他機関等でも児童虐待に関する講演会を開催し
ており、関係機関と連携を図る中で効果的な講
演会を計画、実施していく。

継続 子育て・子育ち支援課

142
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(2)児童虐待防止地
策と社会的養護体制
の充実

③関係機関との連携
強化及び相談・啓発
活動の充実

【再掲】
チャイルドライン事業への
支援

チャイルドラインは18歳までの子どもが
匿名でかけられる無料の相談電話。
上田市では、受け手・支え手養成講座の
開催について、広報うえだで周知する。

チャイルドラインうえだが主催の「子どもを
サポートする受け手養成講座」を兼ねた講演
会（5月9日）を市共催で実施した。あわせて
同養成講座の参加者募集等の周知を支援し
た。

・民間の団体が行う事業であり、行政として
側面的な支援を行っている。
・実施場所の老朽化に伴う代替施設の確保が
喫緊の課題である。

○
引き続き、市として側面的なサポートとして受
け手養成講座の周知等の支援を行う。

継続 子育て・子育ち支援課

143
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(2)児童虐待防止地
策と社会的養護体制
の充実

③関係機関との連携
強化及び相談・啓発
活動の充実

家庭児童相談の実施、相談
員の設置

家庭児童相談員を配置し、子どもについ
ての悩みを持つ親の相談に応じ、解決の
ための適切な助言と指導を行う。

相談受付件数　1,026件
複雑な家庭環境等を背景とした相談が年々増
加しており、様々な相談対応にあたるための
知識や対応力の向上が求められる。

○
研修会等に参加し、相談員の資質向上に努め、
相談業務の充実を図る。

継続 子育て・子育ち支援課

144
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(2)児童虐待防止地
策と社会的養護体制
の充実

③関係機関との連携
強化及び相談・啓発
活動の充実

児童虐待防止等街頭啓発活
動の実施

講演会や街頭での啓発活動を通じて、児
童虐待防止を広く呼びかけ、虐待に対す
る地域の理解を深める。

・上田城紅葉祭において、関係機関と合同に
よる街頭啓発を実施
・広報うえだへの児童虐待防止等啓発記事掲
載（9月、11月）
・公共施設でのパネル展、啓発動画放映、ポ
スター掲示、上田城ライトアップ

市民の集まる機会を捉え、啓発を図っている
ところであるが、さらなる啓発強化を図って
いく必要がある。

○
児童虐待相談対応件数が増加している中、あら
ゆる媒体を活用するなど、さらなる啓発強化を
図っていく。

継続 子育て・子育ち支援課

145
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(2)児童虐待防止地
策と社会的養護体制
の充実

④社会的養護の充実
【再掲】
子育て世帯訪問支援事業

育児等に不安や負担を抱える子育て家
庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家
庭に訪問支援員が訪問し、不安や悩みを
傾聴し家事・子育て等の支援を実施する
ことで、家庭や養育環境を整え、虐待リ
スク等の高まりを未然に防ぐ。

訪問世帯数31件　支援回数　のべ699回
　そのうちヤングケアラー3件　のべ42回

特定妊婦や養育支援家庭等で乳幼児の家庭で
育児支援や家事支援を希望する家庭が多い
が、ヤングケアラー支援は家族の体調不良や
死別などにより、保護者より子育て子育ち支
援課に相談につながった世帯のみであった。
ヤングケアラーの実態を把握する必要があ
る。

◎
小学校高学年から高校生までの子供たちを対象
にしたヤングケアラー実態調査を行い実態把握
に努め、支援につなげる。

新規 子育て・子育ち支援課

146
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(2)児童虐待防止地
策と社会的養護体制
の充実

④社会的養護の充実 子育て短期支援事業
保護者の養育が一時的に困難になった場
合、緊急的に児童を預かり、保護・養育
を行う。

・ショートステイ
利用者（延）119人、186泊
・トワイライトステイ
利用者（実）14人、81日

保護者の養育が一時的に困難になった際に、
児童の安全確保のために不可欠な事業である
が、実施施設の入所児童の状況等から受入れ
が困難な状況がある。実施施設の契約を拡大
してニーズに対応していく。

◎ 継続実施。 継続 子育て・子育ち支援課

147
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(2)児童虐待防止地
策と社会的養護体制
の充実

④社会的養護の充実 養育支援家庭訪問事業

若年や妊婦健康診査未受診者、望まない
妊娠等、妊娠期も含め、継続的な支援を
特に必要とする家庭に対し、健康推進課
及び子育て・子育ち支援課においてその
必要性を把握した上で、保健師や助産師
が、その居宅を訪問し、養育に関する指
導、助言を行う。また、必要に応じてへ
ルパー等が育児・家事援助を実施する。

保健師による専門的支援
　　実　516人　のべ2,849人
ヘルパーによる支援（子育て世帯訪問支援事
業の中の養育支援訪問分）
　　実　31世帯　のべ699回

出生数は減少しているが、養育能力の弱さや支
援者不在、又経済的不安がある方など子育てに
困難さを抱える家庭は増加傾向であり、家事、
育児支援や傾聴は有効な支援手段となってい
る。虐待未然予防のため急性期は減免で行って
いる家庭が多く、自己負担が発生すると支援を
希望しない家庭が多い。

◎ 継続実施。 継続
子育て・子育ち支援課

健康推進課

148
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(2)児童虐待防止地
策と社会的養護体制
の充実

④社会的養護の充実
【再掲】
見守りし合わせ支援事業

産後(おおむね4か月健診)の母子に対し
て、訪問による傾聴を中心とした見守り
支援を行う。

・見守り支援員登録数30人
・13人に支援を実施

・潜在的なニーズはあるが、家庭介入への拒
否感等があり、利用に繋がらないケースもあ
る。
・家事支援の要望もあり、養育訪問事業との
すみわけが必要。

○

・潜在的なニーズはあるので引き続き実施す
る。
・見守り支援員の研修会を開催予定。
・養育訪問事業とのすみわけを行う。
・引き続き、関係者間の連携を図り利用に繋げ
る。

継続 子育て・子育ち支援課
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149
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(1)支援が必要な子
ども・家庭への支援
の充実

④社会的養護の充実
【再掲】
上田市母子寮の運営

配偶者のない女子かこれに準ずる事情の
女子と児童を入所させて保護するととも
に、生活を支援し自立を促進し、退所し
た者についても相談等を行う。 定員：
20世帯

・指定管理者により運営
・令和7年3月末（3月1日現在）の入居
　16世帯37人
　うち上田市の入居　7世帯15人

施設の老朽化への対応や支援の在り方等につ
いて検討が必要である。

○

母子が一緒に生活し支援を受けることができる
唯一の児童福祉施設として必要性は高いが、広
域的な入所者が増加傾向にあり、長野県や県内
母子寮設置市等との協議を進め、今後の施設の
あり方を検討していく。

継続 子育て・子育ち支援課

150
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(2)児童虐待防止地
策と社会的養護体制
の充実

④社会的養護の充実 利用者支援事業
子ども・子育てに関する総合窓口とし
て、相談・援助、情報提供などの利用者
支援や地域連携を行う。

・子育て支援コーディネーター　3名
 　相談件数　264件
・中央子育て支援センターを拠点に、市内の
子育て支援センター及び子育てひろば13か所
を巡回し利用者を支援した。

子育て世帯の孤立化を防ぐためにも、積極的
な相談・情報提供等の取組みを進めていく。

○ 継続実施。 継続 子育て・子育ち支援課

151
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(2)児童虐待防止地
策と社会的養護体制
の充実

④社会的養護の充実 子育てひろばの開催
市内12か所で、子育て支援センター・子
育てひろばを開催する。

・市内12か所において、子育てひろばを通年
で開催。延べ利用者79,373人。
・わくわく広場については、子育て支援セン
ターにおいて、3歳児対象（全6コース・2か
所）、2歳児対象（全5コース・2か所）で開
催し、親子が広場に参加する中で、親同士・
子ども同士の交流が図られた。

・寄り添い型支援を継続し、子育てひろばの
質の充実を図るとともに、「わくわく広場」
「ほんわか広場」「NPプログラム」「赤ちゃ
んふれあい講座」等を通じ、保護者の育児に
対する支援の一層の充実が求められる。
・妊娠中に子育てひろばを利用することで、
出産や育児の具体的なイメージを持つことが
でき、出産後の子育て不安の軽減につながる
ことから、プレママ・プレパパへの効果的な
周知が今後の課題である。

○

・市内12か所において、子育てひろばを継続す
る。
・地域の保育園への理解促進や、育児に困難さ
を感じている親子への支援を目的とした「ほん
わか広場」について、子育て支援センターにお
いて継続実施する。
・プレママ・プレパパ及び0歳児を対象とした
「マタニティー＆ベビーday」について、引き
続き月1回開催する。

継続 子育て・子育ち支援課

152
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

➀早期発見のための
取組

生活保護法、生活困窮者自
立支援制度

経済的に困窮し複合的な課題を持つ世帯
からの相談内容から、子どもの貧困に関
わる課題について、関係機関等と連携・
協力し支援を行う。

生活相談窓口を福祉課及びまいさぽ上田に常
設し、必要に応じ児童相談所、子育て子育ち
支援課などの関係機関と連携し、主に世帯に
対し、制度を活用した金銭的な支援を実施し
た。

・「貧困の世代間連鎖」が存在している。
・世帯状況の把握が困難なケースがあり、子
どもの貧困問題が顕在化しない可能性があ
る。

○

・生活保護などの制度を活用することで経済的
貧困を解消する。
・多角的支援を実践するため関係機関と連携を
図る。

継続 福祉課

153
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

➀早期発見のための
取組

【再掲】
妊娠届出時の妊婦への個別
面接・相談

妊娠届出時に全ての妊婦と面接を行い、状
況把握と個別の相談を実施。 妊娠届出時面談：795件

面談を通じて妊婦の状況を把握し、必要に応じ
て関係機関と連携している。

○ 継続実施。 継続 健康推進課

154
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

➀早期発見のための
取組

【再掲】
新生児訪問（乳児家庭全戸
訪問事業）

生後4か月までに、全出生児を対象に助
産師・保健師が訪問し、子育てに関する
情報の提供や乳児及び保護者の心身の状
況及び養育環境の把握を行い、養育の相
談に応じる。

訪問家庭件数：761件
概ね全ての家庭を訪問し、支援を要する家庭
の早期把握に努め、必要な支援へつなげてい
る。

○ 継続実施。 継続 健康推進課

155
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

➀早期発見のための
取組

【再掲】
要保護児童対策地域協議会
の開催

虐待を受けている子どもをはじめとする
要保護児童の早期発見や適切な保護を図
るため、地域協議会を設置し、関係機関
と連携し、必要な情報交換を行い、要保
護児童を支援するための協議を行う。

・代表者会議を1回、実務者会議を3回実施し
た。
・個別支援会議　664回
・協議会で進行管理している虐待のケース等
119件

児童虐待相談は年々増加傾向にあり、早期発
見、適切な保護を図るため、関係機関の連
携、情報交換等において有意義な協議が行わ
れている。

○
代表者会議、実務者会議、個別支援会議を開催
し、関係機関と連携しながら実情の把握、情報
の共有に努める。

継続 子育て・子育ち支援課

156
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

➀早期発見のための
取組

【再掲】
子ども家庭総合支援拠点の
設置、運営

すべての子どもとその家族及び妊婦等を対
象として、その福祉に関し必要な支援に係
る業務全般を行うとともに、関係機関との調
整等を行う、「ネットワークの中核機関」とし
て、拠点を設置し、児童虐待等の対応を行
う。

児童虐待等の対応にあたり、調整機関として関
係機関と連携を図った。

拠点を設置したが、維持していくためには国が
定める配置基準を満たす資格を有する専門職
職員を継続的に確保する必要がある。

○ 「こども家庭センターの運用」に統合する。 統合 子育て・子育ち支援課

157
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

➀早期発見のための
取組

【再掲】
家庭児童相談の実施、相談
員の設置

家庭児童相談員を配置し、子どもについ
ての悩みを持つ親の相談に応じ、解決の
ための適切な助言と指導を行う。

相談受付件数　1,026件
複雑な家庭環境等を背景とした相談が年々増
加しており、様々な相談対応にあたるための
知識や対応力の向上が求められる。

○
研修会等に参加し、相談員の資質向上に努め、
相談業務の充実を図る。

継続 子育て・子育ち支援課

158
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

➀早期発見のための
取組

【再掲】
チャイルドライン事業への支
援

チャイルドラインは18歳までの子どもが
匿名でかけられる無料の相談電話。
上田市では、受け手・支え手養成講座の
開催について、広報うえだで周知する。

チャイルドラインうえだが主催の「子どもを
サポートする受け手養成講座」を兼ねた講演
会（5月9日）を市共催で実施した。あわせて
同養成講座の参加者募集等の周知を支援し
た。

・民間の団体が行う事業であり、行政として
側面的な支援を行っている。
・実施場所の老朽化に伴う代替施設の確保が
喫緊の課題である。

○
引き続き、市として側面的なサポートとして受
け手養成講座の周知等の支援を行う。

継続 子育て・子育ち支援課

159
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

➀早期発見のための
取組

【再掲】
養育支援訪問事業

若年や妊婦健康診査未受診者、望まない
妊娠等、妊娠期も含め、継続的な支援を
特に必要とする家庭に対し、健康推進課
及び子育て・子育ち支援課においてその
必要性を把握した上で、保健師や助産師
が、その居宅を訪問し、養育に関する指
導、助言を行う。また、必要に応じてへ
ルパー等が育児・家事援助を実施する。

保健師による専門的支援
　　実　516人　のべ2,894人
ヘルパーによる支援（子育て世帯訪問支援事
業の中の養育支援訪問分）
　　実　31世帯　のべ699回

出生数は減少しているが、養育能力の弱さや支
援者不在、又経済的不安がある方など子育てに
困難さを抱える家庭は増加傾向であり、家事、
育児支援や傾聴は有効な支援手段となってい
る。虐待未然予防のため急性期は減免で行って
いる家庭が多く、自己負担が発生すると支援を
希望しない家庭が多い。

◎ 継続実施。 継続 子育て・子育ち支援課
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160
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

➀早期発見のための
取組

【再掲】
見守りし合わせ支援事業

産後(おおむね4か月健診)の母子に対し
て、訪問による傾聴を中心とした見守り
支援を行う。

・見守り支援員登録数30人
・13人に支援を実施

・潜在的なニーズはあるが、家庭介入への拒
否感等があり、利用に繋がらないケースもあ
る。
・家事支援の要望もあり、養育訪問事業との
すみわけが必要。

○

・潜在的なニーズはあるので引き続き実施す
る。
・見守り支援員の研修会を開催予定。
・養育訪問事業とのすみわけを行う。
・引き続き、関係者間の連携を図り利用に繋げ
る。

継続 子育て・子育ち支援課

161
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

➀早期発見のための
取組

【再掲】
こども家庭センターの運用

母子保健機能(子育て世帯包括支援セン
ター等)と「児童福祉機能」(子ども家庭
総合支援拠点等)を一体化した機能を有
する「こども家庭センター」における関
係者会議

こども家庭センター会議　18回
合同カンファレンス必要時開催

こども家庭センター内での会議と連携課を含
めた会議を行った。このほかに子育て包括会
議や要保護児童対策地域協議会の会議があ
り、出席者が重なる部分が多いため、今後会
議の内容や頻度について検討していく。

○
引き続き子ども・子育てに関する総合窓口とし
て、相談・援助、情報提供などの利用者支援や
地域連携を行っていく

継続 子育て・子育ち支援課

162
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

②教育の支援
生活保護法、生活困窮者自
立支援制度（子どもの学習
支援事業）

1目的：「貧困の連鎖」の防止
2対象：生活困窮世帯及び生活保護　小
学4年生～中学3年生
3：内容　学習支援、環境改善支援2ｈ/1
回で月４回実施
4：支援員：シルバー人材センター登録
の6名

1人数：小学生0名、中学生3名に実施
2支援延べ回数：31回
3実績：中学3年生2名高等学校進学

1 支援が３パターンに概ね分けられる。①学
力向上　②学年学力再支援　③学習環境・意
欲整備　それぞれにフィットした支援が必
要。
2 対象世帯が訪問での対応を拒否することが
あり、対象者の増加につながらない。
3 支援員高齢化・不足。

○

・高校進学の実績はあり。
・3パターンにフィットした支援の充実を図
る。
・支援対象者へ事業をしっかり周知し、支援拡
大を図る。
・支援員人材の確保。

継続 福祉課

163
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

②教育の支援
ひとり親家庭等生活・学習
支援事業

ひとり親家庭の子どもが経済的な理由で
学びたいことが学べないといった進路の
選択肢が限られることがないよう、子ど
もたちの学びの機会を応援する。

受講者数　24人
うち　小学5年生 14人
　　　小学6年生 10人

受講者のアンケートでは、学力の向上のほか
に、家庭における学習の定着につながったと
の回答もあり、生活面での効果もみられた。

○
より多くの子どもたちの学びの機会を応援する
ため、対象年齢を拡大する。

継続 子育て・子育ち支援課

164
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

②教育の支援
【再掲】
要保護および準要保護児童
生徒援助費の支給

経済的な理由により学用品費や給食費な
ど、児童生徒の就学に必要な費用の負担
が困難な家庭に対して、その費用の一部
を援助する。
支給月：7月、10月、11月、2月

・支給人数：1,070人
・総支給額：93,479千円

義務教育は世帯の経済状況に因らず等しく受
ける必要があるため、保護者の負担軽減を引
き続き図っていく。

○
支給対象者を分かりやすく示す等保護者への周
知を工夫し、援助費の支給を通じ、児童生徒の
保護者の経済的負担軽減を図る。

継続 学校教育課

165
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

③生活の支援
【再掲】
生活保護法、生活困窮者自
立支援制度

経済的に困窮し複合的な課題を持つ世帯
からの相談内容から、子どもの貧困に関
わる課題について、関係機関等と連携・
協力し支援を行う

生活相談窓口を福祉課及びまいさぽ上田に常
設し、必要に応じ児童相談所、子育て子育ち
支援課などの関係機関と連携し、主に世帯に
対し、制度を活用した金銭的な支援を実施し
た。

・「貧困の世代間連鎖」が存在している。
・世帯状況の把握が困難なケースがあり、子
どもの貧困問題が顕在化しない可能性があ
る。

○

・生活保護などの制度を活用することで経済的
貧困を解消する
・多角的支援を実践するため関係機関と連携を
図る

継続 福祉課

166
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

③生活の支援
【再掲】
ひとり親家庭等生活・学習
支援事業

ひとり親家庭の子どもが経済的な理由で
学びたいことが学べないといった進路の
選択肢が限られることがないよう、子ど
もたちの学びの機会を応援する。

受講者数　24人
うち　小学5年生 14人
　　　小学6年生 10人

受講者のアンケートでは、学力の向上のほか
に、家庭における学習の定着につながったと
の回答もあり、生活面での効果もみられた。

○
より多くの子どもたちの学びの機会を応援する
ため、対象年齢を拡大する。

継続 子育て・子育ち支援課

167
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

③生活の支援
【再掲】
ひとり親家庭自立支援相談
の実施、相談員の配置

ひとり親の精神的安定を図り、自立に必
要な情報提供、相談や、就職活動等の支
援を行う母子・父子自立支援員を2名配
置する。

相談受付件数
ひとり親家庭相談件数　493件

困難な状況を抱えるひとり親世帯に対し、丁
寧で適切な相談援助を実施した。

○
研修会等に参加し、相談員の資質向上に努め、
相談業務の充実を図る。

継続 子育て・子育ち支援課

168
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

③生活の支援
【再掲】
自立支援教育訓練給付金の
支給

ひとり親家庭の方で、職業能力開発のた
めの講座を受講した者に対して、教育訓
練修了後給付金を支給する。
・受講料の６割を支給（上限20万円）
　※専門実践講座は上限40万円/年

給付金支給者　6人
（内訳：情報処理　6人）

市内の児童扶養手当支給対象者に対して毎年
制度の周知を実施しており、資格習得を目指
すひとり親家庭の母等の就労や収入の安定に
繋がっている。

○
引き続き、制度の周知を図り、ひとり親家庭の
安定的な収入の確保につながる取組みを進めて
いく。

継続 子育て・子育ち支援課

169
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

③生活の支援
【再掲】
高等職業訓練促進給付金及
び修了支援給付金の支給

母子家庭の母及び父子家庭の父が就業に
結びつきやすい資格の取得を目的に6月
以上養成機関で修業する場合、修業期間
のうち4年を上限としてその期間中の生
活の安定を図るため、高等職業訓練促進
給付金を支給する。

・訓練促進給付金支給者 15人
　内訳）看護師 4人、理容師 1人、情報 10
人
・修了支援給付金支給者 13人
  内訳）看護師 3人、情報 10人

市内の児童扶養手当支給対象者に対して制度
の周知を実施しており、支給者は増加傾向に
ある。資格習得を目指すひとり親家庭の母等
の就労や収入の安定に繋がっている。

○
制度の周知を継続し、ひとり親家庭の安定的な
収入の確保につながる取組みを進めていく。

継続 子育て・子育ち支援課

170
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

④保護者に対する就
労の支援

【再掲】
生活保護法、生活困窮者自
立支援制度

経済的に困窮し複合的な課題を持つ世帯
からの相談内容から、子どもの貧困に関
わる課題について、関係機関等と連携・
協力し支援を行う

生活相談窓口を福祉課及びまいさぽ上田に常
設し、必要に応じ児童相談所、子育て子育ち
支援課などの関係機関と連携し、主に世帯に
対し、制度を活用した金銭的な支援を実施し
た。

・「貧困の世代間連鎖」が存在している。
・世帯状況の把握が困難なケースがあり、子
どもの貧困問題が顕在化しない可能性があ
る。

○

・生活保護などの制度を活用することで経済的
貧困を解消する
・多角的支援を実践するため関係機関と連携を
図る

継続 福祉課

171
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

④保護者に対する就
労の支援

【再掲】
自立支援教育訓練給付金の
支給

ひとり親家庭の方で、職業能力開発のた
めの講座を受講した者に対して、教育訓
練修了後給付金を支給する。
・受講料の６割を支給（上限20万円）
　※専門実践講座は上限40万円/年

給付金支給者　6人
（内訳：情報処理　6人）

市内の児童扶養手当支給対象者に対して毎年
制度の周知を実施しており、資格習得を目指
すひとり親家庭の母等の就労や収入の安定に
繋がっている。

○
引き続き、制度の周知を図り、ひとり親家庭の
安定的な収入の確保につながる取組みを進めて
いく。

継続 子育て・子育ち支援課

172
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

④保護者に対する就
労の支援

【再掲】
ひとり親家庭自立支援相談
の実施、相談員の配置

ひとり親の精神的安定を図り、自立に必
要な情報提供、相談や、就職活動等の支
援を行う母子・父子自立支援員を2名配
置する。

相談受付件数
ひとり親家庭相談件数　493件

困難を状況を抱えるひとり親世帯に対し、丁
寧で適切な相談援助を実施した。

○
研修会等に参加し、相談員の資質向上に努め、
相談業務の充実を図る。

継続 子育て・子育ち支援課
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173
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

④保護者に対する就
労の支援

母子父子寡婦福祉資金の貸
付

ひとり親家庭の自立を促進するため、子
どもの就学等に必要な資金の貸付けを行
う。（修学資金・就職支度金・生活資
金・住宅資金等）

・貸付人数：3人
・貸付件数：3件
・貸付金額：11,748千円
　うち修学資金　3件　11,748千円

県の事業であるが、市内の児童扶養手当支給
対象者等に対して毎年制度の周知や希望者と
の面接を実施している。主にひとり親家庭の
子の高校卒業後の修学のための費用の貸付け
の希望が多く、安定した自立に向けた支援の
一助となっている。

○ 引き続き、制度の周知を図っていく。 継続 子育て・子育ち支援課

174
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

④保護者に対する就
労の支援

【再掲】
高等職業訓練促進給付金及
び修了支援給付金の支給

母子家庭の母及び父子家庭の父が就業に
結びつきやすい資格の取得を目的に6月
以上養成機関で修業する場合、修業期間
のうち4年を上限としてその期間中の生
活の安定を図るため、高等職業訓練促進
給付金を支給する。

・訓練促進給付金支給者 15人
　内訳）看護師 4人、理容師 1人、情報 10
人
・修了支援給付金支給者 13人
  内訳）看護師 3人、情報 10人

市内の児童扶養手当支給対象者に対して制度
の周知を実施しており、支給者は増加傾向に
ある。資格習得を目指すひとり親家庭の母等
の就労や収入の安定に繋がっている。

○
制度の周知を継続し、ひとり親家庭の安定的な
収入の確保につながる取組みを進めていく。

継続 子育て・子育ち支援課

175
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

⑤経済的支援
【再掲】
生活保護法、生活困窮者自
立支援制度

経済的に困窮し複合的な課題を持つ世帯
からの相談内容から、子どもの貧困に関
わる課題について、関係機関等と連携・
協力し支援を行う

生活相談窓口を福祉課及びまいさぽ上田に常
設し、必要に応じ児童相談所、子育て子育ち
支援課などの関係機関と連携し、主に世帯に
対し、制度を活用した金銭的な支援を実施し
た。

・「貧困の世代間連鎖」が存在している。
・世帯状況の把握が困難なケースがあり、子
どもの貧困問題が顕在化しない可能性があ
る。

○

・生活保護などの制度を活用することで経済的
貧困を解消する
・多角的支援を実践するため関係機関と連携を
図る

継続 福祉課

176
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

⑤経済的支援
【再掲】
児童扶養手当の支給

父母の離婚などにより、父又は母と生計
を同じくしていない児童を養育している
ひとり親家庭等の生活の安定と自立を助
け、児童の福祉の増進を図ることを目的
とし、44,140円～10,410円/月までを支
給する（所得制限、児童加算額等あ
り）。※年度ごと額改定あり
支給月：奇数月

・令和8年3月末日現在受給人数
　998人
・令和7年度の支給総額
 　525,923千円

令和元年度の法改正以降、年6回の支給とな
り、受給者にとって家計の平準化が図られ、
令和6年度には所得要件等が緩和された。

○
法律に基づく手当の支給であり、適正な給付を
行っていく。

継続 子育て・子育ち支援課

177
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

⑤経済的支援
【再掲】
母子父子寡婦福祉資金の貸
付

ひとり親家庭の自立を促進するため、子
どもの就学等に必要な資金の貸付けを行
う。（修学資金・就職支度金・生活資
金・住宅資金等）

・貸付人数：3人
・貸付件数：3件
・貸付金額：11,748千円
　　うち修学資金　 3件　11,748千円

県の事業であるが、市内の児童扶養手当支給
対象者等に対して毎年制度の周知や希望者と
の面接を実施している。主にひとり親家庭の
子の高校卒業後の修学のための費用の貸付け
の希望が多く、安定した自立に向けた支援の
一助となっている。

○ 引き続き、制度の周知を図っていく。 継続 子育て・子育ち支援課

178
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

⑤経済的支援 福祉医療費給付金事業
子育て世帯の経済的支援を図るため、出
生から18歳到達後最初の3月31日までの
子どもの医療費を助成する。

・受給者数　20,006人
・給付額　438,883千円

受給者数は減少しているが、各種感染症患者
の増加などから給付額は増えている。

○ 引き続き助成する。 継続 福祉課

179
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

⑥地域活動への支援
【再掲】
要保護児童対策地域協議会
の開催

虐待を受けている子どもをはじめとする
要保護児童の早期発見や適切な保護を図
るため、地域協議会を設置し、関係機関
と連携し、必要な情報交換を行い、要保
護児童を支援するための協議を行う。

・代表者会議を1回、実務者会議を3回実施し
た。
・個別支援会議　644回
・協議会で進行管理している虐待のケース等
262件

児童虐待相談は年々増加傾向にあり、早期発
見、適切な保護を図るため、関係機関の連
携、情報交換等において有意義な協議が行わ
れている。

○
代表者会議、実務者会議、個別支援会議を開催
し、関係機関と連携しながら実情の把握、情報
の共有に努める。

継続 子育て・子育ち支援課

180
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

⑥地域活動への支援
こどもの居場所づくり事業
への支援

子どもの孤立化の防止として、市民有志
による「子ども食堂」が設置されてお
り、効果的な活動ができるよう、支援を
行う。

生活困窮やひとり親世帯に対し、子ども食堂
の情報提供を行った。

事業は拡大傾向にあり、地域で子どもを見守
る・育てるという気運が高まっている。

○

核家族化の進展や共働き世帯の増加などによ
り、子育て家庭を取り巻く環境は変化してお
り、地域で子どもを見守る・育てるための支援
を行っていく。

継続 子育て・子育ち支援課

181
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

⑥地域活動への支援 フードバンク事業への支援

食品ロスの削減と資源の有効活用、また
生活困窮者支援のためのネットワークづ
くりを目標としている活動に対する支援
を行う。

・毎月1回のフードドライブの会場としてひ
とまちげんき健康プラザうえだを提供し、食
料の受入れ活動に参加した。
・食料の消費事業（モグモグサポーター）に
ついて、ひとり親家庭に周知した。

毎月、多くの市民から食料の提供を受けてお
り、フードドライブ活動が定着している。

○
食品ロスの削減と資源の有効活用、また生活困
窮者支援に向け、活動の周知等を図っていく。

継続 子育て・子育ち支援課

182
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

⑥地域活動への支援
【再掲】
チャイルドライン事業への
支援

チャイルドラインは18歳までの子どもが
匿名でかけられる無料の相談電話。
上田市では、受け手・支え手養成講座の
開催について、広報うえだで周知する。

チャイルドラインうえだが主催の「子どもを
サポートする受け手養成講座」を兼ねた講演
会（5月18日）を市共催で実施した。あわせ
て同養成講座の参加者募集等の周知を支援し
た。

・民間の団体が行う事業であり、行政として
側面的な支援を行っている。
・実施場所の老朽化に伴う代替施設の確保が
喫緊の課題である。

○
引き続き、市として側面的なサポートとして受
け手養成講座の周知等の支援を行う。

継続 子育て・子育ち支援課

183
2 きめ細やかな支援でこど
もや家庭を支えます

(3)こどもの貧困対
策の推進

⑥地域活動への支援
子どもの貧困の状況・背景
を住民向けに啓発する活動

子どもの貧困対策を推進するにあたっ
て、学校や保育園、民生委員・児童委員
等と連携し、地域における見守り体制の
充実を図るととに、必要な支援へつなげ
る。

・上田城紅葉祭において、関係機関と合同に
よる街頭啓発を実施
・広報うえだへの児童虐待防止等啓発記事掲
載
・公共施設でのパネル展、啓発動画放映、ポ
スター掲示

子どもの貧困の実態を適切に把握した上で、
対象となる子どもに対する差別や偏見を助長
するこがないよう十分留意する必要がある。

○

子どもの成長段階に即して切れ目なく必要な支
援を行い、支援を要する緊急度の高い子どもに
対して優先的に施策を講じるよう配慮してい
く。

継続 子育て・子育ち支援課

184
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

①子育て家庭への相
談体制の充実

【再掲】
利用者支援事業

子ども・子育てに関する総合窓口として、相
談・援助、情報提供などの利用者支援や地
域連携を行う。

・子育て支援コーディネーター　3名
 　相談件数　264件
・中央子育て支援センターを拠点に、市内の子
育て支援センター及び子育てひろば13か所を巡
回し利用者を支援した。

子育て世帯の孤立化を防ぐためにも、積極的な
相談・情報提供等の取組みを進めていく。

○ 継続実施。 継続 子育て・子育ち支援課
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185
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

①子育て家庭への相
談体制の充実

【再掲】
子育てひろばの開催

市内12か所で、子育て支援センター・子
育てひろばを開催する。

・市内12か所において、子育てひろばを通年
で開催。延べ利用者79,373人。
・わくわく広場については、子育て支援セン
ターにおいて、3歳児対象（全6コース・2か
所）、2歳児対象（全5コース・2か所）で開
催し、親子が広場に参加する中で、親同士・
子ども同士の交流が図られた。

・寄り添い型支援を継続し、子育てひろばの
質の充実を図るとともに、「わくわく広場」
「ほんわか広場」「NPプログラム」「赤ちゃ
んふれあい講座」等を通じ、保護者の育児に
対する支援の一層の充実が求められる。
・妊娠中に子育てひろばを利用することで、
出産や育児の具体的なイメージを持つことが
でき、出産後の子育て不安の軽減につながる
ことから、プレママ・プレパパへの効果的な
周知が今後の課題である。

○

・市内12か所において、子育てひろばを継続す
る。
・地域の保育園への理解促進や、育児に困難さ
を感じている親子への支援を目的とした「ほん
わか広場」について、子育て支援センターにお
いて継続実施する。
・プレママ・プレパパ及び0歳児を対象とした
「マタニティー＆ベビーday」について、引き
続き月1回開催する。

継続 子育て・子育ち支援課

186
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

①子育て家庭への相
談体制の充実

育児110番
専用電話で育児全般の相談に応じる。 相談件数：35件

育児に関する相談窓口として継続している。 ○ 継続実施。 継続 健康推進課

187
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

①子育て家庭への相
談体制の充実

園開放、育児講座

地域の未就園児とその保護者を対象に催
し、園開放や育児講座を行い、園児・児
童との交流を図るとともに、入園後や育
児の不安解消に役立てる。

入園に向けた園見学等を実施した。

園開放や育児講座は、未就園児の保護者に
とっては、園を知るきっかけとなり、児童に
とっても保育園生活を知る機会となってい
る。

○
各園において、地域の未就園児とその保護者を
対象に園開放や育児講座を実施する。

継続 保育課

188
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

①子育て家庭への相
談体制の充実

子育て情報の発信

様々な子育て情報、講座、イベントや子
育てひろばなどの情報を掲載した「子育
て支援センター通信」等の発行。また
ホームページやメール配信でも子育て情
報を発信する。

・子育て支援センター通信を毎月発行
・子育てひろば情報・園開放情報を2か月に1
回発行
・「子育て支援情報ファイル」を支援セン
ター・子育てひろば12か所、信州上田医療セ
ンターほか合計17か所に配置
・子育て情報コーナーを1か所設置・HP・
メール配信にて子育て情報を随時配信

HP・メール配信にて情報を発信することで、
より多くの子育て世帯へ周知ができている。

○
・継続実施。
・今後、紙の通信のデジタル化を検討してい
く。

継続 子育て・子育ち支援課

189
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

①子育て家庭への相
談体制の充実

子育て応援ハンドブックの
作成・配布

上田市の子育てに関する情報をまとめて
掲載した、「上田市　子育て応援ハンド
ブック」の作成、配布により、よりわか
りやすい子育てに関する情報の提供を行
う。

・内容を更新し4,500冊発行。
・妊娠届・4か月健診時、出生届・転入届提
出時に配布した。
・各子育て支援センター・子育てひろばで希
望者に配布した。

引き続き企業広告を入れた冊子を制作し、ゼ
ロ予算事業として実施。

◎ 継続実施。 継続 子育て・子育ち支援課

190
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

①子育て家庭への相
談体制の充実

孫育て応援ハンドブックの
作成・配布

祖父母に向けた子育てに関する内容をま
とめて掲載した「孫育て応援ハンドブッ
ク」の作成、配布により、祖父母の子育
てを応援する。

関係機関の窓口に設置し、配布した。
随時、内容の見直しを行いながら作成を行
う。

○ 継続実施。 継続 子育て・子育ち支援課

191
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

①子育て家庭への相
談体制の充実

移住検討者への子育て支援
情報の提供

上田市への移住を検討する子育て世代に
対し、移住セミナー時に「子育て応援ハ
ンドブック」等により子育て支援情報の
提供。

移住相談において、「子育て応援ハンドブッ
ク」等により子育て支援情報の提供。

上田市への移住を検討する子育て世代に対
し、上田市の子育て支援策を周知できた。

○
移住を検討している方は、関心のある市町村の
情報を収集・比較していることから、今後も引
き続き希望する情報の提供等を行う。

継続 移住交流推進課

192
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

①子育て家庭への相
談体制の充実

母子健康手帳アプリ

電子母子手帳アプリ「うえだっこ」で妊
娠中から出産後まで、子育てに関する情
報をタイムリーに発信し、妊娠・出産・
育児をサポートする。

・ユーザー数3,685名（年間で635名増加）
・情報発信：ニュース5件、
  個別のお知らせ19件、地域イベント40件

令和4年から運用開始し、利用者数は年々増
加している。必要な情報が、確実に利用者へ
届くような発信方法の工夫が課題である。

○ 継続実施。 新規 健康推進課

193
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

②子育てに関する情
報発信の充実

【再掲】
利用者支援事業

子ども・子育てに関する総合窓口とし
て、相談・援助、情報提供などの利用者
支援や地域連携を行う。

・子育て支援コーディネーター　3名
 　相談件数　264件
・中央子育て支援センターを拠点に、市内の
子育て支援センター及び子育てひろば13か所
を巡回し利用者を支援した。

子育て世帯の孤立化を防ぐためにも、積極的
な相談・情報提供等の取組みを進めていく。

○ 継続実施。 継続 子育て・子育ち支援課

194
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

②子育てに関する情
報発信の充実

【再掲】
子育てひろばの開催

市内12か所で、子育て支援センター・子
育てひろばを開催する。

・市内12か所において、子育てひろばを通年
で開催。延べ利用者79,373人。
・わくわく広場については、子育て支援セン
ターにおいて、3歳児対象（全6コース・2か
所）、2歳児対象（全5コース・2か所）で開
催し、親子が広場に参加する中で、親同士・
子ども同士の交流が図られた。

・寄り添い型支援を継続し、子育てひろばの
質の充実を図るとともに、「わくわく広場」
「ほんわか広場」「NPプログラム」「赤ちゃ
んふれあい講座」等を通じ、保護者の育児に
対する支援の一層の充実が求められる。
・妊娠中に子育てひろばを利用することで、
出産や育児の具体的なイメージを持つことが
でき、出産後の子育て不安の軽減につながる
ことから、プレママ・プレパパへの効果的な
周知が今後の課題である。

○

・市内12か所において、子育てひろばを継続す
る。
・地域の保育園への理解促進や、育児に困難さ
を感じている親子への支援を目的とした「ほん
わか広場」について、子育て支援センターにお
いて継続実施する。
・プレママ・プレパパ及び0歳児を対象とした
「マタニティー＆ベビーday」について、引き
続き月1回開催する。

継続 子育て・子育ち支援課

195
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

②子育てに関する情
報発信の充実

【再掲】
園開放、育児講座

地域の未就園児とその保護者を対象に催
し、園開放や育児講座を行い、園児・児
童との交流を図るとともに、入園後や育
児の不安解消に役立てる。

入園に向けた園見学等を実施した。

園開放や育児講座は、未就園児の保護者に
とっては、園を知るきっかけとなり、児童に
とっても保育園生活を知る機会となってい
る。

○
各園において、地域の未就園児とその保護者を
対象に園開放や育児講座を実施する。

継続 保育課
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196
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

②子育てに関する情
報発信の充実

【再掲】
子育て情報の発信

様々な子育て情報、講座、イベントや子
育てひろばなどの情報を掲載した「子育
て支援センター通信」等の発行。また
ホームページやメール配信でも子育て情
報を発信する。

・子育て支援センター通信を毎月発行
・子育てひろば情報・園開放情報を2か月に1
回発行
・「子育て支援情報ファイル」を支援セン
ター・子育てひろば13か所、ゆりかご・信州
上田医療センターほか合計15か所に配置
・子育て情報コーナーを2か所設置・HP・
メール配信にて子育て情報を随時配信

HP・メール配信にて情報を発信することで、
より多くの子育て世帯へ周知ができている。

○
・継続実施。
・今後、紙で発行している通信のデジタル化を
検討していく。

継続 子育て・子育ち支援課

197
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

②子育てに関する情
報発信の充実

【再掲】
子育て応援ハンドブックの
作成・配布

上田市の子育てに関する情報をまとめて
掲載した、「上田市　子育て応援ハンド
ブック」の作成、配布により、よりわか
りやすい子育てに関する情報の提供を行
う。

・内容を更新し4,500冊発行。
・妊娠届・4か月健診時、出生届・転入届提
出時に配布した。
・各子育て支援センター・子育てひろばで希
望者に配布した。

引き続き企業広告を入れた冊子を制作し、ゼ
ロ予算事業として実施。

◎ 継続実施。 継続 子育て・子育ち支援課

198
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

②子育てに関する情
報発信の充実

【再掲】
孫育て応援ハンドブックの
作成・配布

祖父母に向けた子育てに関する内容をま
とめて掲載した「孫育て応援ハンドブッ
ク」の作成、配布により、祖父母の子育
てを応援する。

関係機関の窓口に設置し、配布した。
随時、内容の見直しを行いながら作成を行
う。

○ 継続実施。 継続 子育て・子育ち支援課

199
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

②子育てに関する情
報発信の充実

【再掲】
母子健康手帳アプリ

電子母子手帳アプリ「うえだっこ」で妊
娠中から出産後まで、子育てに関する情
報をタイムリーに発信し、妊娠・出産・
育児をサポートする。

・ユーザー数3,685名（年間で635名増加）
・情報発信：ニュース5件、
  個別のお知らせ19件、地域イベント40件

令和4年から運用開始し、利用者数は年々増
加している。必要な情報が、確実に利用者へ
届くような発信方法の工夫が課題である。

○ 継続実施。 新規 健康推進課

200
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

①子育て家庭への相
談体制の充実

移住検討者への子育て支援
情報の提供

上田市への移住を検討する子育て世代に
対し、移住セミナー時に「子育て応援ハ
ンドブック」等により子育て支援情報の
提供。

移住相談において、「子育て応援ハンドブッ
ク」等により子育て支援情報の提供。

上田市への移住を検討する子育て世代に対
し、上田市の子育て支援策を周知できた。

○
移住を検討している方は、関心のある市町村の
情報を収集・比較していることから、今後も引
き続き希望する情報の提供等を行う。

継続 移住交流推進課

201
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

②子育てに関する情
報発信の充実

結婚・子育て応援サイト及
びアプリ運営事業

子育てに関する行政から民間、地域の情
報等を発信する民間運営によるWebサイ
トを活用し、必要な情報を発信する。

結婚・子育て応援サイト及びアプリ運営事業
は令和7年6月30日でサイト閉鎖。

構築から9年が経過し、当サイトのシステム
運営権は民間事業者へ譲渡しており、民間の
自主運営化を図ってきた。

○
今後は市ホームページやメール、LINEを活用し
た情報発信の取組み（子育て情報の発信）に統
合する。

統合 子育て・子育ち支援課

202
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

②子育てに関する情
報発信の充実

AIを活用した住民問い合せ
対応事業

AI（人工知能）やIOT（モノのインター
ネット）などの新たな情報通信技術を活
用した子育て支援情報の発信や相談機能
の充実を図る。

R2年度に「AIチャットボット」の市民参加型
の実証実験を行った。

実証実験を行った結果、事業の有効性が見ら
れる一方で課題もあることから、更なる検討
等が必要。

○
今後は市ホームページやメール、LINEを活用し
た情報発信の取組み（子育て情報の発信）に統
合する。

統合 子育て・子育ち支援課

203
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

③地域子育て支援拠
点事業の充実

【再掲】
子育てひろばの開催

市内12か所で、子育て支援センター・子
育てひろばを開催する。

・市内12か所において、子育てひろばを通年
で開催。延べ利用者79,373人。
・わくわく広場については、子育て支援セン
ターにおいて、3歳児対象（全6コース・2か
所）、2歳児対象（全5コース・2か所）で開
催し、親子が広場に参加する中で、親同士・
子ども同士の交流が図られた。

・寄り添い型支援を継続し、子育てひろばの
質の充実を図るとともに、「わくわく広場」
「ほんわか広場」「NPプログラム」「赤ちゃ
んふれあい講座」等を通じ、保護者の育児に
対する支援の一層の充実が求められる。
・妊娠中に子育てひろばを利用することで、
出産や育児の具体的なイメージを持つことが
でき、出産後の子育て不安の軽減につながる
ことから、プレママ・プレパパへの効果的な
周知が今後の課題である。

○

・市内12か所において、子育てひろばを継続す
る。
・地域の保育園への理解促進や、育児に困難さ
を感じている親子への支援を目的とした「ほん
わか広場」について、子育て支援センターにお
いて継続実施する。
・プレママ・プレパパ及び0歳児を対象とした
「マタニティー＆ベビーday」について、引き
続き月1回開催する。

継続 子育て・子育ち支援課

204
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(1)子育て家庭への
相談・情報提供の充
実

③地域子育て支援拠
点事業の充実

施設等の整備
市内12か所の、子育て支援センター・子
育てひろばの熱中症予防のため、エアコ
ン等を整備する。

中塩田子育てひろばのエアコンは20年以上使
用しており、猛暑期や厳冬期は会場が適温に
ならない状態のため、取り換えを行った。

梅雨前から夏日があり、6月初旬に設置する
ことができた。

○ 交換予定の施設はない。 廃止 子育て・子育ち支援課

205
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(2)経済的負担の軽
減

①経済的負担の軽減 保育料軽減策

・各対象世帯に対し、保育料軽減策を設
定し、実施する。
・第２子への対象拡大
・３人以上の子どもを有する世帯におけ
る第１子の年齢制限撤廃

保育料軽減事業を実施し、低所得世帯の第1
子50％軽減、第2子以降100％軽減、それ以外
の世帯の第2子50％軽減、第3子以降100％軽
減と軽減を拡充した。（保育の要件を満たす
認可外保育施設も対象）

保育料軽減事業を実施し、低所得世帯の第1
子50％軽減、第2子以降100％軽減、それ以外
の世帯の第2子50％軽減、第3子以降100％軽
減と軽減を拡充した。（保育の要件を満たす
認可外保育施設も対象）

○ 保育料軽減事業の継続 継続 保育課

206
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(2)経済的負担の軽
減

①経済的負担の軽減
【再掲】
福祉医療費給付金事業

子育て世帯の経済的支援を図るため、出
生から18歳到達後最初の3月31日までの
子どもの医療費を助成する。

・受給者数　20,006人
・給付額　438,883千円

受給者数は減少しているが、各種感染症患者
の増加などから給付額は増えている。

○ 引き続き助成する。 継続 福祉課

207
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(2)経済的負担の軽
減

①経済的負担の軽減 児童手当の支給

0～18歳の子どもを育てている世帯に対
し、生活の安定と、次世代を担う児童の
健やかな成長に資するため、児童手当を
支給している。

児童手当を支給した。
受給対象児童延235,989人
支給額　3,049,850,000千円

夫婦別居中の場合、離婚調停等の条件が揃わ
ないと職権による受給者の変更ができないた
め、実際には養育をしていない者が受給する
事例もある。

○ 継続実施。 継続 子育て・子育ち支援課

18 / 24 ページ



令和７年度 実施状況
これまでの事業の総括

及び課題
評価

評価内容及び
今後の方針

（令和8年度計画）

新規
拡充
継続

令和７年度 令和８年度

担当課№ 基本目標 基本施策 施策の内容 事業名等 事業内容

208
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(2)経済的負担の軽
減

①経済的負担の軽減
実費徴収に係る補足給付事
業

新制度未移行の幼稚園において、低所得
世帯等を対象に、保護者から実費徴収す
る副食材料費の一部を給付する。

3か月に一度保護者から申請があり、対象者
へ支払いを実施した。
・園児数21人

子ども・子育て支援新制度における低所得世
帯への支援と同様に、新制度未移行の幼稚園
においても、平等になるよう副食材料費の一
部を給付する事業は継続が必要である。

○
引き続き副食材料費の一部を助成することで、
低所得世帯、多子世帯の経済的負担の軽減を図
るため実施する。

継続 保育課

209
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(2)経済的負担の軽
減

①経済的負担の軽減 上田市出産祝金給付事業

新たな命の誕生に対するお祝いと、当市
の特徴である第二子以降の出生の伸び悩
みを捉え、第二子以降に繋げる動機付け
にし、魅力ある都市として、子育て世代
から選ばれるまちに繋げていくため実施
する。

出産祝金支給実績：775児童・18,470千円
出産祝金給付のための受給者の事務負担軽減
に向け、申請方法の電子化を実施。

○ 事業目的に沿った祝金給付事業を実施する。 新規 子育て・子育ち支援課

210
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(2)経済的負担の軽
減

①経済的負担の軽減
高校生を対象とした給付型
奨学金制度

義務教育段階の就学援助制度に続く切れ
目のない支援を行うため、県の奨学給付
金（非課税世帯対象）の対象とならない
低所得世帯を対象とした返済不要の奨学
金を給付する。

給付金奨学金支給実績
生徒91名：5,982千円

本事業は、寄付金を財源として事業目的に
沿って適切に運営されている。ただし、県の
給付対象者でありながら県から給付を受けな
かった者にも市が支給を行っているため、財
源に一定の負担が生じている。

○

令和８年度から市民税所得割の非課税世帯は市
の給付対象外と定めたことで、本来県の給付を
受けるべき対象者へ市が給付を行うことによる
負担が生じなくなった。県の給付対象範囲も拡
大されているため、わかりやすい案内を行い、
対象者が自身に合った制度を正しく理解し、活
用できるよう努める。

継続 教育総務課

211
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(2)経済的負担の軽
減

①経済的負担の軽減
【再掲】
要保護および準要保護児童
生徒援助費の支給

経済的な理由により学用品費や給食費な
ど、児童生徒の就学に必要な費用の負担
が困難な家庭に対して、その費用の一部
を援助する。
支給月：7月、10月、11月、2月

・支給人数：1,070人
・総支給額：93,479千円

義務教育は世帯の経済状況に因らず等しく受
ける必要があるため、保護者の負担軽減を引
き続き図っていく。

○
支給対象者を分かりやすく示す等保護者への周
知を工夫し、援助費の支給を通じ、児童生徒の
保護者の経済的負担軽減を図る。

継続 学校教育課

212
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(2)経済的負担の軽
減

②幼児教育・保育の
無償化の円滑な実施

子育てのための施設等利用
給付

幼児教育・保育の無償化における子育て
のための施設等利用給付について、公正
かつ適正な支給の確保に取り組む。

保育の形態に応じて、代理受領や償還払いの
手法により支払いを実施した。

公正かつ適正な支給の確保に引き続き取り組
む必要があり、保護者の利便性を考慮するな
ど円滑な実施が求められている。

○
引き続き保護者の利便性に配慮した方法で実施
する。

継続 保育課

213
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(3)いじめ防止対策
の推進

➀いじめ防止への取
組

いじめ防止への取組
中間教室、学校、家庭との連携を図りな
がら、児童生徒の社会的自立や学校復帰
に向け、寄り添った支援を行う。

教育相談所、ふれあい教室、特別支援教育担
当、発達相談センター等が協力し、支援し
た。

いじめや不登校の原因は一人ひとり違ってい
ることから、教育相談所、ふれあい教室、特
別支援教育担当、発達相談センター等が協力
し、多面的で継続的に支援していく必要があ
る。

○
個々の児童生徒の状況に応じた寄り添った支援
を行う必要がある。

新規 学校教育課

214
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(3)いじめ防止対策
の推進

➀いじめ防止への取
組

【再掲】
ＳＯＳの出し方に関する教
育の実施

学校の場においても、命の大切さを実感
できる教育、命や暮らしの危機に直面し
た時に「誰に」「どのように」助けを求
めればよいかを学ぶための教育を実施す
る。

市内全中学校で実施。

　令和6年の県内の20歳未満の自殺死亡率
は、全国平均を下回ったが、5年平均では全
国平均を上回っていることから、引き続き継
続的な実施が必要である。

○
引き続き、日常的に継続して取り組んでいく必
要がある、

継続 学校教育課

215
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(3)いじめ防止対策
の推進

②相談事業の推進 教育相談所による相談
中間教室、学校、家庭との連携を図りな
がら、児童生徒の社会的自立や学校復帰
に向け、寄り添った支援を行う。

・教育支援センター化し、体制の整備・強化
を図った。
・相談、訪問実績
　来所相談1,089件
　電話相談3,273件
　訪問支援1,173件

いじめや不登校の原因は一人ひとり違ってい
ることから、教育相談所、ふれあい教室、特
別支援教育担当、発達相談センター等が協力
し、多面的で継続的に支援していく必要があ
る。

○
個々の児童生徒の状況に応じた寄り添った支援
を行う必要がある。

継続 学校教育課

216
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(3)いじめ防止対策
の推進

②相談事業の推進 心の教室相談員の配置

心の教育を推進するため、児童生徒が抱
える様々な悩み等の相談を受け、積極的
に関わりを持つ心の教室相談員を配置す
る。

全小中学校に、心の教室相談員及び子どもと
親の相談員を配置し、児童生徒に寄り添った
支援を行った。

全小中学校に心の教室相談員または子どもと
親の相談員を配置し、児童生徒に寄り添った
きめ細かな支援につなげる必要がある。

○
引き続き、個々の児童生徒の状況に応じた寄り
添った支援を行う必要がある。

継続 学校教育課

217
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(3)いじめ防止対策
の推進

②相談事業の推進
スクールカウンセラー、ス
クールソーシャルワーカー
の派遣

不登校児童生徒の増加やいじめの深刻化
等に対し、専門的な知識や経験により、
カウンセリングや相談助言にあたる。

県SC7人・2,210H派遣
県SSW2人・850H派遣
定住自立SC1人・350H派遣
定住自立SSW1人・450H派遣
市SC2人・295H派遣
市SSW2人・449H派遣

不登校児童生徒の増加やいじめの深刻化して
おり、児童生徒の悩みや相談に応じ、適切な
支援を行う必要がある。

○
引き続き、個々の児童生徒の状況に応じた寄り
添った支援を行う必要がある。

継続 学校教育課

218
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(3)いじめ防止対策
の推進

②相談事業の推進 情報モラル教育の実施

「GIGAスクール構想の実現」により１人
１台端末が整備されている中、情報社会
における責任や危険の回避など、情報を
正しく安全に利用することなどについて
確実に身に着けさせる。

学校教育課が委託している行政情報処理セン
ターにより、情報モラル教育の授業支援を
行った（R7年度　計27回）。

就学前から、スマホやタブレットに触れる機
会が増えてきている。教職員や児童生徒だけ
でなく、子育て・子育ち支援課や保育課とも
連携し、就学前の子どもたちや保護者への支
援もしていく必要がある。

○

犯罪被害や健康被害の未然防止のための教育は
もちろん、情報社会の中でICTを適切に利活用
していくことも、情報モラル教育の一環とし推
進する。

新規 学校教育課

219
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(4)不登校対策の推
進

①不登校児童・生徒
への支援

不登校児童・生徒への支援
中間教室、学校、家庭との連携を図りな
がら、児童生徒の社会的自立や学校復帰
に向け、寄り添った支援を行う

当該児童生徒の状況を確認し、必要に応じて
会議やカウンセリング等を行った。

いじめや不登校の原因は一人ひとり違ってい
ることから、教育相談所、ふれあい教室、特
別支援教育担当、発達相談センター等が協力
し、多面的で継続的に支援していく必要があ
る。

○
個々の児童生徒の状況に応じた寄り添った支援
を行う必要がある。

新規 学校教育課
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220
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(4)不登校対策の推
進

②相談事業の推進 スクリーニング会議の実施
中間教室、学校、家庭との連携を図りな
がら、児童生徒の社会的自立や学校復帰
に向け、寄り添った支援を行う

当該児童生徒の状況を確認し、必要に応じて
スクリーニング会議を行った。

いじめや不登校の原因は一人ひとり違ってい
ることから、教育相談所、ふれあい教室、特
別支援教育担当、発達相談センター等が協力
し、多面的で継続的に支援していく必要があ
る。

○
個々の児童生徒の状況に応じた寄り添った支援
を行う必要がある。

新規 学校教育課

221
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(4)不登校対策の推
進

②相談事業の推進 校内サポートルームの設置
中間教室、学校、家庭との連携を図りな
がら、児童生徒の社会的自立や学校復帰
に向け、寄り添った支援を行う

必要に応じて各学校に校内サポートルームを
設置。

いじめや不登校の原因は一人ひとり違ってい
ることから、教育相談所、ふれあい教室、特
別支援教育担当、発達相談センター等が協力
し、多面的で継続的に支援していく必要があ
る。

○
個々の児童生徒の状況に応じた寄り添った支援
を行う必要がある。

新規 学校教育課

222
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(4)不登校対策の推
進

②相談事業の推進 民間施設等との連携・支援

民間施設においての不登校児童生徒への
支援を校長が指導要録上の出席扱いと判
断する際に、目安や留意すべき点につい
て示した「不登校児童生徒を支援する民
間施設等に関するガイドライン」を策定
し、不登校児童生徒の支援にあたってい
る。

ガイドラインに基づいた運営を実施。

個々の児童生徒の状況を踏まえ、社会的自立
に向けた適切な居場所を提供することが求め
られている中で、学校、教育委員会、民間施
設等の連携により、不登校児童生徒の多様な
学びに対する支援の充実につながっている。

○
引き続きガイドラインにもとづいた運用を行
い、不登校児童生徒の支援を図る。

継続 学校教育課

223
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(4)不登校対策の推
進

②相談事業の推進 移行支援会議の実施
中間教室、学校、家庭との連携を図りな
がら、児童生徒の社会的自立や学校復帰
に向け、寄り添った支援を行う

当該児童生徒の状況を確認し、必要に応じて
移行支援会議を行った。

いじめや不登校の原因は一人ひとり違ってい
ることから、教育相談所、ふれあい教室、特
別支援教育担当、発達相談センター等が協力
し、多面的で継続的に支援していく必要があ
る。

○
個々の児童生徒の状況に応じた寄り添った支援
を行う必要がある。

新規 学校教育課

224
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(4)不登校対策の推
進

②相談事業の推進 ふれあい教室の設置
市内5か所にふれあい教室を設置し、不
登校で学校へ通えない児童生徒の支援を
行う。

常磐城ふれあい教室　通室25人
上田原ふれあい教室　通室17人
丸子ふれあい教室　通室11人
真田ふれあい教室　通室15人
武石ふれあい教室　通室0人

いじめや不登校の原因は一人ひとり違ってい
ることから、教育相談所、ふれあい教室、特
別支援教育担当、発達相談センター等が協力
し、多面的で継続的に支援していく必要があ
る。

○
個々の児童生徒の状況に応じた寄り添った支援
を行う必要がある。

新規 学校教育課

225
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(4)不登校対策の推
進

②相談事業の推進
【再掲】
教育相談所による相談

中間教室、学校、家庭との連携を図りな
がら、児童生徒の社会的自立や学校復帰
に向け、寄り添った支援を行う。

・教育支援センター化し、体制の整備・強化
を図った。
・相談、訪問実績
　来所相談1,089件
　電話相談3,273件
　訪問支援1,173件

いじめや不登校の原因は一人ひとり違ってい
ることから、教育相談所、ふれあい教室、特
別支援教育担当、発達相談センター等が協力
し、多面的で継続的に支援していく必要があ
る。

○
個々の児童生徒の状況に応じた寄り添った支援
を行う必要がある。

継続 学校教育課

226
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(4)不登校対策の推
進

②相談事業の推進
【再掲】
心の教室相談員の配置

心の教育を推進するため、児童生徒が抱
える様々な悩み等の相談を受け、積極的
に関わりを持つ心の教室相談員を配置す
る。

全小中学校に、心の教室相談員及び子どもと
親の相談員を配置し、児童生徒に寄り添った
支援を行った。

全小中学校に心の教室相談員を配置し、児童
生徒に寄り添ったきめ細かな支援につなげる
必要がある。

○
引き続き、個々の児童生徒の状況に応じた寄り
添った支援を行う必要がある。

継続 学校教育課

227
3  安心して子育てができ
る環境を整えます

(4)不登校対策の推
進

②相談事業の推進

【再掲】
スクールカウンセラー、ス
クールソーシャルワーカー
の派遣

不登校児童生徒の増加やいじめの深刻化
等に対し、専門的な知識や経験により、
カウンセリングや相談助言にあたる。

県SC7人・2,210H派遣
県SSW2人・850H派遣
定住自立SC1人・350H派遣
定住自立SSW1人・450H派遣
市SC2人・295H派遣
市SSW2人・449H派遣

不登校児童生徒の増加やいじめの深刻化して
おり、児童生徒の悩みや相談に応じ、適切な
支援を行う必要がある。

○
引き続き、個々の児童生徒の状況に応じた寄り
添った支援を行う必要がある。

継続 学校教育課

228
4  地域全体で子育てを支
えます

(1)地域コミュニ
ティーの中でこども
を育む

➀子育て家庭を応援
する環境整備

ファミリー・サポート・セ
ンター事業

安心、安全な活動となるための会員向け
講習会の実施や地区別・全体の会員の交
流会を開催する。新たに「特別な支援を
必要としている子どもへの対応につい
て」の講習会を開催する。

・会員数800人、利用件数1,377件
・新規会員向け講習会を2回開催
・既会員向けフォローアップ講習会を1回開
催
・会員交流会を2回開催
・広報「ファミリーサポート通信」を1回、
「ほんわかUEDA」を1回発行

・依頼会員に比べ提供会員の数が少なく会員
確保が課題。
・特別な支援を必要とする子どもとの関わり
方についての研修も重要となっている。

○

・新規会員向け講習会や出張登録会を開催し、
会員獲得に努める。
・既会員向けフォローアップ講習会や会員交流
会を開催し、会員の相互交流を図る。
・広報「ファミリーサポート通信」を1回、
「ほんわかUEDA」を1回発行する。

継続 子育て・子育ち支援課

229
4  地域全体で子育てを支
えます

(1)地域コミュニ
ティーの中でこども
を育む

➀子育て家庭を応援
する環境整備

母親同士の預かり支援
子どもの送迎や託児を母親同士が頼り合
う仕組みの構築

R2年度にイベントで紹介ブースを設け、体験
会を開催する予定だったが、コロナ禍の影響
で中止となり、以降、実施に至っていない。

子どもの送迎や託児を母親同士が行うことが
妥当なのか改めて検討する必要がある。

－

本事業の実施可能性を検討するとともに、事業
内容を妥当性・必要性を引き続き検討する。
ファミリーサポートセンター両方会員の増を含
めた検討も必要。

廃止 子育て・子育ち支援課

230
4  地域全体で子育てを支
えます

(1)地域コミュニ
ティーの中でこども
を育む

➀子育て家庭を応援
する環境整備

子育てサポーター養成

・子育て家庭の支援活動、地域全体で子
育てを支援する基盤形成を図るため、子
育てサポーターを養成する。
・修了者は、子育て支援センター、児童
館などのひろばや子育てサークルの活動
の場などで子育て支援活動を行う。

・子育てサポーター養成講座　修了者8名
・子育てサポーター活動者　46名
・子育てサポーターの研修を行い、スキル
アップを行った。

・子育てサポーターの継続的な確保が課題。
・地域子育て支援センターの人手不足によ
り、子育てサポーターのニーズが高まってい
る。

○ 継続実施。 継続 子育て・子育ち支援課
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231
4  地域全体で子育てを支
えます

(1)地域コミュニ
ティーの中でこども
を育む

➀子育て家庭を応援
する環境整備

多子世帯応援プレミアムパ
スポート事業

3人以上の子どもがいる世帯を対象に、
ながの子育て家庭優待パスポートのサー
ビスに加えて、更なるサービスを提供す
る多子世帯応援プレミアムパスポートを
配布する。

・多子世帯にプレミアムパスポートを配布し
た。
・R7.3月からパスポートがLINEアプリでも使
用可能になり、広報・HP・チラシ・メール配
信等で周知を実施。

県との協働事業であり、引き続き実施する。 ○ 継続実施。 継続 子育て・子育ち支援課

232
4  地域全体で子育てを支
えます

(1)地域コミュニ
ティーの中でこども
を育む

➀子育て家庭を応援
する環境整備

ながの子育て家庭優待パス
ポート事業

子育て世帯を対象に、県内外の協賛店舗
で提示すると優待を受けることができ
る、ながの子育て家庭優待パスポート事
業を長野県、ながの子ども・子育て応援
県民会議と協同して実施する。

・子育て世帯・妊婦世帯に優待パスポートを
配布した。
・R7.3月からパスポートがLINEアプリでも使
用可能になり、HP・チラシ・メール配信等で
周知を実施。

県との協働事業であり、引き続き実施する。 ○ 継続実施。 継続 子育て・子育ち支援課

233
4  地域全体で子育てを支
えます

(1)地域コミュニ
ティーの中でこども
を育む

➀子育て家庭を応援
する環境整備

青少年育成推進事業
地域の青少年育成推進担当者の人材育成
と情報交換の場を設けることにより、分
館活動等の充実と活性化を図る。

・未就学児家庭を対象に、親子で参加できる
「ファミリーチャレンジランド」、「わんぱ
くパーク」、「こども用品おさがりひろば」
を開催した。
・サークル活動支援として、6月に「サーク
ルフェス」を、10月に「わくわくファミリー
コンサート」を開催した。

・実行委員会の組織の活性化。
・「チャレンジママプロジェクト」に委託し
ているサークル支援について、団体の負担が
大きくなっていることから、事業内容の見直
しが課題となった。

○

・事業の見直しを行い、サークルフェスは廃止
する。
・未就学児家庭を対象に、親子で参加できる
「ファミリーチャレンジランド」、「わんぱく
パーク」、「こども用品おさがりひろば」を開
催する。
・親子で楽しめる機会の充実を図るため、「わ
くわくファミリーコンサート」を開催する。

継続 生涯学習・文化財課

234
4  地域全体で子育てを支
えます

(1)地域コミュニ
ティーの中でこども
を育む

②地域の子育て関連
団体等のネットワー
クの強化

子育て家族応援事業

・子育てしやすい環境づくりを目的に、
子育て中の家族を応援する事業を子育て
支援団体、企業及び上田市が協働して実
施するための組織を設置し、事業を実施
する。
・「わくわくファミリーフェスタ」等の
親子で参加できるイベントを開催する。

・未就学児家庭を対象に、親子で参加できる
「ファミリーチャレンジランド」、「わんぱ
くパーク」、「こども用品おさがりひろば」
を開催した。
・サークル活動支援として、6月に「サーク
ルフェス」を、10月に「わくわくファミリー
コンサート」を開催した。

・実行委員会の組織の活性化。
・「チャレンジママプロジェクト」に委託し
ているサークル支援について、団体の負担が
大きくなっていることから、事業内容の見直
しが課題となった。

○

・事業の見直しを行い、サークルフェスは廃止
する。
・未就学児家庭を対象に、親子で参加できる
「ファミリーチャレンジランド」、「わんぱく
パーク」、「こども用品おさがりひろば」を開
催する。
・親子で楽しめる機会の充実を図るため、「わ
くわくファミリーコンサート」を開催する。

継続 子育て・子育ち支援課

235
4  地域全体で子育てを支
えます

(1)地域コミュニ
ティーの中でこども
を育む

②地域の子育て関連
団体等のネットワー
クの強化

子育て関連団体との連携

子育て世帯が、地域や社会の様々な世代
から助言や支援を受けることができる環
境づくりの推進をするとともに、身近な
地域全体で子育て家庭を支援できるよ
う、関係機関によるネットワークの強化
を図る。

・子育て支援センターにおいて、更生保護女
性会に活動いただき、月2回、1回あたり3～4
人による支援を実施した。
・子育て支援団体「チャレンジママプロジェ
クト」が、「ファミリーフェス」でサークル
支援を実施した。

「チャレンジママプロジェクト」に委託して
いるサークル支援について、団体の負担が大
きくなっていることから、事業内容の見直し
が課題となった。

○
イベント「サークルフェス」は廃止するが、
サークル活動支援については、従前どおり子育
て支援センターで継続して実施する。

継続 子育て・子育ち支援課

236
4  地域全体で子育てを支
えます

(2)子育てしやすい
環境の整備

①身近な公園・ひろ
ば等の整備

遊具のリニューアル及び公
園整備

公園施設長寿命化計画に基づき魅力ある
遊具の更新・改築を行い、子育て世代が
使いやすい公園へのリニューアルを図
る。

公園施設長寿命化計画に基づき、子育て世代
が使いやすい公園へのリニューアルを図るた
め、丸子公園、塩田運動公園の公園施設更新
を実施した。

公園施設長寿命化計画（第二期、令和2年度
策定、計画期間令和3年度～令和12年度）に
基づき計画的に遊具の更新を行っている。計
画を進めていくうえで財源の確保が必要にな
る。

○
引き続き実施する。
上田城跡公園ほか

継続 都市計画課

237
4  地域全体で子育てを支
えます

(2)子育てしやすい
環境の整備

①身近な公園・ひろ
ば等の整備

公園施設のリニューアル
身近な公園整備により、子育てのしやす
い環境と充実、子育て世代が使いやすい
公園へのリニューアルを図る。

黒坪公園、染谷第２公園のパーゴラ更新を行
い、子供たちが安全で安心して利用できる施
設整備を実施した。

子育て環境の充実を望む要望が多いなか、身
近な公園整備を進めていくうえで財源の確保
が必要になる。

○
引き続き実施する。
長池公園ほか

継続 都市計画課

238
4  地域全体で子育てを支
えます

(2)子育てしやすい
環境の整備

②良質な住宅の整備
市営住宅「優先入居枠制
度」

住宅に困窮している低所得のひとり親世
帯に対しては、優先枠（抽選回数また
は、倍率の優遇）での入居申し込みを可
能とする。

ひとり親世帯及び多子世帯に対して、優先枠
での入居申し込みを実施
　市営住宅募集戸数：25戸
　①ひとり親世帯の状況
　　 申込件数：16件
　　 当選件数：7件
　②多子世帯の状況
　　 申込件数：4件
　　 当選件数：2件

募集戸数より申込者が多い団地については、
入居者の決定は抽選によるため、一般枠の申
込者より当選確率は高くなるものの、ひとり
親世帯及び多子世帯の全申込者が当選できる
とは限らない。
なお、障がい者世帯及び高齢者世帯等も優先
枠での申込資格を有している。

○

優先入居枠制度によって、ひとり親世帯及び多
子世帯からの申し込み20件中9件が市営住宅に
当選した。
住宅に困窮している一定所得以下のひとり親世
帯及び多子世帯に対する優先入居枠制度の継続
実施

継続 住宅政策課

239
4  地域全体で子育てを支
えます

(2)子育てしやすい
環境の整備

③安心して外出でき
る環境の整備

赤ちゃんステーション事業
乳幼児を連れた保護者が、外出中に授乳
やおむつ替えなどに立ち寄ることができ
るスペースの確保を行う。

登録施設　72か所
利用について広報やパンフレットなどで周知
しているが、さらに利用につながるような情
報提供が必要である。

○ 継続実施。 継続 子育て・子育ち支援課

240
4  地域全体で子育てを支
えます

(2)子育てしやすい
環境の整備

③安心して外出でき
る環境の整備

バリアフリー化推進事業
ユニバーサルデザインに配慮した施設整
備を行う。

・着工済
　新設施設(第五中学校屋体建設)
・設計済
　新設施設（東部児童クラブ）
　改修施設（第五中学校西棟）
　改修施設（秋和児童センター）

多目的トイレ（機能別トイレ）の設置に必要
なスペースが十分に確保できない場合もあ
り。
障がいの程度の違い、身体能力等の違いなど
で必要とする施設機能が異なり、すべての人
に配慮した設計を行うことが課題。

○
ユニバーサルデザインに配慮した設計を行う。
今後も引き続き取り組んでいく。

継続 建築課

241
4  地域全体で子育てを支
えます

(2)子育てしやすい
環境の整備

③安心して外出でき
る環境の整備

バリアフリー化推進事業
ユニバーサルデザインに配慮した施設整
備を行う。

・歩道整備　L=  150m(完成)
　　　　　  L=1,065m(整備中）
・路側帯カラー標示(通学路等)
          　L=3,548m

令和７年度においても計画していた道路改良
事業等により、歩道整備の進捗を図った。
また、地元要望等に基づき毎年実施している
通学路や生活道路等の路側帯カラー標示設置
工事についても、実施し安全対策を図った。
今後も高齢者や障がい者のみならず、誰でも
使いやすく、安全に通行できる道路整備に努
めていく必要がある。

○

市内で計画している幹線道路の改良事業は着実
に進捗しており、安全な歩行空間の整備を図っ
ている。
令和８年度計画は、以下のとおり。
・歩道整備
　L=124m
・路側帯カラー標示(通学路等)
　L=3,030m

継続 土木課
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242
4  地域全体で子育てを支
えます

(3)こどもを事故や
犯罪から守る環境づ
くり

①こどもの交通安全
の確保

交通安全教室

幼児・児童等を対象とした交通安全教室
を積極的に開催し、親子交通安全教室の
開催時、保護者等に対する広報啓発に努
め、チャイルドシートの着用の徹底を図
る。

幼児・児童等を対象とした交通安全教室を
135回実施した。

交通安全教育支援センター等の支援団体の協
力を得て、交通安全教育資機材（模擬信号機
等)を活用した実践的な方法により、年齢に
応じた効果的な交通安全教育を推進した。

○
こどもの交通事故防止に資する事業であること
から、今後も継続して実施する。

継続 市民参加・協働推進課

243
4  地域全体で子育てを支
えます

(3)こどもを事故や
犯罪から守る環境づ
くり

①こどもの交通安全
の確保

児童用ヘルメット配布
新入学児童用黄色ヘルメット・3年生児
童用自転車ヘルメットを学校を通し該当
する全児童に配布する。

新入学児童用黄色ヘルメット1,100個を学校
を通し該当する全児童に配布した。

児童の安心・安全に寄与する事業であること
から、継続実施する。策定された第1次上田
市交通安全計画にヘルメット事業の位置づけ
を行った。

○
新入学児童用黄色ヘルメットを学校を通し該当
する全児童に配布する。

継続 学校教育課

244
4  地域全体で子育てを支
えます

(3)こどもを事故や
犯罪から守る環境づ
くり

②こどもを犯罪等か
ら守る活動

防犯教室
保育園、幼稚園の園児を対象とした声か
け事案等の防犯教室を実施する。

園からの要請により１回実施した。
こどもを対象とする犯罪の発生が懸念される
ことから、機会をみて実施していく。

○ 園からの要請に応じて実施する。 継続 市民参加・協働推進課

245
4  地域全体で子育てを支
えます

(3)こどもを事故や
犯罪から守る環境づ
くり

②こどもを犯罪等か
ら守る活動

防犯パトロール活動
青色回転灯を装着した防犯パトロール車
を使用し、小中学校の下校時間帯に合わ
せたパトロールを実施する。

青色回転灯を装着した防犯パトロール車によ
る巡回を84回実施した。

不審者の目撃が多い、下校時間帯に警戒を行
うことにより、防犯効果が期待できることか
ら、今後も継続して実施する必要がある。

○

毎週水曜日、金曜日の下校時間帯（15～17時）
に学校周辺の通学路を巡回し、不審者の発見に
努めるほか、児童や近隣住民に姿を見せる警戒
を実施する。

継続 市民参加・協働推進課

246
4  地域全体で子育てを支
えます

(3)こどもを事故や
犯罪から守る環境づ
くり

②こどもを犯罪等か
ら守る活動

防犯灯設置補助事業
自治会が行う防犯のために設置する道路
灯の建設事業及び道路灯の電気料に対し
補助金を交付する。

自治会の防犯灯設置事業（新設67基・更新80
基・撤去16基）及び防犯灯の電気料金
（16,735基分）に対して、補助金を交付し
た。

夜間における防犯対策に高い効果が得られる
事業であり、自治会からの要望も数多く寄せ
られていることから、今後も継続して実施す
る。

○
夜間における防犯対策に高い効果が得られる事
業であり、自治会からの要望も数多く寄せられ
ていることから、今後も継続して実施する。

継続 市民参加・協働推進課

247
4  地域全体で子育てを支
えます

(3)こどもを事故や
犯罪から守る環境づ
くり

②こどもを犯罪等か
ら守る活動

不審者情報のメール配信
上田市メール配信サービス内の生活安全
情報として、警察からの情報提供に基づ
いた不審者情報をメール配信する。

上田市メール配信サービス内の生活安全情報
として、警察からの情報提供に基づいた不審
者情報を29回配信した。

不審者情報は、タイムリーな情報発信が重要
であることから、今後も継続して実施する必
要がある。

○
不審者情報は、タイムリーな情報発信が重要で
あることから、今後も継続して実施する。

継続 市民参加・協働推進課

248
4  地域全体で子育てを支
えます

(3)こどもを事故や
犯罪から守る環境づ
くり

③こどもを事故から
守る活動

事故予防チェックリストの
活用

4か月、1歳6か月、3歳児健診の健診票に
ある事故予防安全チェックリストを用い
て、保健指導を実施する。

4か月、1歳6か月、3歳児健診時に事故予防安
全チェックリストを活用し、保護者と月齢に
合わせた対策について確認した。

事故予防安全チェックリストの活用とあわせ
て、けがや事故の有無を確認しながら、保護
者の事故予防に対する意識や理解を一層深め
ていくことが必要である。

○ 継続実施。 継続 健康推進課

249
4  地域全体で子育てを支
えます

(3)こどもを事故や
犯罪から守る環境づ
くり

④青少年を有害環
境・有害情報から守
るための取組の推進

環境浄化活動及びメディア
リテラシー

自治会役員等の協力を得て、少年補導委
員による店舗等における有害環境の実態
把握と改善要望の実施を行う。
また、メディア接触によるトラブル防止
のための啓発リーフレットを作成・配布
する。

・7月から11月にかけて26班が環境チェック活
動を実施
・インターネットスマホ適正利用啓発リーフレット
を、市内小中学校児童・生徒と保護者に向けて
年度末に配布、啓発活動を実施

長野県教育委員会「スマホ、タブレット、パ
ソコン、ゲーム機等に関する アンケート」
調査結果を活用してリーフレットを作成し
た。

○

・インターネットスマホ適正利用啓発につい
て、幼少期の子を持つ保護者への電子メディア
の影響に関する啓発、小中学生が自身で利用の
ルールを作る取り組み、フィルタリングの推進
等を進めていく。
・市立小中学校の子どもたちへの情報モラル学
習支援事業を令和8年度から開始。

継続 生涯学習・文化財課

250
4  地域全体で子育てを支
えます

(3)こどもを事故や
犯罪から守る環境づ
くり

④青少年を有害環
境・有害情報から守
るための取組の推進

街頭補導活動

こども安全安心見守り委員（旧少年補導
委員）が街頭を見回り、青少年の健全育
成が図られるよう、出会った少年たちに
声かけ、励まし、注意を行う活動を行
う。

・街頭補導を延べ222回実施
・市街地等を重点的に巡回するセンター補導
を6回実施

自治会選出見守り委員により市域くまなく補
導活動が行われたが、委員選出における自治
会負担解消への要望、及び、防犯指導員・育
成会・学校支援ボランティア等との業務の重
複が指摘され、組織体制の見直しが必要と
なった。

○

こども安全安心見守り委員（旧少年補導委員）
の組織体制の見直しを完了させる。自治会から
委員を選出する従来の方法を全面的に廃止し、
熱意と理解ある市民への直接依頼及び公募、団
体への協力要請に切り替え組織もスリム化す
る。併せて他団体との連携を模索する。

継続 生涯学習・文化財課

251
4  地域全体で子育てを支
えます

(3)こどもを事故や
犯罪から守る環境づ
くり

④青少年を有害環
境・有害情報から守
るための取組の推進

地域とともにある学校づく
りの推進

地域の教育力を活用し、児童生徒に多様
な学習や体験の機会を提供します。

・公民館職員向けの基礎研修を個別に実施
5人
・学校支援プロジェクト会議の開催　3回
・学校支援ボランティア交流会の開催　66人
参加
・読み聞かせボランティア交流会の開催　91
人参加
・コミュニティルーム見学会の開催2回　53
人参加
・市内全小中学校の学校支援ボランティア活
動の紹介及び学校支援ボランティアハンド
ブックの内容更新を目的とした「地域ととも
にある学校づくり」リーフレット（6,000
部）を印刷
・学校支援ボランティア1,530人(保険加入者
数)

・学校支援の関係者が学び合う機会として、
交流会や見学会を行い、関係者の意欲向上や
関係者同士のつながりづくりを図った。
・活動紹介、ハンドブックの内容を掲載した
リーフレットの作成やホームページでの取組
紹介などにより事業の周知と支援者の広がり
を推進した。
・各学校の実状や地域の特性等により取組状
況は様々だが、コミュニティルームの設置等
新たな取組が行われる学校も見られた。各学
校の取組がより充実し、持続可能な取組とな
るよう支援をしていく事が必要。

○

・持続可能な体制づくりのために、学校支援の
関係者の交流会や研修会、講演会を実施し、引
き続き現在活動している関係者への支援を行う
とともに、コミュニティスクールへの理解を深
めていただく機会を提供する。
・学校支援ボランティア活動の推進のため、紙
媒体やホームページ等を活用し活動の取組を周
知する。

継続 生涯学習・文化財課

252
5  仕事と家庭が両立でき
る環境を整えます

(1)ワーク・ライ
フ・バランスの推進

①働き方の見直し
「ワーク・ライフ・バラン
ス」「働き方改革」推進の
ための啓発活動

ハローワーク、長野働き方改革推進支援
センター等関係機関との連携を強化し、
事業主による積極的な働き方の見直しや
環境整備に向けた取組がされるよう、意
識の啓発や広報に努める。

市ホームページ掲載、勤労者福祉センターで
のポスター掲示・チラシ配布、事業所訪問時
のチラシ配布など制度の周知・啓発。

制度の周知・啓発に取り組んでいる。 ○ 継続実施。 継続 地域雇用推進課
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253
5  仕事と家庭が両立でき
る環境を整えます

(1)ワーク・ライ
フ・バランスの推進

②多様な保育メ
ニューの充実

【再掲】
延長保育事業
休日保育事業
一時預かり事業
乳児等通園支援事業(こど
も誰でも通園制度)

保護者の多様なニーズに対応した
保育メニューの実施

・延長保育、休日保育については、現状の保
育メニューの提供体制を維持した。
・一時預かりについては、補助事業を実施
し、保護者の費用負担の軽減を図った。
・こども誰でも通園制度については、R8年度
の運用開始に向けて準備を進めた。

保護者の就労形態の多様化に伴い、ニーズも
多様化しており、さらなる充実を図るために
は、より多くの保育士を確保する必要があ
る。
一方で、増大している3歳未満児の保育需要
に対応するために、一時預かりの実施園の集
約等を行った。
こども誰でも通園制度については、R8年度の
運用開始に向けて準備を進めた。

○

各事業の需要に応じた保育メニューを提供する
ための体制を引き続き整備する。
こども誰でも通園制度については、R8年度から
運用を開始する。

継続 保育課

254
5  仕事と家庭が両立でき
る環境を整えます

(1)ワーク・ライ
フ・バランスの推進

②多様な保育メ
ニューの充実

【再掲】
病児・病後児保育事業

病気療養中または病気回復期にある子ど
もが、集団保育や保護者による保育が困
難な場合に預かりを行う。

・各病児保育センター年間241日開所
・登録者1,414人、延利用者957人

病児保育センターを2か所開設し、地域性や
施設の特徴を子育て世帯に周知を図り、利用
促進に繋げる。

○ 継続実施。 継続 子育て・子育ち支援課

255
5  仕事と家庭が両立でき
る環境を整えます

(1)ワーク・ライ
フ・バランスの推進

②多様な保育メ
ニューの充実

【再掲】
育休時の継続入所

保育が必要と認められる場合における育
児休業中の継続入所を行う。

保育が必要と認められる場合は、育児休業中
の継続入所を実施した。

未満児の入所希望が多い中でも、児童福祉の
観点から必要と認められる場合については、
継続できるよう体制の整備が必要。

○
引き続き保育が必要と認められる場合は、育児
休業中の継続入所を実施する。

継続 保育課

256
5  仕事と家庭が両立でき
る環境を整えます

(1)ワーク・ライ
フ・バランスの推進

③仕事と子育ての両
立のための基盤整備

男女共同参画事業者表彰制
度及びワークライフバラン
ス講座の開催

仕事と子育ての両立支援の環境づくりな
どの男女共同参画の推進に関する取組を
積極的に行っている事業者を表彰する。
また、ワークライフバランス講座を開催
し、広く一般に啓発する。

令和7年度事業者表彰の募集を9月から11月ま
で実施。応募者に対して男女共同参画推進委
員会による審議を経て3月に表彰式を実施。
表彰者７事業者（㈱TOTOKU、㈱エナキス、上
田プラスチック㈱、増田マテリアル㈱、㈱ミ
ヤザワ、㈱堀内電機製作所、西脇自治会）

広報うえだ、市のホームページ掲載、また自
治会や市内事業者には、受賞した事業所の紹
介チラシを作成し就職説明会等で配布、取組
内容を紹介。
市内で男女共同参画の推進に関する取組を
行っている事業者を発掘し、表彰制度に応募
してくれるよう促していく。

○

引き続き実施。
事業者表彰受賞者の取組内容については、自治
会や市内事業者、市民に広く周知していく。
関係機関と連携し、仕事と子育ての両立支援の
ための環境づくりなど、男女共同参画の推進に
取組んでいる事業者に対し、事業者表彰制度に
ついて周知していく。

継続 人権共生課

257
5  仕事と家庭が両立でき
る環境を整えます

(1)ワーク・ライ
フ・バランスの推進

③仕事と子育ての両
立のための基盤整備

出前講座等の開催
出前講座を開催し、男女共同参画社会の
実現に向けた理解促進や啓発活動の実
施。

丸子地域自治会長会で男女共同参画計画推進
施策についての説明を実施。

自治会、団体等の求めに応じて男女共同参画
に関する出前講座を実施する。

○ 引き続き出前講座等を実施する。（通年） 継続 人権共生課

258
5  仕事と家庭が両立でき
る環境を整えます

(1)ワーク・ライ
フ・バランスの推進

④出産・育児後の職
場復帰支援等

就職に向けた相談やスキル
アップ等事業

就職に向けたスキルアップ（パソコン）
セミナーや仕事の探し方講座の開催によ
り、子育て等により離職した女性の再就
職支援に取り組む。

再就職支援セミナー
・パソコンセミナー（18回、95人）
・仕事の探し方講座（12回、112人）

参加者が多く、満足度の高い内容で開催でき
ている。

○

継続実施。
・パソコンセミナーは、基礎編のみの開催だっ
たものに応用編を追加する。
・仕事の探し方講座は事業内容を変更する。

継続 地域雇用推進課

259
5  仕事と家庭が両立でき
る環境を整えます

(1)ワーク・ライ
フ・バランスの推進

④出産・育児後の職
場復帰支援等

【再掲】男女共同参画事業
者表彰制度及びワークライ
フバランス講座の開催

仕事と子育ての両立支援の環境づくりな
どの男女共同参画の推進に関する取組を
積極的に行っている事業者を表彰する。
また、ワークライフバランス講座を開催
し、広く一般に啓発する。

令和7年度事業者表彰の募集を9月から11月ま
で実施。応募者に対して男女共同参画推進委
員会による審議を経て3月に表彰式を実施。
表彰者７事業者（㈱TOTOKU、㈱エナキス、上
田プラスチック㈱、増田マテリアル㈱、㈱ミ
ヤザワ、㈱堀内電機製作所、西脇自治会）

広報うえだ、市のホームページ掲載、また自
治会や市内事業者には、受賞した事業所の紹
介チラシを作成し就職説明会等で配布、取組
内容を紹介。
市内で男女共同参画の推進に関する取組を
行っている事業者を発掘し、表彰制度に応募
してくれるよう促していく。

○

引き続き実施。
事業者表彰受賞者の取組内容については、自治
会や市内事業者、市民に広く周知していく。
関係機関と連携し、仕事と子育ての両立支援の
ための環境づくりなど、男女共同参画の推進に
取組んでいる事業者に対し、事業者表彰制度に
ついて周知していく。

継続 人権共生課

260
5  仕事と家庭が両立でき
る環境を整えます

(1)ワーク・ライ
フ・バランスの推進

⑤男女がともに家事
や育児を担う意識の
啓発や支援

上田市男女共同参画推進事
業者表彰	

仕事と子育ての両立支援の環境づくりな
どの男女共同参画の推進に関する取組を
積極的に行っている個人、又は法人、非
営利団体、自治会、ＰＴＡ等各種団体の
事業者を表彰する。

令和7年度事業者表彰の募集を9月から11月ま
で実施。応募者に対して男女共同参画推進委
員会による審議を経て3月に表彰式を実施。
表彰者７事業者（㈱TOTOKU、㈱エナキス、上
田プラスチック㈱、増田マテリアル㈱、㈱ミ
ヤザワ、㈱堀内電機製作所、西脇自治会）

広報うえだ、市のホームページ掲載、また自
治会や市内事業者には、受賞した事業所の紹
介チラシを作成し就職説明会等で配布、取組
内容を紹介。
市内で男女共同参画の推進に関する取組を
行っている事業者を発掘し、表彰制度に応募
してくれるよう促していく。

○

引き続き実施。
事業者表彰受賞者の取組内容については、自治
会や市内事業者、市民に広く周知していく。
関係機関と連携し、仕事と子育ての両立支援の
ための環境づくりなど、男女共同参画の推進に
取組んでいる事業者に対し、事業者表彰制度に
ついて周知していく。

継続 人権共生課

261
5  仕事と家庭が両立でき
る環境を整えます

(1)ワーク・ライ
フ・バランスの推進

⑤男女がともに家事
や育児を担う意識の
啓発や支援

男女共同参画推進事業	

男女共同参画推進には、男女の性別にか
かわりなく、ひとりひとりの能力が発揮
できるようにするための意識の啓発や教
育の充実を図る。

・乳幼児から思春期の子を持つ保護者を対象
に親から伝えるための性教育講座を実施。
・中学1年生対象に「無意識な思い込みや偏
見」、中学3年生対象に「デートDV予防」の
パンフレットを配布した。

固定的性別役割分担意識や無意識の思い込み
（アンコンシャス・バイアス）の解消には、
子どもの頃から男女平等の意識をしっかり学
ぶことが重要。子どもたちが一番身近に接す
る家庭や先生方への啓発も必要。

○

「うえだカラフルプラン（第4次上田市男女共
同参画計画）」に基づき、関係課と連携を図
り、事業の推進を行う。
年齢に応じた性教育を実施。

継続 人権共生課

262
5  仕事と家庭が両立でき
る環境を整えます

(1)ワーク・ライ
フ・バランスの推進

⑤男女がともに家事
や育児を担う意識の
啓発や支援

ワーク・ライフ・バランス
推進のための啓発活動

男女が仕事、家庭及び地域などの活動に
参画できるように、働きやすい環境の整
備をするためワークライフバランスを推
進する必要がある。

市ホームページにてイクボス・温かボス宣言
について周知した。

女性も男性も育児・介護休業を取ることが当
たり前となるよう、利用促進に向け、制度の
周知や、取りたい人が取得しやすくできるよ
う周囲の理解及び環境の整備が必要。

○
関係課等と連携を取りながら、事業所への制度
周知、利用促進の啓発を実施。

継続 人権共生課

263
5  仕事と家庭が両立でき
る環境を整えます

(1)ワーク・ライ
フ・バランスの推進

⑤男女がともに家事
や育児を担う意識の
啓発や支援

父親向けワークライフバラ
ンス講座の開催

家事、育児、介護の負担は女性に偏る傾
向があるため、男性対象の講座を開催
し、固定的性別役割分担意識解消できる
よう啓発していく。

初心者向けの料理講座2回開催。(参加者32
人)

男女共同参画社会の実現には、家事・育児・
介護等の家庭生活において男性のかかわり方
が重要で男性の意識改革が必要。
父親の家庭の中での役割分担として、まだま
だ手伝いという意識が強いように思われる。
そのため自発的に進んで家事・育児を行える
ような意識づくりが必要。

○
男性が参加しやすいよう、日時、内容等検討す
る必要がある。
親子で参加できる講座も検討していく。

継続 人権共生課
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令和７年度 実施状況
これまでの事業の総括

及び課題
評価

評価内容及び
今後の方針

（令和8年度計画）

新規
拡充
継続

令和７年度 令和８年度

担当課№ 基本目標 基本施策 施策の内容 事業名等 事業内容

264
5  仕事と家庭が両立でき
る環境を整えます

(1)ワーク・ライ
フ・バランスの推進

⑤男女がともに家事
や育児を担う意識の
啓発や支援

父親の育児参加支援事業
（子育て家族応援事業）

事業を「パパカレッジ上田」に委託し、
実施する。
父親の家事・育児参加の輪を広げる事業
を行う。その中での企画・運営について
は参加する父親が行う。

父親の育児、家事、家庭との関わり及び親子
交流に関するイベントや講座を16回開催し、
299人が参加した。

父親が育児に関心を持ち、子育て参加ができ
るような講座及びイベントを開催し、父親の
育児、家事参加を促進するとともに、父親同
士の仲間づくりの場を提供し、講座の内容も
工夫がみらる。

○
父親が育児に関心を持ち、子育て参加ができる
ように事業の周知を行う必要がある。

継続 子育て・子育ち支援課

265
5  仕事と家庭が両立でき
る環境を整えます

(1)ワーク・ライ
フ・バランスの推進

⑤男女がともに家事
や育児を担う意識の
啓発や支援

パパ応援ハンドブックの作
成、配布

父親に向けた子育てに関する内容をまと
めて掲載した「パパ応援ハンドブック」
の作成、配布により、父親の子育てを応
援する。

関係機関の窓口に設置し、配布した。
随時、内容の見直しを行いながら作成を行
う。

○ 継続実施。 新規 子育て・子育ち支援課
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１ 　認定こども園、幼稚園、保育所、地域型保育

〈認定区分と提供施設〉

⑴ １号認定（３～５歳児）に係る「量の見込み」及び「確保の方策」

【 上田地域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 861 831 831 817 830

確保の内容（人） [B] 861 831 831 817 830

特定教育・保育施設（※） 690 690 690 690 690

確認を受けない幼稚園（※） 171 141 141 127 140

過不足　 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 689 0 0 0 0

特定教育・保育施設（※） 605

確認を受けない幼稚園（※） 84

過不足　 [C]－[A] ▲ 172 ▲ 831 ▲ 831 ▲ 817 ▲ 830

※ 特定教育・保育施設

	市町村長が施設型給付費の支給対象施設として確認する「教育・保育施設」（認定こども園、幼稚園、保育所が該当）

※ 確認を受けない幼稚園

幼稚園は、新制度に移行した園と、新制度に移行しないで現行制度のままの園に分かれ、新制度に移行しない幼稚園を

「確認を受けない幼稚園」（私学助成、就園奨励費補助の対象）

【 丸子地域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 13 12 12 12 12

確保の内容（人） [B] 13 12 12 12 12

特定教育・保育施設 13 12 12 12 12

確認を受けない幼稚園

過不足　 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 16 0 0 0 0

特定教育・保育施設 16

確認を受けない幼稚園 0

過不足　 [C]－[A] 3 ▲ 12 ▲ 12 ▲ 12 ▲ 12

量の見込み及び確保の方策に係る令和7年度の実績

認定区分 利用できる施設

１号認定
（教育標準時間認定）

満３歳以上の子どもで、教育を希望する者
幼稚園

認定こども園

２号認定
（満３歳以上・保育認定）

満３歳以上の子どもで、「保育の必要な事由」に該当
し、保育所などでの保育を希望する者

保育所

認定こども園

３号認定
（満３歳未満・保育認定）

満３歳未満の子どもで、「保育の必要な事由」に該当
し、保育所などでの保育を希望する者

保育所

認定こども園

小規模保育等

事
業
計
画

実
績

事
業
計
画

実
績

資料３
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【 真田地域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 45 43 44 43 44

確保の内容（人） [B] 45 43 44 43 44

特定教育・保育施設 45 43 44 43 44

確認を受けない幼稚園

過不足　 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 44 0 0 0 0

特定教育・保育施設 44

確認を受けない幼稚園 0

過不足　 [C]－[A] ▲ 1 ▲ 43 ▲ 44 ▲ 43 ▲ 44

【 武石地域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [B] 0 0 0 0 0

特定教育・保育施設 0 0 0 0 0

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0

過不足　 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 0 0 0 0 0

特定教育・保育施設 0

確認を受けない幼稚園 0

過不足　 [C]－[A] 0 0 0 0 0

【 市全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 919 886 887 872 886

確保の内容（人） [B] 919 886 887 872 886

特定教育・保育施設 748 745 746 745 746

確認を受けない幼稚園 171 141 141 127 140

過不足　 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 749 0 0 0 0

特定教育・保育施設 665 0 0 0 0

確認を受けない幼稚園 84 0 0 0 0

過不足　 [C]－[A] ▲ 170 ▲ 886 ▲ 887 ▲ 872 ▲ 886

実
績

事
業
計
画

実
績

事
業
計
画

事
業
計
画

実
績
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⑵ ２号認定（３～５歳児）に係る「量の見込み」及び「確保の方策」

【 上田地域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 1,616 1,559 1,559 1,534 1,558

確保の内容（人） [B] 1,616 1,559 1,559 1,534 1,558

特定教育・保育施設 1,591 1,534 1,534 1,509 1,533

認可外保育施設 25 25 25 25 25

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 1,765 0 0 0 0

特定教育・保育施設 1,705

認可外保育施設 60

過不足　 [C]－[A] 149 ▲ 1,559 ▲ 1,559 ▲ 1,534 ▲ 1,558

【 丸子地域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 308 296 297 292 297

確保の内容（人） [B] 308 296 297 292 297

特定教育・保育施設 308 296 297 292 297

認可外保育施設 0 0 0 0 0

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 313 0 0 0 0

特定教育・保育施設 313

認可外保育施設 0

過不足　 [C]－[A] 5 ▲ 296 ▲ 297 ▲ 292 ▲ 297

【 真田地域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 106 101 103 100 102

確保の内容（人） [B] 106 101 103 100 102

特定教育・保育施設 106 101 103 100 102

認可外保育施設 0 0 0 0 0

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 115 0 0 0 0

特定教育・保育施設 115

認可外保育施設 0

過不足　 [C]－[A] 9 ▲ 101 ▲ 103 ▲ 100 ▲ 102

実
績

事
業
計
画

実
績

事
業
計
画

実
績

事
業
計
画
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【 武石地域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 42 41 40 40 41

確保の内容（人） [B] 42 41 40 40 41

特定教育・保育施設 42 41 40 40 41

認可外保育施設 0 0 0 0 0

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 35 0 0 0 0

特定教育・保育施設 35

認可外保育施設 0

過不足　 [C]－[A] ▲ 7 ▲ 41 ▲ 40 ▲ 40 ▲ 41

【 市全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 2,072 1,997 1,999 1,966 1,998

確保の内容（人） [B] 2,072 1,997 1,999 1,966 1,998

特定教育・保育施設 2,047 1,972 1,974 1,941 1,973

認可外保育施設 25 25 25 25 25

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 2,228 0 0 0 0

特定教育・保育施設 2,168 0 0 0 0

認可外保育施設 60 0 0 0 0

過不足　 [C]－[A] 156 ▲ 1,997 ▲ 1,999 ▲ 1,966 ▲ 1,998

事
業
計
画

実
績

事
業
計
画

実
績
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⑶ ３号認定（０～２歳児）に係る「量の見込み」及び「確保の方策」

【 上田地域 】（０歳児）

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 263 262 260 258 257

確保の内容（人） [B] 263 262 260 258 257

特定教育・保育施設 236 235 233 231 230

特定地域型保育事業所（※） 27 27 27 27 27

認可外保育施設 0 0 0 0 0

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 258 0 0 0 0

特定教育・保育施設 234

特定地域型保育事業所（※） 24

認可外保育施設 0

過不足 [C]－[A] ▲ 5 ▲ 262 ▲ 260 ▲ 258 ▲ 257

※ 特定地域型保育事業所

児童福祉法に位置付けられた市町村による認可事業所

・家庭的保育（利用定員５人以下） ・小規模保育（利用定員６人以上１９人以下）

・居宅訪問型保育

・事業所内保育（主として従業員の子どものほか、地域において保育を必要とする子どもにも保育を提供）

【 丸子地域 】（０歳児）

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 40 40 39 39 39

確保の内容（人） [B] 40 40 39 39 39

特定教育・保育施設 40 40 39 39 39

特定地域型保育事業所 0 0 0 0 0

認可外保育施設 0 0 0 0 0

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 38 0 0 0 0

特定教育・保育施設 38

特定地域型保育事業所 0

認可外保育施設 0

過不足 [C]－[A] ▲ 2 ▲ 40 ▲ 39 ▲ 39 ▲ 39

【 真田地域 】（０歳児）

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 10 9 9 9 9

確保の内容（人） [B] 10 9 9 9 9

特定教育・保育施設 10 9 9 9 9

特定地域型保育事業所 0 0 0 0 0

認可外保育施設 0 0 0 0 0

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 7 0 0 0 0

特定教育・保育施設 7

特定地域型保育事業所 0

認可外保育施設 0

過不足 [C]－[A] ▲ 3 ▲ 9 ▲ 9 ▲ 9 ▲ 9

実
績

事
業
計
画

実
績

事
業
計
画

事
業
計
画

実
績
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【 武石地域 】（０歳児）

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 5 5 5 5 5

確保の内容（人） [B] 5 5 5 5 5

特定教育・保育施設 5 5 5 5 5

特定地域型保育事業所 0 0 0 0 0

認可外保育施設 0 0 0 0 0

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 5 0 0 0 0

特定教育・保育施設 5

特定地域型保育事業所 0

認可外保育施設 0

過不足 [C]－[A] 0 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 5

【 市全域 】（０歳児）

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 318 316 313 311 310

確保の内容（人） [B] 318 316 313 311 310

特定教育・保育施設 291 289 286 284 283

特定地域型保育事業所 27 27 27 27 27

認可外保育施設 0 0 0 0 0

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 308 0 0 0 0

特定教育・保育施設 284 0 0 0 0

特定地域型保育事業所 24 0 0 0 0

認可外保育施設 0 0 0 0 0

過不足 [C]－[A] ▲ 10 ▲ 316 ▲ 313 ▲ 311 ▲ 310
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業
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【 上田地域 】　１歳児

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 459 455 452 448 443

確保の内容（人） [B] 459 455 452 448 443

特定教育・保育施設 416 412 409 405 400

特定地域型保育事業所 40 40 40 40 40

認可外保育施設 3 3 3 3 3

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 425 0 0 0 0

特定教育・保育施設 385

特定地域型保育事業所 40

認可外保育施設 0

過不足 [C]－[A] ▲ 34 ▲ 455 ▲ 452 ▲ 448 ▲ 443

【 丸子地域 】　１歳児

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 58 57 57 56 56

確保の内容（人） [B] 58 57 57 56 56

特定教育・保育施設 57 56 56 55 55

特定地域型保育事業所 0 0 0 0 0

認可外保育施設 1 1 1 1 1

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 54 0 0 0 0

特定教育・保育施設 54

特定地域型保育事業所 0

認可外保育施設 0

過不足 [C]－[A] ▲ 4 ▲ 57 ▲ 57 ▲ 56 ▲ 56

【 真田地域 】　１歳児

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 38 38 38 37 37

確保の内容（人） [B] 38 38 38 37 37

特定教育・保育施設 36 36 36 35 35

特定地域型保育事業所 0 0 0 0 0

認可外保育施設 2 2 2 2 2

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 31 0 0 0 0

特定教育・保育施設 31

特定地域型保育事業所 0

認可外保育施設 0

過不足 [C]－[A] ▲ 7 ▲ 38 ▲ 38 ▲ 37 ▲ 37
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【 武石地域 】　１歳児

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 5 5 5 5 5

確保の内容（人） [B] 5 5 5 5 5

特定教育・保育施設 5 5 5 5 5

特定地域型保育事業所 0 0 0 0 0

認可外保育施設 0 0 0 0 0

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 5 0 0 0 0

特定教育・保育施設 5

特定地域型保育事業所 0

認可外保育施設 0

過不足 [C]－[A] 0 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 5

【 市全域 】　１歳児

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 560 555 552 546 541

確保の内容（人） [B] 560 555 552 546 541

特定教育・保育施設 514 509 506 500 495

特定地域型保育事業所 40 40 40 40 40

認可外保育施設 6 6 6 6 6

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 515 0 0 0 0

特定教育・保育施設 475 0 0 0 0

特定地域型保育事業所 40 0 0 0 0

認可外保育施設 0 0 0 0 0

過不足 [C]－[A] ▲ 45 ▲ 555 ▲ 552 ▲ 546 ▲ 541
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業
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【 上田地域 】　２歳児

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 424 452 448 444 441

確保の内容（人） [B] 424 452 448 444 441

特定教育・保育施設 384 412 408 404 401

特定地域型保育事業所 38 38 38 38 38

認可外保育施設 2 2 2 2 2

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 547 0 0 0 0

特定教育・保育施設 502

特定地域型保育事業所 44

認可外保育施設 1

過不足 [C]－[A] 123 ▲ 452 ▲ 448 ▲ 444 ▲ 441

【 丸子地域 】　２歳児

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 74 79 78 77 77

確保の内容（人） [B] 74 79 78 77 77

特定教育・保育施設 73 78 77 76 76

特定地域型保育事業所 0 0 0 0 0

認可外保育施設 1 1 1 1 1

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 74 0 0 0 0

特定教育・保育施設 74

特定地域型保育事業所 0

認可外保育施設 0

過不足 [C]－[A] 0 ▲ 79 ▲ 78 ▲ 77 ▲ 77

【 真田地域 】　２歳児

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 31 34 33 33 33

確保の内容（人） [B] 31 34 33 33 33

特定教育・保育施設 31 34 33 33 33

特定地域型保育事業所 0 0 0 0 0

認可外保育施設 0 0 0 0 0

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 33 0 0 0 0

特定教育・保育施設 33

特定地域型保育事業所 0

認可外保育施設 0

過不足 [C]－[A] 2 ▲ 34 ▲ 33 ▲ 33 ▲ 33
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【 武石地域 】　２歳児

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 9 10 10 10 10

確保の内容（人） [B] 9 10 10 10 10

特定教育・保育施設 9 10 10 10 10

特定地域型保育事業所 0 0 0 0 0

認可外保育施設 0 0 0 0 0

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 8 0 0 0 0

特定教育・保育施設 8

特定地域型保育事業所 0

認可外保育施設 0

過不足 [C]－[A] ▲ 1 ▲ 10 ▲ 10 ▲ 10 ▲ 10

【 市全域 】　２歳児

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（人） [A] 538 575 569 564 561

確保の内容（人） [B] 538 575 569 564 561

特定教育・保育施設 497 534 528 523 520

特定地域型保育事業所 38 38 38 38 38

認可外保育施設 3 3 3 3 3

過不足 [B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（人） [C] 662 0 0 0 0

特定教育・保育施設 617 0 0 0 0

特定地域型保育事業所 44 0 0 0 0

認可外保育施設 1 0 0 0 0

過不足 [C]－[A] 124 ▲ 575 ▲ 569 ▲ 564 ▲ 561
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２ 　地域子ども・子育て支援事業

⑴ 利用者支援事業

(ｱ) 基本型

【 市全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（か所）[A] 1 1 1 1 1

確保の内容（か所）[B] 1 1 1 1 1

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（か所）[C] 1

過不足 [C]－[A] 0 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1

(ｲ) 地域子育て相談機関

【 市全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（か所）[A] 1 1 1 1 1

確保の内容（か所）[B] 1 1 1 1 1

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（か所）[C] 1

過不足 [C]－[A] 0 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1

(ｳ) こども家庭センター型

【 市全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（か所）[A] 1 1 1 1 1

確保の内容（か所）[B] 1 1 1 1 1

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（か所）[C] 1

過不足 [C]－[A] 0 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1

⑵ 地域子育て支援拠点事業

【 市全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ利用回数）[A] 83,102 81,891 82,706 81,979 81,274

確保の内容（延べ利用回数）[B] 83,102 81,891 82,706 81,979 81,274

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ利用回数）[C] 79,373

過不足 [C]－[A] ▲ 3,729 ▲ 81,891 ▲ 82,706 ▲ 81,979 ▲ 81,274
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⑶ 妊婦健康診査

【 市全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（受診人数） 916 909 901 892 884

量の見込み（受診回数）[A] 12,824 12,726 12,614 12,488 12,376

確保の内容（受診回数）[B] 12,824 12,726 12,614 12,488 12,376

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（受診回数）[C] 9,056

過不足 [C]－[A] ▲ 3,768 ▲ 12,726 ▲ 12,614 ▲ 12,488 ▲ 12,376

⑷ 乳児家庭全戸訪問事業

【 市全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（訪問回数）[A] 906 909 901 892 884

確保の内容（訪問回数）[B] 916 909 901 892 884

過不足　[B]－[A] 10 0 0 0 0

確保の内容（訪問回数）[C] 761

過不足 [C]－[A] ▲ 145 ▲ 909 ▲ 901 ▲ 892 ▲ 884

⑸ 養育支援訪問事業

【 市全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（訪問家庭数） 550 550 550 550 550

量の見込み（訪問回数）[A] 2,700 2,700 2,700 2,700 2,700

確保の内容（訪問回数）[B] 2,700 2,700 2,700 2,700 2,700

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（訪問回数）[C] 2,894

過不足 [C]－[A] 194 ▲ 2,700 ▲ 2,700 ▲ 2,700 ▲ 2,700

⑹ 子育て世帯訪問支援事業

【 市全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（訪問家庭数） 30 30 30 30 30

量の見込み（訪問回数）[A] 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

確保の内容（訪問回数）[B] 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（訪問回数）[C] 705

過不足 [C]－[A] ▲ 495 ▲ 1,200 ▲ 1,200 ▲ 1,200 ▲ 1,200
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⑺ 子育て短期問支援事業（ショートステイ事業）

【 市全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ利用日数）[A] 191 227 262 297 333

確保の内容（延べ利用日数）[B] 191 227 262 297 333

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ利用日数）[C] 186

過不足 [C]－[A] ▲ 5 ▲ 227 ▲ 262 ▲ 297 ▲ 333

⑻ ファミリー・サポート・センター事業

【 市全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ利用日数）[A] 1,795 1,768 1,786 1,770 1,755

確保の内容（延べ利用日数）[B] 1,795 1,768 1,786 1,770 1,755

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ利用日数）[C] 1,171

過不足 [C]－[A] ▲ 624 ▲ 1,768 ▲ 1,786 ▲ 1,770 ▲ 1,755

⑼ 一時預かり事業

　【 一時預かり事業（幼稚園型） 】

【 上田全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 31,651 30,536 30,536 30,037 30,523

確保の内容（延べ人数）[B] 31,651 30,536 30,536 30,037 30,523

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ人数）[C] 38,383

過不足 [C]－[A] 6,732 ▲ 30,536 ▲ 30,536 ▲ 30,037 ▲ 30,523

【 丸子全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 109 104 105 103 104

確保の内容（延べ人数）[B] 109 104 105 103 104

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ人数）[C] 95

過不足 [C]－[A] ▲ 14 ▲ 104 ▲ 105 ▲ 103 ▲ 104
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【 真田全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 2,292 2,197 2,224 2,170 2,210

確保の内容（延べ人数）[B] 2,292 2,197 2,224 2,170 2,210

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ人数）[C] 1,776

過不足 [C]－[A] ▲ 516 ▲ 2,197 ▲ 2,224 ▲ 2,170 ▲ 2,210

【 武石全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ人数）[B] 0 0 0 0 0

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ人数）[C] 0

過不足 [C]－[A] 0 0 0 0 0

【 市全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 34,052 32,837 32,865 32,310 32,837

確保の内容（延べ人数）[B] 34,052 32,837 32,865 32,310 32,837

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ人数）[C] 40,254 0 0 0 0

過不足 [C]－[A] 6,202 ▲ 32,837 ▲ 32,865 ▲ 32,310 ▲ 32,837

　【 一時預かり事業（幼稚園型以外） 】

【 上田全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 4,143 4,208 4,172 4,134 4,099

確保の内容（延べ人数）[B] 4,143 4,208 4,172 4,134 4,099

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ人数）[C] 7,150

過不足 [C]－[A] 3,007 ▲ 4,208 ▲ 4,172 ▲ 4,134 ▲ 4,099

【 丸子全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 766 780 774 769 760

確保の内容（延べ人数）[B] 766 780 774 769 760

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ人数）[C] 1,034

過不足 [C]－[A] 268 ▲ 780 ▲ 774 ▲ 769 ▲ 760
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【 真田全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 239 243 242 240 237

確保の内容（延べ人数）[B] 239 243 242 240 237

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ人数）[C] 172

過不足 [C]－[A] ▲ 67 ▲ 243 ▲ 242 ▲ 240 ▲ 237

【 武石全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 35 36 36 36 35

確保の内容（延べ人数）[B] 35 36 36 36 35

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ人数）[C] 0

過不足 [C]－[A] ▲ 35 ▲ 36 ▲ 36 ▲ 36 ▲ 35

【 市全域 】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 5,183 5,267 5,224 5,179 5,131

確保の内容（延べ人数）[B] 5,183 5,267 5,224 5,179 5,131

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ人数）[C] 8,356 0 0 0 0

過不足 [C]－[A] 3,173 ▲ 5,267 ▲ 5,224 ▲ 5,179 ▲ 5,131
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実
績

事
業
計
画

実
績

事
業
計
画
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⑽ 延長保育・休日保育事業

【 上田地域 】

〇延長保育

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 22,231 22,001 21,907 21,629 21,709

確保の内容（延べ人数）[B] 22,231 22,001 21,907 21,629 21,709

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ人数）[C] 19,767

過不足 [C]－[A] ▲ 2,464 ▲ 22,001 ▲ 21,907 ▲ 21,629 ▲ 21,709

〇休日保育

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 346 343 342 339 339

確保の内容（延べ人数）[B] 424 419 418 413 414

過不足　[B]－[A] 78 76 76 74 75

確保の内容（延べ人数）[C] 310

過不足 [C]－[A] ▲ 36 ▲ 343 ▲ 342 ▲ 339 ▲ 339

【 丸子地域 】

〇延長保育

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 1,273 1,252 1,252 1,235 1,241

確保の内容（延べ人数）[B] 1,273 1,252 1,252 1,235 1,241

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ人数）[C] 1,047

過不足 [C]－[A] ▲ 226 ▲ 1,252 ▲ 1,252 ▲ 1,235 ▲ 1,241

〇休日保育

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 49 48 48 47 48

確保の内容（延べ人数）[B] 0 0 0 0 0

過不足　[B]－[A] ▲ 49 ▲ 48 ▲ 48 ▲ 47 ▲ 48

確保の内容（延べ人数）[C] 0

過不足 [C]－[A] ▲ 49 ▲ 48 ▲ 48 ▲ 47 ▲ 48

実
績

事
業
計
画

実
績

事
業
計
画

実
績

事
業
計
画

実
績

事
業
計
画
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【 真田地域 】

〇延長保育

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 440 435 436 429 431

確保の内容（延べ人数）[B] 440 435 436 429 431

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ人数）[C] 521

過不足 [C]－[A] 81 ▲ 435 ▲ 436 ▲ 429 ▲ 431

〇休日保育

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 23 23 23 22 22

確保の内容（延べ人数）[B] 0 0 0 0 0

過不足　[B]－[A] ▲ 23 ▲ 23 ▲ 23 ▲ 22 ▲ 22

確保の内容（延べ人数）[C] 0

過不足 [C]－[A] ▲ 23 ▲ 23 ▲ 23 ▲ 22 ▲ 22

【 武石地域 】

〇延長保育

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 101 101 100 100 100

確保の内容（延べ人数）[B] 101 101 100 100 100

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ人数）[C] 69

過不足 [C]－[A] ▲ 32 ▲ 101 ▲ 100 ▲ 100 ▲ 100

〇休日保育

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 6 5 5 5 5

確保の内容（延べ人数）[B] 0 0 0 0 0

過不足　[B]－[A] ▲ 6 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 5

確保の内容（延べ人数）[C] 0

過不足 [C]－[A] ▲ 6 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 5

事
業
計
画

実
績

事
業
計
画

実
績

事
業
計
画

実
績

事
業
計
画

実
績
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【 市全域 】

〇延長保育

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 24,045 23,789 23,695 23,393 23,481

確保の内容（延べ人数）[B] 24,045 23,789 23,695 23,393 23,481

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ人数）[C] 21,404 0 0 0 0

過不足 [C]－[A] ▲ 2,641 ▲ 23,789 ▲ 23,695 ▲ 23,393 ▲ 23,481

〇休日保育

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ人数）[A] 424 419 418 413 414

確保の内容（延べ人数）[B] 602 419 418 413 414

過不足　[B]－[A] 178 0 0 0 0

確保の内容（延べ人数）[C] 310 0 0 0 0

過不足 [C]－[A] ▲ 114 ▲ 419 ▲ 418 ▲ 413 ▲ 414

⑾ 病児・病後児保育事業

【市全域】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ利用日数）[A] 1,071 1,102 1,134 1,168 1,202

確保の内容（延べ利用日数）[B] 1,071 1,102 1,134 1,168 1,202

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ利用日数）[C] 957

過不足 [C]－[A] ▲ 114 ▲ 1,102 ▲ 1,134 ▲ 1,168 ▲ 1,202

⑿ 親子関係形成支援事業

【市全域】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ利用日数）[A] 26 27 28 29 30

確保の内容（延べ利用日数）[B] 26 27 28 29 30

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ利用日数）[C] 32

過不足 [C]－[A] 6 ▲ 27 ▲ 28 ▲ 29 ▲ 30

実
績

事
業
計
画

事
業
計
画

実
績

事
業
計
画

実
績

事
業
計
画

実
績
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⒀ 妊婦等包括相談支援事業

【市全域】

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

 妊娠届出数 (件) 916 909 901 892 884

 1組当たり面談回数 (回) 3 3 3 3 3

 面談実施合計回数 (回) [A] 2,748 2,727 2,703 2,676 2,652

2,748 2,727 2,703 2,676 2,652

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

1,845 0 0 0 0

過不足　[D]－[A] ▲ 903 ▲ 2,727 ▲ 2,703 ▲ 2,676 ▲ 2,652

⒁ 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）

【市全域】

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

量の見込み（延べ人数）[A] 792 792 792 792

確保方策（延べ人数） [B] 792 792 792 792

過不足[B]－[A] 0 0 0 0 0

量の見込み（延べ人数）[C] 528 528 528 528

確保方策（延べ人数） [D] 528 528 528 528

過不足[D]－[C] 0 0 0 0 0

量の見込み（延べ人数）[E] 528 528 528 528

確保方策（延べ人数） [F] 528 528 528 528

過不足[F]－[E] 0 0 0 0 0

量の見込み（延べ人数）[G] 0 1,848 1,848 1,848 1,848

確保方策（延べ人数） [H] 0 1,848 1,848 1,848 1,848

過不足[H]－[G] 0 0 0 0 0

確保方策（延べ人数） [I]

過不足　[I]－[A] 0 ▲ 792 ▲ 792 ▲ 792 ▲ 792

確保方策（延べ人数） [J]

過不足　[J]－[C] 0 0 0 0 0

確保方策（延べ人数） [K]

過不足　[K]－[E] 0 ▲ 528 ▲ 528 ▲ 528 ▲ 528

確保方策（延べ人数） [L] 0 0 0 0 0

過不足　[L]－[G] 0 ▲ 528 ▲ 528 ▲ 528 ▲ 528

事
業
計
画

量
の
見
込
み

確保の内容※（面談実施合計回数）[B]

実
績

実
績

0
歳
児

１
歳
児

２
歳
児

合
計

確保の内容※（面談実施合計回数）[D]

事
業
計
画

0
歳
児

１
歳
児

２
歳
児

合
計
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⒂ 産後ケア事業

【市全域】

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（延べ利用日数）[A] 959 952 945 934 927

確保の内容（延べ利用日数）[B] 959 952 945 934 927

過不足　[B]－[A] 0 0 0 0 0

確保の内容（延べ利用日数）[C] 1,186

過不足 [C]－[A] 227 ▲ 952 ▲ 945 ▲ 934 ▲ 927

事
業
計
画

実
績
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⒃ 放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み[A] 49 46 43 39 37

確保の内容[B] 90 90 90 90 90

過不足　[B]－[A] 41 44 47 51 53

確保の内容[C] 51

過不足  [C]－[A] 2 ▲ 46 ▲ 43 ▲ 39 ▲ 37

量の見込み[A] 108 101 95 92 92

確保の内容[B] 160 160 160 160 160

過不足　[B]－[A] 52 59 65 68 68

確保の内容[C] 97

過不足  [C]－[A] ▲ 11 ▲ 101 ▲ 95 ▲ 92 ▲ 92

量の見込み[A] 63 62 59 59 58

確保の内容[B] 80 80 80 80 80

過不足　[B]－[A] 17 18 21 21 22

確保の内容[C] 60

過不足  [C]－[A] ▲ 3 ▲ 62 ▲ 59 ▲ 59 ▲ 58

量の見込み[A] 112 116 112 108 106

確保の内容[B] 90 116 116 116 116

過不足　[B]－[A] ▲ 22 0 4 8 10

確保の内容[C] 114

過不足  [C]－[A] 2 ▲ 116 ▲ 112 ▲ 108 ▲ 106

量の見込み[A] 70 67 61 57 54

確保の内容[B] 77 77 77 77 77

過不足　[B]－[A] 7 10 16 20 23

確保の内容[C] 74

過不足  [C]－[A] 4 ▲ 67 ▲ 61 ▲ 57 ▲ 54

量の見込み[A] 61 59 60 53 58

確保の内容[B] 85 85 85 85 85

過不足　[B]－[A] 24 26 25 32 27

確保の内容[C] 53

過不足  [C]－[A] ▲ 8 ▲ 59 ▲ 60 ▲ 53 ▲ 58

量の見込み[A] 118 114 111 112 114

確保の内容[B] 137 137 137 137 137

過不足　[B]－[A] 19 23 26 25 23

確保の内容[C] 108

過不足  [C]－[A] ▲ 10 ▲ 114 ▲ 111 ▲ 112 ▲ 114

量の見込み[A] 104 99 99 96 95

確保の内容[B] 90 99 99 99 99

過不足　[B]－[A] ▲ 14 0 0 3 4

確保の内容[C] 116

過不足  [C]－[A] 12 ▲ 99 ▲ 99 ▲ 96 ▲ 95

事
業
計
画

実
績

東小

西小

事
業
計
画

実
績

事
業
計
画清明小

実
績

事業計画
学校 区分等

北小

事
業
計
画

実
績

城下小

事
業
計
画

実
績

事
業
計
画

実
績

川辺小

事
業
計
画

実
績

塩尻小

事
業
計
画

実
績

神川小
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令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

事業計画
学校 区分等

量の見込み[A] 117 115 114 114 111

確保の内容[B] 90 115 115 115 115

過不足　[B]－[A] ▲ 27 0 1 1 4

確保の内容[C] 132

過不足  [C]－[A] 15 ▲ 115 ▲ 114 ▲ 114 ▲ 111

量の見込み[A] 63 61 64 65 66

確保の内容[B] 65 65 65 65 65

過不足　[B]－[A] 2 4 1 0 ▲ 1

確保の内容[C] 65

過不足  [C]－[A] 2 ▲ 61 ▲ 64 ▲ 65 ▲ 66

量の見込み[A] 39 41 39 39 35

確保の内容[B] 30 41 41 41 41

過不足　[B]－[A] ▲ 9 0 2 2 6

確保の内容[C] 39

過不足  [C]－[A] 0 ▲ 41 ▲ 39 ▲ 39 ▲ 35

量の見込み[A] 76 71 69 68 66

確保の内容[B] 110 110 110 110 110

過不足　[B]－[A] 34 39 41 42 44

確保の内容[C] 75

過不足  [C]－[A] ▲ 1 ▲ 71 ▲ 69 ▲ 68 ▲ 66

量の見込み[A] 34 34 30 29 28

確保の内容[B] 45 45 45 45 45

過不足　[B]－[A] 11 11 15 16 17

確保の内容[C] 35

過不足  [C]－[A] 1 ▲ 34 ▲ 30 ▲ 29 ▲ 28

量の見込み[A] 10 9 8 7 6

確保の内容[B] 40 40 40 40 40

過不足　[B]－[A] 30 31 32 33 34

確保の内容[C] 6

過不足  [C]－[A] ▲ 4 ▲ 9 ▲ 8 ▲ 7 ▲ 6

量の見込み[A] 39 38 34 31 31

確保の内容[B] 45 45 45 45 45

過不足　[B]－[A] 6 7 11 14 14

確保の内容[C] 44

過不足  [C]－[A] 5 ▲ 38 ▲ 34 ▲ 31 ▲ 31

量の見込み[A] 104 102 97 92 87

確保の内容[B] 80 104 104 104 104

過不足　[B]－[A] ▲ 24 2 7 12 17

確保の内容[C] 97

過不足  [C]－[A] ▲ 7 ▲ 102 ▲ 97 ▲ 92 ▲ 87

神科小

事
業
計
画

実
績

事
業
計
画

実
績

東塩田小

事
業
計
画

実
績

豊殿小

事
業
計
画

実
績

塩田西小

事
業
計
画

実
績

中塩田小

事
業
計
画

実
績

川西小

事
業
計
画

実
績

浦里小

事
業
計
画

実
績

南小
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令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

事業計画
学校 区分等

量の見込み[A] 76 68 65 62 57

確保の内容[B] 105 105 105 105 105

過不足　[B]－[A] 29 37 40 43 48

確保の内容[C] 73

過不足  [C]－[A] ▲ 3 ▲ 68 ▲ 65 ▲ 62 ▲ 57

量の見込み[A] 81 82 78 77 78

確保の内容[B] 90 90 90 90 90

過不足　[B]－[A] 9 8 12 13 12

確保の内容[C] 83

過不足  [C]－[A] 2 ▲ 82 ▲ 78 ▲ 77 ▲ 78

量の見込み[A] 32 33 32 32 29

確保の内容[B] 35 35 35 35 35

過不足　[B]－[A] 3 2 3 3 6

確保の内容[C] 33

過不足  [C]－[A] 1 ▲ 33 ▲ 32 ▲ 32 ▲ 29

量の見込み[A] 18 16 16 15 14

確保の内容[B] 20 20 20 20 20

過不足　[B]－[A] 2 4 4 5 6

確保の内容[C] 16

過不足  [C]－[A] ▲ 2 ▲ 16 ▲ 16 ▲ 15 ▲ 14

量の見込み[A] 21 18 16 14 13

確保の内容[B] 30 30 30 30 30

過不足　[B]－[A] 9 12 14 16 17

確保の内容[C] 18

過不足  [C]－[A] ▲ 3 ▲ 18 ▲ 16 ▲ 14 ▲ 13

量の見込み[A] 19 18 17 15 15

確保の内容[B] 35 35 35 35 35

過不足　[B]－[A] 16 17 18 20 20

確保の内容[C] 20

過不足  [C]－[A] 1 ▲ 18 ▲ 17 ▲ 15 ▲ 15

量の見込み[A] 37 35 35 32 31

確保の内容[B] 52 52 52 52 52

過不足　[B]－[A] 15 17 17 20 21

確保の内容[C] 37

過不足  [C]－[A] 0 ▲ 35 ▲ 35 ▲ 32 ▲ 31

量の見込み[A] 39 38 33 33 27

確保の内容[B] 45 45 45 45 45

過不足　[B]－[A] 6 7 12 12 18

確保の内容[C] 77

過不足  [C]－[A] 38 ▲ 38 ▲ 33 ▲ 33 ▲ 27

丸子北小

事
業
計
画

実
績

丸子中央

事
業
計
画

実
績

事
業
計
画

実
績

菅平小

事
業
計
画

実
績

塩川小

事
業
計
画

実
績

傍陽小

事
業
計
画

実
績

長小

事
業
計
画

実
績

武石小

事
業
計
画

実
績

本原小
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令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

事業計画
学校 区分等

量の見込み[A] 1,490 1,443 1,387 1,341 1,308

確保の内容[B] 1,726 1,821 1,821 1,821 1,821

過不足　[B]－[A] 236 378 434 480 513

確保の内容[C] 1,523 0 0 0 0

過不足  [C]－[A] 33 ▲ 1,443 ▲ 1,387 ▲ 1,341 ▲ 1,308

市全体

事
業
計
画

実
績
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1 

 

 

 

就学前教育・保育施設整備交付金を活用する民間保育所助成事業について 

 

本事業は、幼保連携型認定こども園かんぎおんが実施する、園舎外壁等修繕工事につき、国の「就学前

教育・保育施設整備交付金」を活用し、上田市民間保育所等施設整備事業補助金交付要綱に基づき、施設

整備に要する費用に対し、市から補助金を交付するものです。 

なお、国への交付申請にあたっては、事前に上田市子ども・子育て会議の承認を得ることとされている

ことから、この度諮問を行うものです。 

 

１ 事業の概要 

（１）申請者      社会福祉法人 大慈会 

（２）事業類型  幼保連携型認定こども園（定員 90人） 

（３）事業実施園    かんぎおん（上田市常磐城 3-7-48）   

（４）修繕工事の内容 雨樋・外壁等の修繕・防水塗装 

（５）事業費（概算） 30,305千円（うち補助金 国 13,282千円、市 6,641千円） 

（６）施設の概要等 ・東棟園舎 130.11㎡ 鉄骨造陸屋根３階建（平成 14年 11月建築） 

     ・本園舎  884.67㎡ 鉄骨造かわらぶき・陸屋根２階建（平成 19年 11月建築） 

 

  東棟園舎は建築から 24年、本園舎は 19年経過しており、老朽化による雨漏り等がみられる状況と

なっています。 

外壁等の修繕・防水塗装をすることにより外壁材を紫外線や雨水から保護し、ひび割れや塗膜の剥が

れを防ぐとともに、老朽化が見られる雨樋の修繕もすることにより、建物の価値を維持し快適な園生活

を園児に送ってもらえるよう環境整備を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

  
  

本園舎 東棟園舎 

資料４ 
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２ 位置図 

 

 

３ 園舎図面 

                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

東園舎 

本園舎 

平面図（全体） 
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４ 幼保連携型認定こども園かんぎおんの保育の状況 

定 員 90人 

在園児数 

令和 8年 7月 1日時点 

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 計 

5人 12人 18人 18人 25人 20人 98人 

_ 

園の理念 
子どもの心に寄り添い、子どもの力を信じる 

養護と教育が一体となって豊かな人間性を持った子供を育む 

園の目標 
げんきで すなおな がんばる子 

～主体性のある子ども 思いやりのある優しい子ども～ 

備 考 一時預かり事業の実施 

 

５ 直近における「上田市民間保育所等施設整備事業補助金」を活用した民間保育所 

令和 4年度 日向幼稚園 園舎建設（認定こども園化） 

事業費 16,416千円（うち補助金 12,262千円）  

令和 5年度 日向幼稚園 園舎建設（認定こども園化） 

事業費 339,814千円（うち補助金 257,214千円）※2か年事業   

令和 6年度 サンライズキッズ上田園 小規模保育事業所新設（賃貸物件改修） 

事業費 18,020千円（うち補助金 16,088千円）   

令和 6年度 すくすく園 小規模保育事業所＋認可外建設  

事業費 49,381千円（うち補助金 43,895千円） 

令和 7年度 サンライズキッズ上田国分園 小規模保育事業所新設（賃貸物件改修） 

      事業費 19,479千円（うち補助金 17,314千円）  

 



乳児等通園支援事業の利用定員の設定について 

 

 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）は、令和８年４月１日から全国の市区町村で本格実施とな

り、上田市においても実施しているところです。 

 

 

 

 

 

 

 

子ども・子育て支援法の規定により、利用定員の設定に当たっては、子ども・子育て会議の意見を聴く

こととされています。 

 今回、新たにこども誰でも通園制度の実施を希望する事業所から認可の申請があり、子ども・子育て会

議の意見を伺うものです。 

 

特定乳児等通園支援事業を実施する事業者及び定員設定 

事業所名 社会福祉法人大慈会 

施設名称 幼保連携型認定こども園 かんぎおん 

所在地 上田市常磐城３丁目７－４８ 

事業開始日 認可後に速やかに開始予定 

区分 一般型 （通常の保育とは別に定員設定をするもの） 

定員 0～２歳児 ２人 （内訳 ０歳児：０人、１歳児：１人、２歳児：１人） 

 

 

 【参考】 認定こども園かんぎおんの通常の保育の状況 

定員（通常の保育） ９０人 

在園児数 

R8 年７月１日時点 

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 計 

５人 １２人 １８人 １８人 ２５人 ２０人 ９８人 
 

園の理念 
子どもの心に寄り添い、子どもの力を信じる 

養護と教育が一体となって豊かな人間性を持った子どもを育む 

園の目標 
げんきで すなおで がんばる子 

～主体性のある子ども 思いやりのある優しい子ども～ 

備考 一時預かり事業の実施 

 

 

〇こども誰でも通園制度 

保育所等に在籍していない３歳未満児を対象に、一定時間以内（月に１０時間）、時間単位で保

育所等を利用できる制度であり、子どもの成長の促進及び子育て支援を目的としている。 

〇上田市での実施園 

 公立園：豊殿保育園、まるこ保育園 

 私立園：あそびの森あきわ、みのり保育園 

資料５ 



【参考】 上田市における、こども誰でも通園制度の実施状況 

 

１ 実施施設と定員 

 ０歳 １歳 ２歳 計 

あそびの森あきわ ２人 ２人 ２人 ６人 

みのり保育園 １人 １人 １人 ３人 

豊殿保育園（公立） ２人 ２人 ２人 ６人 

まるこ保育園（公立） ２人 ２人 ２人 ６人 

計 ７人 ７人 ７人 ２１人 

 

２ 対象者数と認定状況 （R8 年７月１日時点） 

項目 人数 備考 

① ０歳６か月～２歳の人口 2,106 人 ０歳児人口×1/2 として算出 

② 在園児数 1,258 人 認可外は含まず 

③ 対象者数 （①－②） ８４８人  

④ 認定者数 ４９人 
0 歳児 1 歳児 2 歳児 

１３人 ２８人 ８人 
 

 

３ 利用状況 （R８年４月～５月） 

 延べ利用者数 延べ利用時間数 備考 

あそびの森あきわ １人 2.5 時間  

みのり保育園 ０人 0 時間  

豊殿保育園（公立） １２人 ５0.5 時間  

まるこ保育園（公立） ２人 ６時間  

計 １５人 ５９時間  

 

 



保育提供体制の実施計画の承認について 

 

１ 概要 

本計画は、国の制度に基づき、市町村が保育需要と提供体制を整理し、必要な整備や人材確保等の取

組を計画的に進めるために策定するもので、子ども・子育て会議において承認をいただくことになってお

ります。 

 上田市では、令和８年度の国の補助制度を活用するために、令和８年２月に県を通して国に計画を提出

する必要があったことから、すでに提出を済ませております。 

 国の規定で、提出後であっても、子ども・子育て会議の承認が必要であることから、今回、承認をお願い

するものです。 

 

２ 保育提供体制の実施計画 

この実施計画は、国の補助制度を活用するために作成する計画ですが、その内容は第三次上田市子ど

も・子育て支援事業計画に基づいています。 

新たに保育需要や施設整備の方針を定めるものではなく、既に策定済みの計画内容を国の様式に沿っ

て整理したものです。 

（１） 令和７年度以降の保育需要と提供体制について 

   別紙のとおり 

   ※第三次上田市子ども・子育て支援事業計画に基づいた内容となっています。 

 

（２） 実施計画に記載した課題、今後の取組 

   実施計画には別添として、現在の課題や今後の取組についても記載することになっており、これも第

三次上田市子ども・子育て支援事業計画に基づいて記載しています。 

ア 課題 

・少子化・人口減少の進行による将来的な利用児童数の減少 

・共働き世帯の増加等に伴う 3 歳未満児の保育需要の増加 

・保育士の確保・定着が困難であることによる受入体制の制約 

イ 今後の取組 

・3 歳未満児の保育需要への対応強化 

・保育人材の確保・定着対策の推進 

・ICT 活用による業務負担の軽減と質の向上 

 

 （３） 実施計画提出によって活用する国の補助制度 

   保育士宿舎借り上げ支援事業への財政支援を見込んでおります。 

    ※保育士の確保・定着が課題となっていることから、この事業への財政支援をうけるものです。 
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【参考】 保育士宿舎借り上げ支援事業補助金 

 

１ 目的 

保育士確保対策として、保育所等の事業者が保育士用の宿舎を借り上げるための費用の一部を支援す

ることによって、保育士が働きやすい環境を整備する。 

 

２ 対象経費 

事業者が雇用する保育士向けの宿舎の借り上げに係る経費のうち、賃借料及び共益費 

 

３ 対象の保育士 

   市内の保育所等に勤務する常勤保育士で、雇用開始年度から５年目までの者 

 

４ 補助基準額 

   月額 47,000 円を上限とする。（上田地域の場合） 

 

５ 補助割合 

   国：1/2 市：1/4 ※1/4 は事業者が負担する。 

 



市区町村名：

１．令和７年度以降の保育需要と提供体制

都道府県 長野県 担当者名

市区町村 上田市 電話番号

所属（課・室） 保育課 メールアドレス

保育提供区域 全域 ←プルダウン選択してください。複数区域を選択した場合は、様式１－２のシートをつけて提出してください。

令和7年4月1日 令和8年4月1日 令和9年4月1日 令和10年4月1日 令和11年4月1日

実績 実績 見込み・計画数 見込み・計画数 見込み・計画数

０ 歳 児 847. 759. 901. 892. 884.

１ ・ ２ 歳 児 1,859. 1,753. 1,891. 1,876. 1,859.

３ 歳 以 上 児 3,030. 3,007. 2,913. 2,864. 2,910.

合 計 5,736. 5,519. 5,705. 5,632. 5,653.

０ 歳 児 59. 48. 63. 62. 62.

１ ・ ２ 歳 児 1,105. 1,013. 1,121. 1,110. 1,102.

３ 歳 以 上 児 2,129. 2,173. 2,886. 2,838. 2,884.

合 計 3,293. 3,234. 4,070. 4,010. 4,048.

０ 歳 児 7.0% 6.3% 7.0% 7.0% 7.0%

１ ・ ２ 歳 児 59.4% 57.8% 59.3% 59.2% 59.3%

３ 歳 以 上 児 70.3% 72.3% 99.1% 99.1% 99.1%

合 計 57.4% 58.6% 71.3% 71.2% 71.6%

０ 歳 児 271. 284. 313. 311. 310.

１ ・ ２ 歳 児 994. 1,060. 1,121. 1,110. 1,102.

３ 歳 以 上 児 2,876. 2,903. 2,886. 2,838. 2,884.

合 計 4,141. 4,247. 4,320. 4,259. 4,296.

０ 歳 児 0. 0.

１ ・ ２ 歳 児 0. 0.

３ 歳 以 上 児 0. 0.

合 計 0. 0.

申

込

者

数

（

保

育

ニ

ー

ズ

）

②

申

込

率

（

②

／

①

）

利

用

定

員

数

(

整

備

量

)

待

機

児

童

数

0268-23-5132

hoiku@city.ueda.nagano.jp

保育提供区域の
設定の考え方

　上田市においては、子ども・子育て支援事業計画上、第2次計画までの経過も踏まえて、教育・保育提供区域を市町村合併前の4地域に区
分している。
　しかし、保育所等の利用に当たっては、働き方の多様化、広域化で区域をまたぐ利用が常態化しており、実際の入所調整は市全域を単位
として実施しており、本実施計画を支援事業計画にあわせて複数区域にしてしまうと、区域ごとに実態と乖離した計画となってしまう懸念
がある。
　こうしたことから、本実施計画は、現在の利用実態を踏まえ、市全域を一体の保育提供区域として、保育需要及び提供体制を整理するも
のである。

区分 年齢

就

学

前

児

童

数

①

大木　伸司

保育提供体制の確保のための実施計画（市区町村全域） 上田市

　担当者連絡先



   

 

   

 

 

 

 上田市公共施設等総合管理計画 

放課後児童施設 個別施設計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和  ３年  ４月策定 

令和  ８年  ６月改訂 
 

上 田 市  
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第１章 計画の目的等 

第１章 放課後児童施設個別施設計画策定の目的と位置づけ 

 

第１節 策定の目的                             

 本市では、高度経済成長期以降に集中的に整備された公共施設の老朽化が進行しており、今

後は、厳しい財政状況の中でコストを縮減しつつ、少子高齢化の進展に伴う市民ニーズの変化

への対応が求められるなど、公共施設に関する様々な課題が顕在化しています。 

これらの課題に対応するために、平成 27年度に「上田市公共施設白書」、平成 28 年度に「上

田市公共施設マネジメント基本方針」を策定し、令和８年度には両計画を統合した「上田市公

共施設等総合管理計画」（以下「総合管理計画」という。）として改訂を行い、施設の長寿命化

や施設保有量の最適化を進めることとしました。 

本計画は、総合管理計画で示された基本方針に基づき、放課後児童施設について、各施設の

現状と課題を踏まえた上で、施設の適正配置、効率的・効果的な維持管理、長寿命化、統廃合・

複合化など、具体的な取組の方向性と実施計画を示すことにより、市民に必要なサービスを将

来にわたって持続的に提供していくことを目的として策定するものです。 

児童館、児童クラブ、学童保育所からなる放課後児童施設については、第 3 次上田市子ども・

子育て支援事業計画に基づく整備を進めてきた施設ですが、全体の約 3 割の施設が耐用年数を

超えており、計画的な修繕等による長寿命化を進めるなど、老朽化への対策が必要な状況にな

っています。 

また、施設利用者の状況については、核家族化の進行や夫婦共働き家庭の一般化等により、

放課後児童施設の利用児童数は増加傾向にあります。 

しかし、新型コロナウイルス感染拡大の影響など外部要因に伴う利用者児童数の変動につい

ては、今後とも注視する必要があります。また、同時に新しい生活様式に対応した運営も求め

られています。 

快適で安全な環境整備に対する要望への対応や、施設の改修等の検討が必要な状況でありま

すが、全ての施設を整備するためには財源の確保が大きな課題となります。 

このような課題に対応し、上田市子ども・子育て支援事業計画の実現を目指すために「放課

後児童施設個別施設計画」を策定いたしました。 

「放課後児童施設個別施設計画」は、個別施設ごとの老朽度や利用度等の状況を把握・分析

し、今後の施設のあり方や整備等の有効性や必要性等についての考え方を整理しました。 

この計画に基づく整備等の実施により、基本方針の取組を推進するとともに、放課後児童施

設における効果的・効率的な行政サービスを提供することを目的としています。 
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第１章 計画の目的等 

第２節 計画の位置づけ                              

放課後児童施設個別施設計画は、総合管理計画に基づき策定する個別施設計画であり、放課

後児童施設について、長期的な視点から施設の適正配置、維持管理、更新等の基本的な方針を

定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インフラ長寿命化計画（国） 

上田市公共施設等総合管理計画 

第三次上田市総合計画 

 第五次・第六次 
上田市行財政改革大綱 

実 施 計 画 

予算編成 

施設類型ごとの個別施設計画 

【放課後児童施設】 

第 3 次 

上 田 市 子 ど

も・子育て支

援事業計画 
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第２章 計画の対象施設及び対象期間 

第２章 計画の対象施設及び対象期間 

 

第１節 対象とする施設 

（１）個別施設計画策定類型区分 

個別施設計画の策定類型区分は以下のとおりです。 

 

個別施設計画策定類型区分 

大分類 中分類 個別施設計画の策定区分 

市民文化系施設 
集会施設 

公民館施設 

コミュニティセンター 

防災センター 

解放会館・同和対策施設 

文化施設 文化施設 

社会教育系施設 
図書館 図書館 

博物館等 博物館 

スポーツ・レクリエーション系

施設 

スポーツ施設 スポーツ施設 

レクリエーション施設・観光施設 レクリエーション施設・観光施設 

保養施設 保養施設 

産業系施設 産業系施設 

商工業 

農林業 

道の駅 

学校教育系施設 
学校 学校 

その他教育施設 その他教育施設 

子育て支援施設 

幼稚園・保育園・こども園 幼稚園・保育園・こども園 

幼児・児童施設 

子育て支援施設 

丸子子育てサロン 

児童館・児童クラブ 

保健・福祉施設 

高齢福祉施設 高齢福祉施設 

児童福祉施設 児童福祉施設 

保健施設 保健施設 

その他社会福祉施設 
福祉センター 

福祉住宅 

医療施設 医療施設 医療施設 

行政系施設 
庁舎等 庁舎 

消防施設 消防施設 

公営住宅 公営住宅 
公営住宅 

武石地区特定目的賃貸住宅 

公園 公園 
都市公園 

その他公園 

供給処理施設 供給処理施設 不燃物処理資源化施設 

その他 その他 駐車場 
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第２章 計画の対象施設及び対象期間 

（２）本計画の対象施設 

本計画においては、以下の【37】施設を対象とします。  

  

 

対象施設 

〇児童館（11 施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇学童保育所、児童クラブ（26 施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No 施設名称 建物所在
建築
年度

経過年
延床面積
（㎡）

構造 階層

1 朝日が丘児童館（城下小学校） 諏訪形1590 S54 47 298 W造 1階

2 緑が丘児童館（西小学校） 中央北3-1-42 S60 41 204 W造 2階

3 下丸子児童館（丸子中央小学校） 下丸子351 S57 44 296 S造 1階

4 真田児童館（本原小学校） 真田町本原1771 H15 22 194 W造 1階

5 武石児童館（武石小学校） 下武石688 H21 16 418 W造 1階

6 川辺町児童センター（南小学校） 上田原852-1 S61 40 337 S造 1階

7 秋和児童センター（塩尻小学校） 秋和914 S62 39 582 S造 2階

8 東塩田児童センター（東塩田小学校） 古安曽2056-1 H1 37 421 S造 1階

9 大星児童センター（北小学校） 中央北3-1-42 H3 35 349 S造 1階

10 神科児童センター（神科小学校） 住吉551-1 H5 33 740 S造 1階

11 神川児童センター（神川小学校） 国分533-20 H8 30 366 S造 1階

No 施設名称 建物所在
建築
年度

経過年
延床面積
（㎡）

構造 階層

1 学童保育所太郎の家（北小学校） 中央北3-1-45 R1 7 207 W造 1階

2 学童保育所バッタの家（川辺小学校） 築地750-6 S59 42 104 W造 1階

3 学童保育所トットの家（南小学校） 中之条519-4 H28 9 250 S造 2階

住吉386-1 H22 15 168 S造 1階

住吉403-1 H5 33 175 W造 2階

諏訪形1276-6 S58 43 159 W造 2階

諏訪形705-2 S37 64 81 W造 1階

6 学童保育所ピーターパン（武石小学校） 下武石688 H21 16 94 W造 1階

学童保育所どんぐり（神科小学校）

学童保育所たんぽぽ（城下小学校）

4

5
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第２章 計画の対象施設及び対象期間 

 

No 施設名称 建物所在
建築
年度

経過年
延床面積
（㎡）

構造 階層

H17 20 88 S造 1階

S60 39 32 RC造 2階

S28 63 199 W造 1階

H9 29 66 S造 1階

中野658-1 S56 45 116 W造 1階

9 川西児童クラブ（川西小学校） 小泉976-1 H22 15 127 W造 1階

10 塩田西児童クラブ（塩田西小学校） 山田476-1 H21 16 127 W造 1階

11 浦里児童クラブ（浦里小学校） 浦野57-4 S47 52 511 W造 1階

材木町1-10-13 H6 32 68 S造 2階

材木町1-12-10 S42 57 94 W造 1階

常田2-26-15 S44 55 333 RC造 2階

H16 21 66 S造 2階

S53 48 65 S造 2階

14 清明児童クラブ（清明小学校） 大手2-4-41 S26 65 489 W造 2階

H14 23 76 RC造 2階

S43 58 65 S造 2階

H8 30 86 RC造 2階

S49 50 65 S造 2階

H13 24 75 RC造 2階

S46 53 40 CB造 1階

S50 49 77 RC造 3階

18 東塩田児童クラブ（東塩田小学校） 古安曽1929-3 S41 58 70 W造 1階

19 丸子北児童クラブ（丸子北小学校） 生田3531 H11 26 216 S造 1階

20 丸子中央児童クラブ（丸子中央小学校） 上丸子824 S46 53 192 RC造 3階

21 塩川児童クラブ（塩川小学校） 塩川1400 S52 51 64 RC造 3階

22 西内児童クラブ（西内小学校） 平井1638-1 S39 64 79 CB造 1階

23 本原児童クラブ（本原小学校） 真田町本原1771 H15 22 86 W造 1階

24 傍陽児童クラブ（傍陽小学校） 真田町傍陽6293 H12 25 62 W造 1階

25 長児童クラブ（長小学校） 真田町長4238-1 S41 60 52 CB造 1階

26 菅平児童クラブ（菅平小学校） 菅平高原1223-1419 S54 47 68 CB造 1階

豊殿児童クラブ（豊殿小学校）

中塩田児童クラブ（中塩田小学校）

東部児童クラブ（東小学校）

7

8

12

13

17

芳田968-1

中野93

上田原367

常磐城5-1-53

上塩尻219

国分1386

西部児童クラブ（西小学校）

塩尻児童クラブ（塩尻小学校）

神川児童クラブ（神川小学校）

15

16

川辺児童クラブ（川辺小学校）
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第２章 計画の対象施設及び対象期間 

 

＜凡例＞ 

代表建築年 ⇒ 建築物が複数棟ある施設は、面積の一番大きい建築物の建築年 

経過年   ⇒ 2026 年時点での経過年 

主たる構造 ⇒ Ｓ造：鉄骨造 ＲＣ造：鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造  SRC 造：鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 

         Ｗ造：木造  ＣＢ造：ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ造  ＰＣ造：ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ造 

        （なお、混構造の場合は主要な構造を１種類のみ表記しています。） 

※総合管理計画の資料編を参考にしてください 

 

第２節 計画期間                            

本計画の計画期間については、総合管理計画との整合を図るため、令和 8 年度から令和１７

年度までの 10 年間とします。 

なお、計画期間中でも社会情勢の変化や財政状況にあわせ、必要に応じて見直しを図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R８年度  ～  R17 年度 

上田市公共施設等 

総合管理計画 

放課後児童施設 

個別施設計画 
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第 3 章 個別施設の状況 

第３章 個別施設の状況 

 

第１節 施設の現状 

市では、令和７年に策定した「第 3次上田市子ども・子育て支援事業計画」において、「放

課後等の児童の健全育成」を掲げ、取組みを進めていくこととしており、市の重要な施策の

一つとして位置付けています。 

放課後等（放課後や学校休業日）の児童の安全な居場所として児童館、学童保育所、児童

クラブからなる放課後児童施設を設置しています。 

 

施設名称 

第 3 次上田市子ども・子育

て支援事業計画の 

位置付け 

提供する行政 

サービスの概要 

運営 

方法 

児童館・児童センタ

ー 

 

 

 

 

 

放課後等の児童の健全育成 

 18 歳未満の児童であれば

だれでも利用できる、健全な

遊びを提供する施設。 

 一度帰宅してからの利用が

原則ですが、旧上田地区の 8

館は留守家庭対策として午後

6 時までに限り、学校から直

接利用する児童の受け入れを

行う。 

 市内に１１館 

 定員なし 

 

指定

管理 

学童保育所、児童ク

ラブ 

 

 

 

 

 

放課後等の児童の健全育成 

 保護者が労働等により昼間

家庭にいない児童に対し、授

業の終了後に適切な遊び及び

生活の場を提供し、その健全

な育成を図る施設。 

 午後 7 時まで受け入れを行

う。 

 市内小学校区ごとに設置 

２６館。 

 定員あり。 

 

指定

管理 
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第 3 章 個別施設の状況 

第２節 劣化度、老朽度、利用度等の状況 

放課後児童施設の各施設の現状把握のため、「劣化度、老朽度」、「耐震性」、「利便性」、「利

用状況」の項目により施設の状況を整理しました。 

 

※「公共施設カルテ」のデータを活用することで、利用者数の傾向を具体的に示す 

ことが可能になります 

  ※劣化度・老朽化度については、定期点検の結果や現地を確認し記載してください。 

 

■施設の現状、利用状況                       （単位：人） 

〇児童館   

 
 

 

〇学童保育所、児童クラブ 

 

 

 

 

 

 

 

NO 施設名称 劣化度・老朽度 耐震性 利便性
利用状況
R3～R7

1 朝日が丘児童館 基礎のひび 有 城下小学校から約740ⅿ 増加傾向

2 緑が丘児童館 良好 有 西小学校から約650ⅿ 減少傾向

3 下丸子児童館 壁等のひび 有 丸子中央小学校から約1900ⅿ 減少傾向

4 真田児童館 外壁のひび等 有 良好　本原児童クラブ併設 増加傾向

5 武石児童館 デッキ屋根雨漏り 有
学校等に近接し利便性良好　学童保育所
ピーターパン併設 増加傾向

6 川辺町児童センター 壁等のひび 有 南小学校から約500ⅿ 横ばい傾向

7 秋和児童センター 雨漏り 有 塩尻小学校から約1500ⅿ 減少傾向

8 東塩田児童センター 壁等のひび 有 学校に近接し利便性良好 増加傾向

9 大星児童センター 外壁塗装劣化等 有 学校に近接し利便性良好 横ばい傾向

10 神科児童センター 壁等のひび等 有 神科小学校から約600ｍ 増加傾向

11 神川児童センター 良好 有 神川小学校から約500ⅿ 増加傾向

NO 施設名称 劣化度・老朽度 耐震性 利便性
利用状況
R3～R7

1 学童保育所太郎の家 良好 有 学校に近接し利便性良好 増加傾向

2 学童保育所バッタの家 壁等のひび等 無 川辺小学校から約400ⅿ 横ばい傾向

3 学童保育所トットの家 良好 有 学校に近接し利便性良好 増加傾向
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第 3 章 個別施設の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NO 施設名称 劣化度・老朽度 耐震性 利便性
利用状況
R3～R7

4 学童保育所どんぐり 良好 有 学校に近接し利便性良好 横ばい傾向

5 学童保育所たんぽぽ 壁等のひび 有 城下小学校から約350ⅿ 増加傾向

6 学童保育所ピーターパン
デッキ屋根雨漏

り
有

学校に近接し利便性良好　武石
児童館併設

減少傾向

7 豊殿児童クラブ 良好 有 小学校内 増加傾向

8 中塩田児童クラブ 壁等のひび 有 学校に近接し利便性良好 減少傾向

9 川西児童クラブ 良好 有 学校に近接し利便性良好 増加傾向

10 塩田西児童クラブ 良好 有 小学校内 増加傾向

11 浦里児童クラブ 壁ひび床劣化 無 浦里小学校から約270ⅿ 横ばい傾向

12 東部児童クラブ 良好 有 小学校内 減少傾向

13 川辺児童クラブ 良好 有 小学校内 増加傾向

14 清明児童クラブ 壁等のひび 有 小学校内 増加傾向

15 西部児童クラブ 良好 有 小学校内 増加傾向

16 塩尻児童クラブ 良好 有 小学校内 増加傾向

17 神川児童クラブ 良好 有 小学校内 増加傾向

18 東塩田児童クラブ 良好 有 小学校内 減少傾向

19 丸子北児童クラブ 壁等のひび 有 小学校内 増加傾向

20 丸子北児童クラブ 壁等のひび 有 小学校内 増加傾向

21 塩川児童クラブ 良好 有 小学校内 増加傾向

22 西内児童クラブ 良好 有 小学校内 減少傾向

23 本原児童クラブ 外壁のひび等 有
学校に近接し利便性良好　真田
児童館併設

増加傾向

24 傍陽児童クラブ 良好 有
傍陽小学校から約550ⅿ
そえひ保育園内

増加傾向

25 長児童クラブ 外壁ひび床劣化 無
学校に近接し利便性良好　生涯
学習館内

減少傾向

26 菅平児童クラブ 外壁ひび床劣化 無 学校に近接し利便性良好 増加傾向



 

   10 

 

第 3 章 個別施設の状況 

■利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人）

施設名 定員 ２年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

 朝日が丘 館  - 3,374 3,388 2,925 3,336 2,812 4,151

 緑が丘 館  - 2,448 2,028 1,319 1,758 1,512 1,184

 川辺町 Ｃ  - 8,238 8,332 8,289 10,823 10,669 8,507

 秋和 Ｃ  - 1,973 1,831 666 633 1,569 1,022

 東塩田 Ｃ  - 5,154 3,815 3,036 4,036 4,211 4,399

 大星 Ｃ  - 6,922 9,245 10,032 11,291 9,924 8,905

 神科 Ｃ  - 8,609 11,531 10,297 10,488 15,080 15,521

 神川 Ｃ  - 4,962 4,395 5,521 6,023 5,699 7,006

 下丸子 館  - 139 635 168 231 373 227

 真田 館  - 354 420 86 441 1,624 965

 武石 館  - 5,907 6,168 7,095 8,645 9,105 10,048

〇児童館

種類

児
童
館
・
児
童
セ
ン
タ
ー
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第 3 章 個別施設の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 節 主な整備の状況 

放課後児童施設は、これまで耐震化や老朽化、劣化への対応、利用者の利便性の向上を図

るため、整備を実施してきました。主な整備の状況は、次のとおりです。 

 

（人）

施設名 定員 ２年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

 豊殿  65 10,227 12,541 12,177 13,673 15,453 15,973

 中塩田  110 18,881 20,471 16,091 16,599 18,110 18,517

 川西  45 6,841 8,034 6,809 6,987 10,543 9,659

 塩田西  45 4,524 6,953 6,331 6,781 8,286 9,474

 浦里  40 1,834 2,141 1,709 2,259 1,454 2,064

 東部  160 26,748 30,836 25,354 22,416 24,066 24,856

 川辺  80 13,929 15,274 15,306 15,345 18,528 17,467

 清明  90 8,272 10,589 11,067 12,501 12,117 12,950

 西部  80 9,844 10,497 10,628 12,088 13,240 15,935

 塩尻  85 5,963 6,491 8,102 11,033 11,690 11,820

 神川  90 13,385 16,597 16,340 18,353 20,960 21,055

 東塩田  30 4,306 5,974 5,373 6,154 4,782 4,820

 丸子中央  90 10,354 12,339 13,535 15,922 17,445 17,794

 丸子北  90 12,079 16,489 15,176 15,106 19,902 22,848

 塩川  35 6,407 5,806 6,137 5,918 7,808 8,251

 西内  15 946 743 1,143 916 700 557

 本原  52 7,708 8,137 6,820 6,949 7,448 9,643

 長  30 3,162 3,744 3,436 5,927 4,369 3,009

 傍陽  35 2,316 2,582 3,561 4,600 4,814 6,252

 菅平  20 1,487 1,989 2,603 3,682 3,770 3,029

 太郎の家  90 6,997 9,090 11,978 15,757 18,773 16,691

 バッタの家  57 8,807 7,789 6,876 7,897 7,693 7,602

 どんぐり  90 15,593 16,857 11,498 14,349 16,525 16,690

 トットの家  100 13,917 12,970 10,561 15,170 11,271 17,393

 たんぽぽ  77 11,951 11,494 11,219 13,404 13,919 14,429

 ピーターパン  45 7,120 9,238 7,053 8,404 7,894 5,541

〇放課後児童クラブ

種類

学
童
保
育
所

児
童
ク
ラ
ブ
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第 3 章 個別施設の状況 

主な整備の状況 

施設名称 建築年度 整備年度 整備概要 整備費 

塩田西児童クラブ H21 Ｈ21 新築 18,690 千円 

武石児童館 Ｈ21 Ｈ21 新築 148,659 千円 

学童保育所どんぐり Ｈ22 H22 新築 19,467 千円 

川西児童クラブ Ｈ22 Ｈ22 新築 18,123 千円 

朝日が丘児童館 Ｓ54 H27 耐震補強工事 11,081 千円 

学童保育所トットの家 H28 H28 新築 65,847 千円 

学童保育所太郎の家 R1 R1 新築 63,525 千円 

菅平児童クラブ以外

の放課後児童クラブ 

 R1 生活室へのエアコン

設置 

12,332 千円 

 

 

第 4 節 施設の課題等 

① 放課後等の児童の安全な居場所として、また、保護者の仕事と子育ての両立支援に向けて

設置している放課後児童施設の利用児童数は、年々増加傾向にあり、施設整備に対するニ

ーズが高い状況です。 

② 建築年度の古い施設についての大規模改修や更新など、整備に充てる補助金や起債等の

財源の確保が大きな課題となっています。 

③ 市から補助金を交付している民間学童保育所と、児童の受け入れ等について、連携を行っ

ていきます。 

④ 特別な支援を必要とする児童が増加傾向にあり、個別対応が可能な居場所等、ハード面の

整備が求められています。 

⑤ 小学生全体の人数は減少しているため、必要な施設の総量を適切に判断する必要があり

ます。 

  ⑥ 利用児童数が多い施設もある一方、利用児童数が少ない施設については統合等も視野に 

    検討を進めていきます。 

  ⑦ 児童館・児童センターのあり方について、検討を進めていきます。 
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第 4 章 施設評価と再配置の優先順位の考え方 

 

第１節 施設の再配置検討の基本的な考え方 

総合管理計画では、予防保全型管理により施設の長寿命化を図ると共に、既存施設の複合化

や統廃合、民間譲渡及び用途廃止等の実施により、数値目標（縮減目標）を設定しています。 

 

 

 

公共施設の再配置検討は、将来にわたる持続可能な行財政運営と、市民の皆さまへの最適な

公共サービス提供を継続するために不可欠な取り組みです。 

計画的に公共施設の総量縮減を図り、効率的な施設配置を実現するため、以下のとおり検討

を行います。 

 

（１）施設再配置の検討方法 

施設再配置の検討は、客観的かつ多角的な視点から、以下の 3 段階の評価プロセスを経

て行います。 

 

・一次評価（ハード・ソフト評価） 

各施設の「品質（ハード面）」と「供給・財務（ソフト面）」を客観的に評価します。 

 

・二次評価（公共性・代替性・立地特性） 

一次評価の結果を踏まえ、施設の公共性、代替性、利用圏域、立地特性などを考慮し、

施設の機能や将来的な方向性（廃止、統合、複合化、移転、継続等）を検討します。 

 

・最終評価（総合的な判断） 

一次評価、二次評価の結果に加え、地域の実情、市の政策、財政状況、市民意見など

を総合的に勘案し、各施設の具体的な再配置手法を決定します。 

 

（２）施設再配置の優先順位 

施設再配置の検討においては、以下の要素を総合的に考慮し、優先順位を判断します。 

 

・老朽化・安全性 

耐震性や老朽化度が高い施設、防災拠点としての機能維持が困難な施設を優先しま

す。 

・効率性・経済性 

利用率が低く、維持管理・更新費用が高い施設、延べ床面積の大きい施設、類似施設

との統廃合・複合化による効果が大きい施設を優先します。 

２０年間で「公共施設を２０％縮減」することを目指します。 
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・公共性・必要性 

市民生活に不可欠なサービスを提供する施設、法的に設置が義務付けられている施

設については、その必要性を十分に考慮します。 

・政策的・地域的配慮 

地域コミュニティの維持、都市機能の集約化、まちづくり政策との整合性などを考

慮します。 

 

施設再配置の検討フロー 
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第２節 公共施設の一次評価 

（１）一次評価のための施設区分  

公共建築物には公共サービスとして義務的な施設や特定の目的にのみ使用される施設

なども含まれるため、全てを一括りに評価することは適切ではありません。 

そこで、総合管理計画の施設類型では建築物を 16に分類していますが、再配置を検討

する上では、施設の利用形態に合わせて以下の 3つに区分し、施設区分ごとにそれぞれ検

討を行います。 

 

施設の区分 施設類別 

Ⅰ 市民利用型施設 

主に貸室や市民利用を目的とした、 

市民生活を豊かにするための施設 

集会施設、文化施設、図書館、博物館、スポ

ーツ施設、レクリエーション施設・観光施設、

保養施設、産業系施設、幼児・児童館、高齢

福祉施設、障害福祉施設、その他社会福祉施

設（福祉・支援センター）、医療施設、その他

（駐車場など） 

Ⅱ 学校、保育園 

主に教育や保育を目的とした、特 

定の利用者のみが利用できる施設 

学校、その他教育施設（ふれあい教室）、保育

園 

Ⅲ 公用施設等 

区分Ⅰ、Ⅱ以外で、行政が事務事 

業を執行するための施設等 

その他教育施設（給食センター、教育相談

所）、児童福祉施設、保健施設、その他社会福

祉施設（福祉住宅）、庁舎等、消防施設、公営

住宅、公園、供給処理施設、庁舎、学校給食

センター、その他（斎場など） 

 

 

（２）一次評価の方法 

一次評価では、ハード評価（品質）とソフト評価（供給・財務）の各偏差値※１を算出

します。また、算出した偏差値を基に、ハード評価（品質）とソフト評価（供給・財務）

の 2 軸によるポートフォリオ分析を行います。以下に、一次評価の方法を示します。 

 

・ 一次評価指数 

①～⑥の分析項目に対し、その分析内容に応じて偏差値を算出した上で、評価指標の

重み付けを行い、ハードとソフトそれぞれの偏差値を算出します。 
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一次評価指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 偏差値：ある数値がサンプルの中でどれくらいの位置にいるかを表した値 

※２ 法定耐用年数：ＲＣ造 50 年／ブロック造 41 年／Ｓ造 38 年／木造 24 年 

※３ 大規模改修：屋上防水や外壁塗装、設備更新など、建物の基本性能を維持するために全面的

に実施される工事 

※４ 利用量：年間利用者数（令和４～６年度の平均利用者数） 

ただし、学校、保育園については、生徒数、児童数、園児数 

※５ コマ稼動率：貸室のある施設では、年間利用コマ数÷年間貸出可能コマ数×100 

（例：150 コマ÷730 コマ（1 日 2 コマ×365 日）×100＝20.5%） 

※６ 市負担額：施設の維持に要する市の支出から当該施設にかかる市の収入（利用料、国県から

の補助金など）を差し引いた費用 

 

 

 

分析内容（各偏差値の算出方法）

①老朽化状況
施設

老朽度

○「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に定められ

　た法定耐用年数※２と築年数との比率より、施設ごとの老朽

　化度（法定耐用年数÷築年数）を算出

・複数棟ある施設については、棟面積に応じて平均値を算

　出して評価

　[算出式]Σ[(棟別老朽化度×棟面積)]÷施設面積

・大規模改修※３がなされている施設については、老朽化度に

　1.5を乗じて算出して評価

②耐震性能
耐震性

の有無

○令和８年度時点において、耐震基準を満たしている棟は

　1 点、耐震基準を満たしていない棟（不明を含む）は0 点

　とし、耐震性を算出

・複数棟ある施設については、棟面積に応じて平均値を算

　出して評価

　[算出式]Σ[(耐震性×棟面積)]÷施設面積

③バリアフリー
バリアフリー

対応状況

○令和7年度時点での下記の6 項目における対応状況を0

　～1 点で点数化して算出

　①エレベータ、②自動ドア、③多目的トイレ、

　④車いす対応スロープ、⑤手すり、⑥誘導ブロック

④利用状況 利用者数 ○床面積1 ㎡当たりの利用量※４を算出

⑤稼動状況 稼働率 ○施設ごとのコマ稼動率※５を算出

○床面積1 ㎡当たりの市負担額※６を算出

○利用者1 人当たりの市負担額※６を算出
⑥コスト状況 市負担額

評価

項目
分析項目

ハ

ー

ド

品

質

供

給ソ

フ

ト 財

務
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・ 各評価項目の算出方法 

ハード評価（品質）とソフト評価（供給・財務）の偏差値は、施設区分Ⅰ～Ⅲに応じて

適用する分析項目を設定し算出します。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ハード評価（品質）】 

ハード評価（品質）の偏差値は、各分析項目の偏差値の配分を設定し算出します。配分

については、施設の維持においてより深く関わる項目に対し大きく設定します。 

ハード偏差値の分配 

ハード偏差値 ＝ 

（①老朽化状況偏差値×0.5）+（②耐震性能偏差値×0.3）+（③バリアフリー偏差値×0.2） 

 

 

【ソフト評価（供給、財務）】 

ソフト評価（供給、財務）の偏差値は、供給偏差値と財務偏差値の配分を設定し算出し

ます。配分については、施設の利用しやすさに関わる項目に対し大きく設定します。また、

施設区分Ⅰの市民利用型施設では、供給偏差値に複数の分析項目が関わるため、さらに配

分を設定し算出します。 

ソフト偏差値の配分 

ソフト偏差値 ＝ 供給偏差値 ×0.6+ 財務偏差値 ×0.4 

【Ⅰ市民利用型施設の場合】 

供給偏差値 ＝（④利用状況偏差値×0.5）+（⑤稼働状況偏差値×0.5） 

財務偏差値 ＝（面積コスト×0.5）+（利用者コスト×0.5） 

 

 

 

分析項目

①老朽化状況 〇 〇 〇

②耐震性能 〇 〇 〇

③バリアフリー 〇 〇 〇

④利用状況 〇 〇 ―

⑤稼動状況 〇 ― ―

財務 ⑥コスト状況 〇 〇 ―

Ⅲ 公用施設等
施設区分

評価項目

ハ

ー

ド

ソ

フ

ト

品質

供給

Ⅰ 市民利用型施設 Ⅱ 学校、保育園



 

   18 

 

第 4 章 施設評価と再配置の優先順位の考え方 

・ ポートフォリオ分析の評価方法 

前頁で求めた、ハード評価（品質）の偏差値とソフト評価（供給・財務）の偏差値をそ

れぞれ軸としたポートフォリオ分析を行い、各施設の一次評価を行います。 

【施設区分（Ⅲ公用施設等）について】 

市民生活を維持する上で必要であり、行政が事務事業を執行するための施設等として 

位置づけられるⅢ公用施設等については、利用状況のみによって施設を廃止することが 

できないため、ソフト評価の相対比較は行わないものとします。 

よって、ハード評価の偏差値の高低に着目するものとし、まちづくり政策や施設の性質

等を総合的に判断して、廃止、譲渡、統合及び複合化といった再編の方向性を検討してい

くものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポートフォリオ分析の内容 
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（４）一次評価結果 

一次評価結果については、下図の通りです。 

Ａ評価の施設は継続使用とし、それ以外の施設については二次評価を行い、廃止、統合

及び複合化といった再編の方向性を検討します。 

 

〇児童館 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇放課後児童クラブ 

1 朝日が丘児童館 41.8 47.1 D

2 緑が丘児童館 45.1 44.0 D

3 下丸子児童館 49.2 47.5 D

4 真田児童館 51.7 47.0 D

5 武石児童館 53.8 48.1 C

6 川辺町児童センター 50.2 49.2 D

7 秋和児童センター 50.4 46.8 D

8 東塩田児童センター 50.9 47.3 D

9 大星児童センター 51.4 48.5 D

10 神科児童センター 51.9 47.3 D

11 神川児童センター 52.6 47.9 D

NO

一
次
評
価
結
果

ハード

偏差値

（基準53）

ソフト

偏差値

（基準50）

施設名称

ハード（品質） ソフト（供給・財務）
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1 学童保育所太郎の家 57.9 54.3 A

2 学童保育所バッタの家 36.0 50.8 B

3 学童保育所トットの家 58.9 55.2 A

4 学童保育所トットの家分室スマイル 58.9 56.8 A

5 学童保育所どんぐり 56.0 53.2 A

6 学童保育所ピーターパン 53.8 46.8 C

豊殿児童クラブ 54.8 57.7 A

豊殿児童クラブ分室 51.5 57.7 B

8 中塩田児童クラブ 34.2 54.3 B

9 川西児童クラブ 54.2 53.1 A

10 塩田西児童クラブ 53.8 52.7 A

11 浦里児童クラブ 30.7 47.7 D

東部南児童クラブ 39.3 50.2 B

東部児童クラブ　分室 31.3 58.2 B

東部児童クラブ 53.1 58.5 A

13 川辺児童クラブ 52.2 58.7 B

14 清明児童クラブ 27.5 49.7 D

西部児童クラブ 54.8 54.6 A

西部児童クラブ分室 45.8 54.6 B

16 塩尻児童クラブ 53.4 57.3 A

神川児童クラブ分室 44.7 55.5 B

神川児童クラブ 54.6 55.5 A

18 東塩田児童クラブ 27.5 47.9 D

19 丸子北児童クラブ 53.4 54.6 A

20 丸子中央児童クラブ 48.5 55.4 B

21 塩川児童クラブ 51.5 52.7 B

22 西内児童クラブ 37.6 47.9 D

23 本原児童クラブ 51.7 55.6 B

24 傍陽児童クラブ 50.6 49.6 D

25 長児童クラブ 38.1 54.6 B

26 菅平児童クラブ 41.2 50.4 B

7

12

15

17

NO 施設名称

ソフト（供給・財務）

一
次
評
価
結
果

ハード

偏差値

（基準53）

ソフト

偏差値

（基準50）

ハード（品質）
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各施設の詳細な分析結果については、巻末の資料編（P42～43）に記載しています。 

 

第３節 公共施設の二次評価 

二次評価では、施設の公共性、代替性を考慮した上で利用圏域、立地特性等を踏まえ、施設

や機能の方向性について検討し、各施設の今後の暫定方針を設定します。 

 

（１）一次評価を踏まえた二次評価の方針 

各施設は、一次評価によりＡ～Ｄの４つに分類されています。 

施設の延床面積縮減を行うために、二次評価では、廃止、統合、複合化を含めた暫定の評

価を行います。特に、一次評価が B、Ｃ、Ｄの施設については、ハード面、ソフト面のい

ずれかが劣ることから、再編手法について制約を受けるため、それらを考慮した評価を行

います。施設区分Ⅲは、一次評価において、ハード面でしか評価をしていないため、全て

の施設について二次評価を実施します。 

一次評価結果及び施設区分ごとに二次評価フローにより評価を行います。それぞれの

二次評価フローを 22ページ以降に示します。 

 

一次評価結果と二次評価の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一次評価 ハード ソフト 施設の方向性 機能の方向性

Ａ 〇 〇 継続 継続

改修・更新 継続

廃止 統合・複合化（移転）

改善

統合・複合化（移転）

廃止

継続

譲渡

改善

統合・複合化（受入）

民営化

Ｄ × ×

改修・更新

廃止

Ｂ × 〇

Ｃ 〇 ×
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（２）二次評価項目 

二次評価フローのフローチャート内の分岐箇所については、下記の評価の視点により

個別の施設ごとに判定することにより行うこととします。 

評価項目および評価の視点については以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分類 評価項目 評価の視点 評価

1.

避難所指定状況

地域防災計画において、避難生活を送る施設として指

定されている

2.

災害対策に係る拠点

の指定状況

地域防災計画において、災害対策に係る拠点として指

定されている

3.

避難所・災害対策に

係る拠点機能の移転

若しくは継承の可否

近隣に避難所等を移転することが可能な施設がない

（既指定含む）

4.

公益性、公平性

一般利用型の施設について、限られた人が独占的に利

用する施設となっていない

5.

公共関与の妥当性

効率性や福祉の観点から公共が主体となって提供すべ

きサービスである

6.

法的位置付け

施設の根拠法令により、自治体による設置が義務付け

られている

7.

民間での代替性

（無い場合に○）

民間企業等による類似・同種のサービスが十分に提供

されていない

（保育園では利用者数が多い）

8.

民間への移譲の可否

施設が行っているサービスの民営化、民間企業等や個

人への譲渡が可能

9.

地区への移譲の可否
施設の所有権や維持管理を地区に移譲が可能

【有】

 １ 又は２ が○

かつ３が〇で、

避難所等の指定

が有り、移転不

可

【無】

 上記以外で、避

難所等の指定無

し、または指定

はあるが移転可

【有】

全てが〇で公共

関与が妥当

【無】

× がある場合は

公共関与が不適

【可】

○ が１ つ以上で

移譲が可能

【不可】

○が無しで移譲

が不可

①

避

難

所

指

定

②

公

共

関

与

の

妥

当

性

③

民

間

へ

の

移

譲
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分類 評価項目 評価の視点 評価

④

転

用

の

可

否

10.

施設の需要見込みの

有無

当該施設の利用について、他の用途での需要が見込め

る

【可】

○の場合は転用

可能

【不可】

×の場合は転用

不可

11.

施設圏域内の同類型

/公共施設の有無

統合可能な同類型の施設、複合化可能な他類型の公共

施設が施設圏域内に重複して存在する

12.

駅・バス停からの距

離

当該施設に他施設を統合・複合化する際の利便性とし

て、駅やバス停からの距離が400ｍ（徒歩5 分）未満

13.

自然災害リスク（浸

水）

公共施設として安全な立地か否かとして、洪水・内水

ハザードマップにおける浸水深が2ｍ未満

14.

他で活用できるス

ペースの有無

当該施設内に空きスペース（稼働率が50％未満の貸室

を対象）が存在する

（学校の場合、特別活動室が5 つ以上）

15.

施設圏域内の対象施

設の有無（複合化）

施設圏域内に他の公共施設があり、複合化の検討が可

能

16.

施設圏域内の同種施

設の有無（統合）

施設圏域内に同種施設があり、統合の検討が可能

17.

複合化・統合する場

合の規模の妥当性

移転して複合化・統合する場合に当該施設を受入可能

な規模の施設がある

⑥

他

施

設

へ

の

移

転

の

可

否

【可】

14を含む○ が３

つ以上の場合は

他施設の受入可

能

【不可】

○ が３つ未満の

場合は受入不可

【可】

○ が２ つ以上の

場合は他施設の

受入可能

【不可】

○ が２つ未満の

場合は受入不可

⑤

他

施

設

の

受

入

の

可

否
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（３）二次評価フロー 

一次評価結果に応じて、それぞれ以下に示す①～④の４つのフローにより、二次評価

を実施します。 

施設区分Ⅰは、A 評価の施設については「継続」を基本とし、B～D 評価の施設につ

いてはフロー①～③を用いて評価します。施設区分Ⅱは、A 評価の施設については「継

続」を基本とし、B～D 評価の施設についてはフロー④を用いて評価します。 

施設区分Ⅲは、ハード面のみの評価となっていることから、一次評価の結果によら

ず、フロー④を用いて評価します。 

 

 一次評価結果と二次評価に用いる評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 Ａ評価 Ｂ評価 Ｃ評価 Ｄ評価

施設区分Ⅰ 継続 フロー① フロー② フロー③

施設区分Ⅱ 継続

施設区分Ⅲ

フロー④

フロー④
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（４）二次評価結果 

二次評価の結果については次のとおりです。 

 

 〇児童館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 朝日が丘児童館 Ⅰ D ③ 廃止

2 緑が丘児童館 Ⅰ D ③ 廃止

3 下丸子児童館 Ⅰ D ③ 廃止

4 真田児童館 Ⅰ D ③ 廃止

5 武石児童館 Ⅰ C ② 転用

6 川辺町児童センター Ⅰ D ③ 廃止

7 秋和児童センター Ⅰ D ③ 廃止

8 東塩田児童センター Ⅰ D ③ 廃止

9 大星児童センター Ⅰ D ③ 廃止

10 神科児童センター Ⅰ D ③ 廃止

11 神川児童センター Ⅰ D ③ 廃止

NO 二次評価結果施設名称 施設区分
一次評価

結果

評価

フロー
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 〇児童クラブ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二次評価結果 

二次評価フローごとの詳細な分析結果については、巻末の資料編（P42～43）に記載してい

ます。 

1 学童保育所太郎の家 Ⅰ A 継続

2 学童保育所バッタの家 Ⅰ B ① 廃止

3 学童保育所トットの家 Ⅰ A 継続

4 学童保育所トットの家分室スマイル Ⅰ A 継続

5 学童保育所どんぐり Ⅰ A 継続

6 学童保育所ピーターパン Ⅰ C ② 転用

豊殿児童クラブ Ⅰ A 継続

豊殿児童クラブ分室 Ⅰ B ① 廃止

8 中塩田児童クラブ Ⅰ B ① 廃止

9 川西児童クラブ Ⅰ A 継続

10 塩田西児童クラブ Ⅰ A 継続

11 浦里児童クラブ Ⅰ D ③ 廃止

東部児童クラブ Ⅰ A 継続

東部児童クラブ　分室 Ⅰ B ① 廃止

東部南児童クラブ Ⅰ B ① 廃止

13 川辺児童クラブ Ⅰ B ① 廃止

14 清明児童クラブ Ⅰ D ③ 廃止

西部児童クラブ Ⅰ A 継続

西部児童クラブ分室 Ⅰ B ① 廃止

16 塩尻児童クラブ Ⅰ A 継続

神川児童クラブ Ⅰ A 継続

神川児童クラブ分室 Ⅰ B ① 廃止

18 東塩田児童クラブ Ⅰ D ③ 廃止

19 丸子北児童クラブ Ⅰ A 継続

20 丸子中央児童クラブ Ⅰ B ① 廃止

21 塩川児童クラブ Ⅰ B ① 廃止

22 西内児童クラブ Ⅰ D ③ 廃止

23 本原児童クラブ Ⅰ B ① 廃止

24 傍陽児童クラブ Ⅰ D ③ 廃止

25 長児童クラブ Ⅰ B ① 廃止

26 菅平児童クラブ Ⅰ B ① 廃止

7

12

15

17

二次評価結果NO 施設名称 施設区分
一次評価

結果

評価

フロー
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第 4 章 施設評価と再配置の優先順位の考え方 

第４節 公共施設の最終評価 及び 優先順位 

一次評価、二次評価の結果に加え、地域の実情、市の政策、財政状況などを総合的に勘案

し、各施設の具体的な再配置手法を決定します。特に策定に着手した「上田市小中学校整備 

  基本計画」との調整を図ります。 

また、施設の「老朽化・安全性」、「効率性・経済性」、「公共性・必要性」、「政策的・地域的

配慮」を総合的に考慮し、優先順位を判断します。 

  

●児童館・児童センター 

施設名称 朝日が丘児童館 優先順位 3 

最終評価（再配置手法） 

 利用率は以前より低く、市内 11 施設ある児童館・児童センターの中でも 4 番目に低い

状況となっている。 

 城下小学校から 740ⅿの距離で、県道を挟み、朝日が丘団地の中心付近に位置するため、

利用者も限定される。 

自治会館と併設していることから、将来的には自治会への移管を検討する。 

 

施設名称 緑が丘児童館 優先順位 4 

最終評価（再配置手法） 

 利用率は以前より低く、市内 11施設ある児童館・児童センターの中でも２番目に低い状

況となっている。 

 西小学校から 650ⅿの距離に位置し、同じ学校区には西部児童クラブがある。西部児童

クラブの利用状況は緑が丘児童館とは対照的に多く、施設も過密状態となっている。 

 今後は緑が丘児童館を廃止し、児童クラブ化を進めていく。 

 

施設名称 下丸子児童館 優先順位 8 

最終評価（再配置手法） 

 利用率は以前より低く、市内 11施設ある児童館・児童センターの中で一番低い状況とな

っている。自治会館と併設していることから、将来的には自治会への移管を検討する。 

 

施設名称 真田児童館 優先順位 7 

最終評価（再配置手法） 

 利用者数は増加傾向となっている。平成 15 年に建設されており、小学校に近く、本原児

童クラブと併設されており、利便性も良好。拠点としての位置づけもあり存続を図る。 

 

施設名称 武石児童館 優先順位 9 

最終評価（再配置手法） 

 利用者数が多い児童館となっている。平成２１年に建設されており、小学校に隣接して

おり、学童保育所ピーターパンも併設されていて利便性も良好。拠点として存続を図る。 
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施設名称 川辺町児童センター 優先順位 2 

最終評価（再配置手法） 

 利用者数は、市内 11 施設ある児童館・児童センターの中でも多く、土曜日には拠点の位

置づけで開館を行っている。南小学校区にあり放課後のニーズは高いため、長寿命化を図

りながら施設の存続を図っていく。 

 

施設名称 秋和児童センター 優先順位 11 

最終評価（再配置手法） 

 令和 8年度に、大規模な改修工事を実施するため、利用促進を図っていく。 

自治会館が併設されているため、効果的な活用方法を検討していく。 

 

施設名称 東塩田児童センター 優先順位 6 

最終評価（再配置手法） 

 利用状況は、増加傾向となっている。平成元年の建設。小学校の近くに位置しており、

利便性も良好である。存続を図る。 

 

施設名称 大星児童センター 優先順位 5 

最終評価（再配置手法） 

 利用率は、市内 11 施設ある児童館・児童センターの中でも高く、北小学校区にあり、学

校に隣接しており、利便性は高い。また学童保育所太郎の家にも隣接している。平成 3 年

に建築されており、計画的な修繕を行いながら、施設の長寿命化を図っていく。 

 

施設名称 神科児童センター 優先順位 1 

最終評価（再配置手法） 

 利用率は、市内 11 施設ある児童館・児童センターの中で一番高い状況となっている。 

令和 8 年度より、試験的に市内の児童館・児童センターにおいて土曜日休館を実施して

いる中、拠点という位置づけで土曜日は開館しているため、存続を図る。平成 5 年に建設

され、築 33 年となっており、外壁のひびなど雨漏り箇所が多くみられるため大規模修繕の

必要性がある。 

 

施設名称 神川児童センター 優先順位 10 

最終評価（再配置手法） 

 利用状況は、市内 11 施設ある児童館・児童センターの中で 4番目に高い状況である。 

平成 8 年に建設されており、施設の状態は良好となっている。存続を図る。 

 

 

 



 

   31 

 

第 4 章 施設評価と再配置の優先順位の考え方 

 ●学童保育所 

施設名称 学童保育所太郎の家 優先順位 6 

最終評価（再配置手法） 

 北小学校に隣接し、大星児童センターも併設されており、利便性は良好。存続を図る。 

 

施設名称 学童保育所バッタの家 優先順位 2 

最終評価（再配置手法） 

 川辺小学校区にあり、同学校区には川辺児童クラブがある。川辺児童クラブは利用者が

多い一方、バッタの家の利用者が減少傾向となっている。需要のある学校区であるため存

続を図る。建築年が古く、老朽化しており、令和 7 年度に簡易的な耐震補強工事や地盤沈

下調査など実施。学童保育所たんぽぽの次に建替えが必要である。 

 

施設名称 学童保育所トットの家 優先順位 5 

最終評価（再配置手法） 

 市内でも児童数が多い小学校区の学童保育所となっている。同学校区内には川辺児童セ

ンターもあり、どちらも利用者数が多い。小学校の近隣にあるため、利便性も良好で、将

来的な需要もあるため存続を図る。 

 

施設名称 学童保育所どんぐり 優先順位 3 

最終評価（再配置手法） 

 市内で一番児童数が多い小学校区の学童保育所で、同区内に神科児童センターもあり、

どちらも利用者数が多い状況。学校内にあり、利便性も良好で将来的な需要もあるため、

存続を図る。 

 

施設名称 学童保育所たんぽぽ 優先順位 1 

最終評価（再配置手法） 

 城下小学校区にあることもあり、利用者数は多い状況。 

 たんぽぽとふれんどの 2 施設に分かれており、いずれも民間から施設を賃借している状

況。両施設とも建築年が古く、特にふれんどについては、耐震診断の結果、「倒壊する可能

性が高い」との診断結果を受けている状況である。 

両施設とも民間から賃借しているので、新施設建設のための用地がなく、学校や近くの

公共施設に適した用地もないため、2 施設を集約化した新施設の建設用地確保を早急に進

めていく必要がある。 

 

施設名称 学童保育所ピーターパン 優先順位 4 

最終評価（再配置手法） 

 小学校に隣接し、武石児童館も併設されていることから、利便性は良好。存続を図る。 
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●児童クラブ 

施設名称 豊殿児童クラブ 優先順位 12 

最終評価（再配置手法） 

 利用者数は多く、過密状態となっていたため、R7 には利用していた空き教室の残り半分

を利用できるよう学校側と調整を図った。豊殿小学校区では、豊殿地域自治センターで放

課後ひろば事業を実施しているが、利用者数が少ないため、利用児童数の分散化を図る取

組を進めていく必要がある。 

 

施設名称 中塩田児童クラブ 優先順位 11 

最終評価（再配置手法） 

 中塩田小学校敷地内に設置されており、利便性も良好であるため、利用状況は多い状況。

存続を図る。 

 

施設名称 川西児童クラブ 優先順位 19 

最終評価（再配置手法） 

 利用者数は多い状況。小学校と隣接していることもあり、利便性は良好。存続を図る。 

 

施設名称 塩田西児童クラブ 優先順位 18 

最終評価（再配置手法） 

 塩田西小学校敷地内に設置されていることもあり、利用者数は比較的多い状況。存続を

図る。 

 

施設名称 浦里児童クラブ 優先順位 2 

最終評価（再配置手法） 

 利用児童数がかなり減少している。施設も老朽化しており、学校の空き教室利用検討を

進める。 

 

施設名称 東部児童クラブ 優先順位 20 

最終評価（再配置手法） 

 令和 8年度に東部児童クラブ分室と東部南児童クラブを集約化する工事を実施。 

 東小学校区にあり、利用者数も多いため、存続を図る。本館及び新分室は存続とする。 

 

施設名称 川辺児童クラブ 優先順位 4 

最終評価（再配置手法） 

 川辺小学校内にあるため、利便性も良く、利用者数はかなり多い。 

 過密状態となっているため、分散化を図ることについて検討が必要である。存続を図る。 

同学校区内にある学童保育所バッタの家との利用児童数の分散化が課題となっている。 
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第 4 章 施設評価と再配置の優先順位の考え方 

 

施設名称 清明児童クラブ 優先順位 3 

最終評価（再配置手法） 

 利用者数は多く、増加傾向となっている。小学校内に設置されており、利便性も良好で

ある。存続を図る。 

 

施設名称 西部児童クラブ 優先順位 10 

最終評価（再配置手法） 

 利用者数はかなり多く、増加傾向となっている。西小学校内に設置されており、利便性

も良好である。同学校区内にある緑が丘児童館を廃止し、児童クラブ化を図ることで、利

用者数の分散化を図っていく。 

 

施設名称 塩尻児童クラブ 優先順位 9 

最終評価（再配置手法） 

 塩尻小学校内にあるため、利便性は良好。利用者数も増加傾向となっている。存続を図

る。 

 

施設名称 神川児童クラブ 優先順位 14 

最終評価（再配置手法） 

 神川小学校内にあるため、利便性は良好。利用者数もかなり多い状況となっている。 

存続を図る。 

 

施設名称 東塩田児童クラブ 優先順位 7 

最終評価（再配置手法） 

 東塩田小学校内にあるため、利便性は良好。しかし、利用者数は減少傾向となっている。 

東塩田児童センターとの役割を整理し、効果的な運用を図る。 

 

施設名称 丸子北児童クラブ 優先順位 15 

最終評価（再配置手法） 

 丸子北小学校に隣接していることもあり、利用者数は多い。施設が過密状態となってい

るため、学校の空き教室の利用検討を図っていく。 

 

施設名称 丸子中央児童クラブ 優先順位 6 

最終評価（再配置手法） 

 丸子中央小学校内の空き教室を利用していることもあり、利便性も良好。利用者数も多

く、増加傾向となっている。トイレへの導線の問題など課題もある。 
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施設名称 塩川児童クラブ 優先順位 8 

最終評価（再配置手法） 

 塩川小学校の空き教室を利用していることもあり、利便性は良好。利用者数も多く、過

密状態となっており、学校側と空き教室の利用について再度調整が必要となってきている。 

存続を図る。 

 

施設名称 西内児童クラブ 優先順位 16 

最終評価（再配置手法） 

 利用者数はかなり少なく、西内小学校は丸子中央小学校と統合されていることから、児

童クラブについても、丸子中央児童クラブとの統合を進める。 

 

施設名称 本原児童クラブ 優先順位 13 

最終評価（再配置手法） 

 利用状況は多く、増加傾向となっている。真田児童館と併設しており、真田地域の拠点

の位置づけとなっているため、存続を図る。 

 

施設名称 傍陽児童クラブ 優先順位 17 

最終評価（再配置手法） 

 利用状況は少ないながらも、増加傾向となっているため、当面は存続とする。 

学校の空き教室の利用検討を進める。 

 

施設名称 長児童クラブ 優先順位 1 

最終評価（再配置手法） 

 施設は旧長保育園を使用している。長小学校の児童数が減少しているため、学校の空き

教室の利用検討を進める。 

 

施設名称 菅平児童クラブ 優先順位 5 

最終評価（再配置手法） 

 小学校の児童数に対し、60％以上が登録しており利用状況は多い状況。菅平小学校に隣

接しており、利便性は良好。真田地域の中でも地理的な要因から存続が必要。 
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第５章 対策の実施時期と概算費用 

 

第１節 建物の目標使用年数と対策の実施時期の考え方 

多くの建物を長寿命化するため、「建築物の耐久計画に関する考え方」（社団法人日本建築

学会）の考え方を参考に建物ごとに下表に示した目標使用年数を設定し、改修・更新等の実

施時期を整理します。 

今後、実際に対策を行う際は、財政運営上、特定の年度に経費が集中することは好ましく

ないことから、市全体の施策や効率性・緊急性、建物状態を総合的に勘案し、優先度の高い

建物から整備を行っていくことになります。そのため、必要に応じて、対策の実施時期や内

容について見直していくものとします。 

 

建物の目標使用年数と改修時期の目安 

建物構造 
経過年数 

（2026 年３月時点） 
目標使用年数 改修時期 

非木造 
40 未満 80 年 

20 年、60 年に予防保全 

40 年に大規模改修 

40～60 年未満 60 年 
30 年に大規模改修 

（事後保全型） 

60 年以上 10 年以内 － 

木造 ― 50 年 
25 年に大規模改修 

（事後保全型） 

    

 

 

建物の改修・更新サイクルのイメージ 
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第２節 改修や更新等に係る費用の考え方 

建物の改修や更新等に係る費用については、財団法人自治総合センターの「地方公共団体

の財政分析等に関する調査研究会報告書及び総合管理計画の考え方から、施設の種類や対策

の内容別に、1 ㎡当たりの費用を定め、現時点で想定される概算費用を整理しました。 

 

建物の改修や更新に係る１㎡当たりの費用  （単位：千円/㎡） 

施設分類 予防保全的な修繕 大規模改修 
更新 

(建替え) 

市民文化系施設 130 325 520 

社会教育系施設 130 325 520 

スポーツ･レクリエーション施設 117 260 468 

産業系施設 130 325 520 

学校教育系施設 107 221 429 

子育て支援施設 107 221 429 

保健･福祉施設 117 260 468 

医療施設 130 325 520 

行政系施設 130 325 520 

公営住宅 107 221 364 

公園 107 221 429 

供給処理施設 117 260 468 

その他 117 260 468 

 

※上記以外の改修工事等は、類似の工事や実施計画等での概算見積もりを参考にしてくださ

い。 
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第３節 工程表及び対策費用 

計画期間における整備等の実施の工程表及び対策に係る概算費用は次のとおりです。 

 

●児童館 

 

施設名称 
再配置 
手法 

建物名称 
実施時期（上段：対策、中段：費用、下段：備考） 単位：百万円 

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 

朝日が丘児童館 廃止  

  点検   点検   点検  

  0.04   0.04   0.04  

自治会館と併設しているため、将来的には自治会へ移管を検討する。 

緑が丘児童館 廃止  

 廃止         

          

児童館を廃止し、西部児童クラブの分館として存続させる。 

下丸子児童館 廃止  

  廃止        

          

児童館を廃止し、地元自治会へ移管を図る。 

真田児童館 存続  

  点検   点検   点検  

  0.05   0.05   0.05  

真田児童クラブと併設しており、拠点として存続させる。 

武石児童館 存続  

 点検   点検   点検   

 0.09   0.09   0.09   

学童保育所と併設しており、拠点として存続させる。 

川辺町児童 

センター 
存続  

  点検   点検   点検  

  0.07   0.07   0.07  

拠点として存続させる。 

秋和児童センター 存続  

改修   点検   点検   点検 

11   0.08   0.08   0.08 

令和 8 年度に改修工事を実施。利用促進を図る。 

東塩田児童 

センター 
存続  

  点検   点検   点検  

  0.09   0.09   0.09  

塩田地区の拠点として存続を図る。 

大星児童センター 存続  

  点検   点検   点検  

  0.07   0.07   0.07  

拠点として存続させる。 

神科児童センター 存続  

 修繕 点検   点検   点検  

 24 0.12   0.12   0.12  

拠点として存続させる。 

神川児童センター 存続  

点検          

          

拠点として存続させる。 
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●学童保育所、児童クラブ 

 

 

 

施設名称 
再配置 
手法 

建物名称 
実施時期（上段：対策、中段：費用、下段：備考） 単位：百万円 

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 

学童保育所 

太郎の家 
存続  

  点検   点検   点検  

  0.08   0.08   0.08  

存続とする。 

学童保育所 

バッタの家 
存続  

 点検   点検  改築    

 0.05   0.05  150    

R14 に改築を図る。 

学童保育所 

トットの家 
存続  

  点検   点検   点検  

  0.03   0.03   0.03  

存続とする。 

学童保育所 

どんぐり 

存続 本館 

  点検   点検   点検  

  0.08   0.08   0.08  

存続とする。 

存続 
分室 

（賃貸） 

点検          

          

移設の検討を行う。 

学童保育所 

たんぽぽ 

集約・ 

改築 
たんぽぽ 

点検   改築       

   200       

たんぽぽ、ふれんどの集約化施設を建設する。 

廃止 ふれんど 

点検   廃止       

          

たんぽぽ、ふれんどの集約化施設を建設する。 

学童保育所ピータ

ーパン 
存続  

 点検   点検   点検   

          

存続とする。 

豊殿児童クラブ 存続  

点検          

          

存続とする。 

中塩田児童クラブ 

存続 本館 

点検   点検   点検   点検 

0.05   0.05   0.05   0.05 

存続とする。 

存続 
分室 

（賃貸） 

点検          

          

集約化を検討する。 

川西児童クラブ 存続  

  点検   点検   点検  

  0.08   0.08   0.08  

存続を図る。 
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施設名称 
再配置 
手法 

建物名称 
実施時期（上段：対策、中段：費用、下段：備考） 単位：百万円 

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 

塩田西児童クラブ 存続  

 点検   点検   点検   

 0.05   0.05   0.05   

存続とする。 

浦里児童クラブ 廃止  

点検   点検   点検   点検 

0.05   0.05   0.05   0.05 

施設も老朽化しているため、学校の空き教室の利用検討を行う。 

東部児童クラブ 

存続 本館 

点検          

          

存続とする。 

存続 
新分室 

（集約） 

改築          

219          

令和 8 年度に分室集約化工事を実施（東部南を集約）。 

廃止 
東部南 

（廃止） 

          

          

集約化後、廃止する。 

川辺児童クラブ 存続  

点検          

          

存続とする。 

清明児童クラブ 存続  

点検   点検   点検   点検 

0.05   0.05   0.05   0.05 

存続とする。 

西部児童クラブ 存続  

点検          

          

存続とする。 

塩尻児童クラブ 存続  

点検          

          

存続とする。 

神川児童クラブ 存続  

点検          

          

存続とする。 

東塩田児童クラブ 存続  

点検          

          

東塩田児童センターとの役割の整理し、効果的な運用を図る。 

丸子北児童クラブ 存続 
 

 

  点検   点検   点検  

  0.03   0.03   0.03  

存続とする。 

丸子中央児童クラ

ブ 
存続  

          

          

西内児童クラブとの統合を進める。 
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※ 整備の方向性、実施時期、概算費用については、各施設に係る様々な状況等の変化を踏まえ、

適宜見直すものとします。 

 

 

 

 

 

施設名称 
再配置 
手法 

建物名称 
実施時期（上段：対策、中段：費用、下段：備考） 単位：百万円 

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 

塩川児童クラブ 存続  

点検          

          

存続とする。 

西内児童クラブ 廃止  

点検          

          

丸子中央児童クラブとの統合を進める。 

本原児童クラブ 存続  

          

          

真田児童クラブと併設しており、拠点として存続させる。 

傍陽児童クラブ 統合  

点検          

          

学校の空き教室の利用検討を進める。 

長児童クラブ 統合  

点検          

          

学校の空き教室の利用検討を進める。 

菅平児童クラブ 存続  

点検          

          

真田地域の地理的な要因から存続させる。 
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第６章 今後の対応方針と本計画実現に向けて 

 

（１）今後の対応方針 

 今後の放課後児童施設整備等の実施にあたっては、基本方針及び本計画のほか、市の策定す

る各種計画等との整合を図るとともに、他の類型施設との複合化等による整備などを見据え、

庁内での情報共有を図ります。また、定期点検等により施設の老朽度、劣化の状況や稼働率な

どの情報を定期的に確認し、必要に応じて計画内容の見直しや計画期間の延長を行います。 

 また、施設の耐用年数を超え、使用目標年数まで使用すること、屋根や外壁、内装設備等の

計画的な改修を実施し、施設の長寿命化を図ることとします。 

整備計画の実現にあたっては、説明会やパブリックコメントなどの実施による市民に対する

情報提供を行うとともに意見の反映に努め、実施計画への掲載や予算編成など庁内における協

議を踏まえ、計画的な事業実施に取組んでまいります。 

 

（２）施設整備の方向性 

  施設整備の実施にあたっては、増加するニーズの受け皿として、国で示す「新・放課後子ど

も総合プラン」に則り、特に学童保育所及び児童クラブの整備については、学校施設の活用を

優先して検討し、民間の賃貸物件の利用も検討します。 

  老朽化を迎える施設の更新についても同様とし、特に児童館については、原則更新をしない

方向で検討します。 
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【巻末資料編】 

 

〇1 次評価結果（詳細） 

●児童館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●学童保育所、児童クラブ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

老朽化状況

（0.5）

耐震性能

（0.3）

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ

（0.2）

利用状況

（0.5）

稼働状況

（0.5）

面積コスト

（0.5）

利用者コスト

（0.5）

1 朝日が丘児童館 298 1979 47 33.9 55.7 40.6 41.8 45.4 ― 45.4 48.1 51.0 49.6 47.1 D 継続

2 緑が丘児童館 204 1985 41 40.5 55.7 40.6 45.1 43.9 ― 43.9 44.7 43.3 44.0 44.0 D 継続

3 下丸子児童館 296 1982 44 48.8 55.7 40.6 49.2 43.9 ― 43.9 55.1 50.7 52.9 47.5 D 継続

4 真田児童館 233 2003 23 53.6 55.7 40.6 51.7 44.7 ― 44.7 50.2 50.7 50.4 47.0 D 継続

5 武石児童館 448 2009 17 58.0 55.7 40.6 53.8 46.9 ― 46.9 48.3 51.4 49.8 48.1 C 当面継続

6 川辺町児童センター 337 1986 40 50.7 55.7 40.6 50.2 49.1 ― 49.1 47.2 51.6 49.4 49.2 D 継続

7 秋和児童センター 582 1987 39 51.2 55.7 40.6 50.4 44.0 ― 44.0 52.4 49.7 51.0 46.8 D 継続

8 東塩田児童センター 421 1989 37 52.2 55.7 40.6 50.9 45.3 ― 45.3 49.7 51.1 50.4 47.3 D 継続

9 大星児童センター 349 1991 35 53.2 55.7 40.6 51.4 48.8 ― 48.8 44.4 51.4 47.9 48.5 D 継続

10 神科児童センター 740 1993 33 54.1 55.7 40.6 51.9 44.7 ― 44.7 51.5 51.0 51.2 47.3 D 継続

11 神川児童センター 366 1996 30 55.6 55.7 40.6 52.6 46.3 ― 46.3 49.0 51.4 50.2 47.9 D 継続

二
次
評
価
結
果

施設名称 延べ床面積

（㎡）

建築年度 経過年数

（2026.3時点）

ハード（品質） 一
次
評
価
結
果

ハード

偏差値

（基準53）

ソフト

偏差値

（基準50）

供給

偏差値

（0.6）

財務

偏差値

（0.4）

ソフト（供給・財務）

NO

老朽化状況

（0.5）

耐震性能

（0.3）

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ

（0.2）

利用状況

（0.5）

稼働状況

（0.5）

面積コスト

（0.5）

利用者コスト

（0.5）

1 太郎の家 207 2020 6 66.0 55.7 40.6 57.9 57.7 ― 57.7 46.7 51.7 49.2 54.3 A 継続

2 学童保育所バッタの家 104 1980 46 36.9 31.5 40.6 36.0 56.3 ― 56.3 33.6 51.5 42.6 50.8 B 継続

トットの家分室スマイル 126 2017 9 65.8 55.7 46.6 58.9 63.9 ― 63.9 40.7 51.7 46.2 56.8 A 継続

トットの家 123 2017 9 65.8 55.7 46.6 58.9 61.8 ― 61.8 38.9 51.7 45.3 55.2 A 継続

4 学童保育所どんぐり 168 2010 16 62.4 55.7 40.6 56.0 59.1 ― 59.1 37.0 51.6 44.3 53.2 A 継続

6 学童保育所ピーターパン 64 2009 17 58.0 55.7 40.6 53.8 64.5 ― 64.5 -10.5 51.3 20.4 46.8 C 当面継続

豊殿児童クラブ 69 2005 21 60.0 55.7 40.6 54.8 64.8 ― 64.8 42.7 51.7 47.2 57.7 A 継続

豊殿児童クラブ分室 47 1985 41 53.3 55.7 40.6 51.5 64.8 ― 64.8 42.7 51.7 47.2 57.7 B 継続

8 中塩田児童クラブ 263 1954 72 18.7 55.7 40.6 34.2 54.8 ― 54.8 55.4 51.8 53.6 54.3 B 継続

9 川西児童クラブ 127 2010 16 58.7 55.7 40.6 54.2 55.3 ― 55.3 47.9 51.7 49.8 53.1 A 継続

10 塩田西児童クラブ 127 2009 17 58.0 55.7 40.6 53.8 53.7 ― 53.7 50.4 51.7 51.1 52.7 A 継続

11 浦里児童クラブ 511 1972 54 26.3 31.5 40.6 30.7 44.3 ― 44.3 54.4 51.3 52.8 47.7 D 継続

東部南児童クラブ 333 1969 57 43.4 31.5 40.6 39.3 49.4 ― 49.4 51.2 51.7 51.5 50.2 B 継続

東部児童クラブ　分室 94 1967 59 27.4 31.5 40.6 31.3 62.0 ― 62.0 53.0 51.8 52.4 58.2 B 継続

東部児童クラブ 67 1994 32 54.6 55.7 45.6 53.1 62.0 ― 62.0 54.4 51.8 53.1 58.5 A 継続

13 川辺児童クラブ 131 2003 23 52.7 55.7 45.6 52.2 65.4 ― 65.4 45.8 51.8 48.8 58.7 B 継続

14 清明児童クラブ 489 1951 75 3.3 55.7 45.6 27.5 47.9 ― 47.9 53.1 51.7 52.4 49.7 D 継続

西部児童クラブ 76 2001 25 58.0 55.7 45.6 54.8 58.9 ― 58.9 45.0 51.7 48.3 54.6 A 継続

西部児童クラブ分室 65 1968 58 42.0 55.7 40.6 45.8 58.9 ― 58.9 45.0 51.7 48.3 54.6 B 継続

16 塩尻児童クラブ 86 1995 31 55.1 55.7 45.6 53.4 65.8 ― 65.8 37.1 51.7 44.4 57.3 A 継続

神川児童クラブ分室 117 1971 55 44.7 47.5 40.6 44.7 59.1 ― 59.1 48.5 51.8 50.1 55.5 B 継続

神川児童クラブ 98 2000 26 57.5 55.7 45.6 54.6 59.1 ― 59.1 48.5 51.8 50.1 55.5 A 継続

18 東塩田児童クラブ 70 1966 60 19.7 31.5 40.6 27.5 43.7 ― 43.7 56.4 51.8 54.1 47.9 D 継続

19 丸子北児童クラブ 216 1999 27 57.0 55.7 40.6 53.4 57.3 ― 57.3 49.5 51.8 50.6 54.6 A 継続

20 丸子中央児童クラブ 185 1979 47 47.3 55.7 40.6 48.5 58.9 ― 58.9 48.8 51.8 50.3 55.4 B 継続

21 塩川児童クラブ 112 1982 44 53.4 55.7 40.6 51.5 54.0 ― 54.0 49.7 51.7 50.7 52.7 B 継続

22 西内児童クラブ 75 1964 62 40.0 31.5 40.6 37.6 43.7 ― 43.7 56.4 51.8 54.1 47.9 D 継続

23 本原児童クラブ 47 2003 23 53.6 55.7 40.6 51.7 69.3 ― 69.3 18.3 51.6 34.9 55.6 B 継続

24 傍陽児童クラブ 62 2000 26 51.5 55.7 40.6 50.6 56.5 ― 56.5 27.3 51.5 39.4 49.6 D 継続

25 長児童クラブ 52 1966 60 41.0 31.5 40.6 38.1 60.3 ― 60.3 40.5 51.7 46.1 54.6 B 継続

26 菅平児童クラブ 68 1979 47 47.3 31.5 40.6 41.2 52.9 ― 52.9 41.8 51.6 46.7 50.4 B 継続

NO

3

7

12

15

17

施設名称 延べ床面積

（㎡）

建築年度 経過年数

（2026.3時点）

ハード（品質） ソフト（供給・財務） 一
次
評
価
結
果

二
次
評
価
結
果

ハード

偏差値

（基準53）

ソフト

偏差値

（基準50）

供給

偏差値

（0.6）

財務

偏差値

（0.4）
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第 6 章 今後の対応方針と本計画実現に向けて 

〇2 次評価結果（詳細） 

●児童館 
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の
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模
の
妥
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1 朝日が丘児童館 Ⅰ D ③ × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 廃止

2 緑が丘児童館 Ⅰ D ③ × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 廃止

3 下丸子児童館 Ⅰ D ③ × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 廃止

4 真田児童館 Ⅰ D ③ × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 廃止

5 武石児童館 Ⅰ C ② × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 × × 不 転用

6 川辺町児童センター Ⅰ D ③ × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 廃止

7 秋和児童センター Ⅰ D ③ × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 廃止

8 東塩田児童センター Ⅰ D ③ × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 廃止

9 大星児童センター Ⅰ D ③ × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 廃止

10 神科児童センター Ⅰ D ③ × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 廃止

11 神川児童センター Ⅰ D ③ × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 廃止
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第 6 章 今後の対応方針と本計画実現に向けて 

 

●学童保育所、児童クラブ 
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可
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設
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型
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対
象
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施
設
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バ
ス
停
か
ら
の
距
離

自
然
災
害
リ
ス
ク

（
浸
水

）

他
で
活
用
で
き
る
ス
ペ
ー

ス
の
有
無

施
設
圏
域
内
の
対
象
施
設
の
有
無

（
複
合
化

）

施
設
圏
域
内
の
対
象
施
設
の
有
無

（
統
合

）

複
合
化
・
統
合
す
る
場
合
の
規
模
の
妥
当
性

1 太郎の家 Ⅰ A 継続

2 学童保育所バッタの家 Ⅰ B ① × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 × × 不 廃止

3 トットの家分室スマイル Ⅰ A 継続

3 トットの家 Ⅰ A 継続

4 学童保育所どんぐり Ⅰ A 継続

6 学童保育所ピーターパン Ⅰ C ② × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 × × 不 転用

豊殿児童クラブ Ⅰ A 継続

豊殿児童クラブ分室 Ⅰ B ① × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 × × 不 廃止

8 中塩田児童クラブ Ⅰ B ① × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 × × 不 廃止

9 川西児童クラブ Ⅰ A 継続

10 塩田西児童クラブ Ⅰ A 継続

11 浦里児童クラブ Ⅰ D ③ × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 廃止

東部南児童クラブ Ⅰ B ① × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 × × 不 廃止

東部児童クラブ　分室 Ⅰ B ① × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 × × 不 廃止

東部児童クラブ Ⅰ A 継続

13 川辺児童クラブ Ⅰ B ① × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 × × 不 廃止

14 清明児童クラブ Ⅰ D ③ × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 廃止

西部児童クラブ Ⅰ A 継続

西部児童クラブ分室 Ⅰ B ① × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 × × 不 廃止

16 塩尻児童クラブ Ⅰ A 継続

神川児童クラブ分室 Ⅰ B ① × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 × × 不 廃止

神川児童クラブ Ⅰ A 継続

18 東塩田児童クラブ Ⅰ D ③ × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 廃止

19 丸子北児童クラブ Ⅰ A 継続

20 丸子中央児童クラブ Ⅰ B ① × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 × × 不 廃止

21 塩川児童クラブ Ⅰ B ① × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 × × 不 廃止

22 西内児童クラブ Ⅰ D ③ × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 廃止

23 本原児童クラブ Ⅰ B ① × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 × × 不 廃止

24 傍陽児童クラブ Ⅰ D ③ × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 廃止

25 長児童クラブ Ⅰ B ① × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 × × 不 廃止

26 菅平児童クラブ Ⅰ B ① × × ー 無 ○ ○ × ○ 無 × × 不 廃止

7

12

15

17

NO

　
判
定
（

1
7
含
む
〇
が
2
つ
以
上
で
可
）

　
移
転
判
定

⑥

他施設へ移転の可否

二

次

評

価

結

果

④

転用の

可否

　
判
定
（

〇
が
1
つ
以
上
で
可
）

　
判
定
（

1
4
含
む
〇
が
3
つ
以
上
で
可
）

　
受
入
判
定

⑤

他施設の受入の可否

　
判
定
（

〇
が
1
つ
以
上
で
可
）

　
譲
渡
判
定

③

民間への移譲

施設名称

一

次

評

価

結

果

　
判
定
（

3
が
×
で
有

、
〇
か
-
で
無
）

①

避難所指定

　
判
定
（

×
が
1
つ
以
上
で
無
）

②

公共関与の妥当性

施

設

区

分

評

価

フ

ロ

ー



1 

 

 

 

 

 

   児童館・児童センターの土曜日休館の実施と市民意見募集手続の結果について 

 

１ 土曜休館の実施について 

 

(1) 趣  旨 

    児童館・児童センターの土曜日の利用状況は、利用者数が著しく少なく、利用者が 0人とな 

る日も多い状況が以前より継続しており、土曜日を開館する必要性が大きく低下している。 

このことから、指定管理者からの申し出により、令和７年度から一部の施設では土曜休館を

実施している。 

今回、実施したパブリックコメントを踏まえたうえで、令和９年４月から児童館・児童セン

ターの一部の施設について土曜休館としたい。なお、土曜休館に関し、事前の周知期間及び休

館期間中において、利用者からの批判的な意見はない。 

 

(2) 土曜日の利用状況  

                                          （人/日） 

施設名 R6 R5 R4 R3 R2 R6 平日平均 

朝日が丘児童館 1 1 1 1 1 12 

緑が丘児童館 0 0 0 0 1 6 

川辺町児童センター 0 0 0 0 1 45 

秋和児童センター 1 3 1 3 5 6 

東塩田児童センター 0 0 0 1 0 16 

大星児童センター 1 2 0 4 3 42 

神科児童センター 5 2 1 2 1 62 

神川児童センター 1 2 1 2 4 24 

下丸子児童館 - - - - - 2 

真田児童館 5 2 0 1 1 6 

武石児童館 3 3 4 0 6 35 

※網掛けの児童館・児童センターは土曜日開館する施設 

※下丸子児童館は、設置当初より土曜日は休館としている。 

 

２ 市民意見募集手続きの結果について 

（1）計画等の案の名称  児童館・児童センターの土曜日休館について 

 

（2）募集期間  令和８年６月１日（月曜日）から令和８年６月３０日（火曜日）まで 

 

（3）実施結果 

  ア 件 数   ４件（４人）     

資料８ 
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  イ 提出方法 

持参 郵便 電子メール ファクシミリ 計 

0件（0人） １件（１人） ３件（３人） 0件（0人） ４件（４人） 

  

（4）意見に対する市の考え方  

No. 意見区分 意見の概要（要旨） 市の考え方 

１ 

（ページ等） 

1ページ 

土、日休みの会社ばかりではない

ので、今まで利用していた人は不

便ではないか。 

児童館、児童センターの利用者について

は、平日は一定数いるものの、土曜日は各

施設ともに年間の１日あたり平均では１人

程度となっております。このことから、土曜

日は一部の施設を休館とし、利用者の利便

性や地域バランスを考慮し、一部の施設は

土曜日も開館する計画です。 

 また、保護者が労働等により昼間家庭に

いない児童の健全な育成等を図ることを目

的とし、「放課後児童クラブ」をすべての小

学校区単位で設置しており、登校日のほ

か、土曜日や長期休暇も利用が可能です。 

２ 

1ページ 児童館を利用しているが、土曜日

休みになっても不便はない。 

利用者のお立場から肯定的なご意見をい

ただき、ありがとうございます。今後、土曜

日に利用を希望される際には、開館してい

る児童館、児童センターをご利用ください。 

３ 

 

 

 

 

 

2ページ 

・利用者数のみでの判断ではなく、

児童館が地域で果たす役割を考え

るべき。また、十分な周知が行われ

ているかの検証も必要。 

・不登校の子どもの居場所となる可

能性も含めた活用方法の検討が必

要。 

・子どもにとって魅力的な居場所づ

くりを検討してほしい。 

・地域住民等の意見を聞く機会を

設けてほしい。 

児童館、児童センターは市内に住所を有

する 18 歳未満の児童等が利用できる施設

として、地域児童に健全な遊び場を与え、

個別又は集団的な指導により児童の健全

な育成を図ることを目的として設置してお

り、学校、地元自治会への児童館たよりの

配布や市ホームページ、来入児保護者会

などで周知を行っております。年間延 10 万

人程度の皆様の利用があり、一定の役割

を果たしていると捉えております。 

土曜休館とする児童館、児童センター

については、令和７年度から試験的に土

曜休館を実施し、この間、利用者や地域

住民の皆様に周知を行うとともに、ご意見

をお聞きして進めてまいりました。 

児童館・児童センターとして利用しない

土曜日、日曜日の有効活用や、児童館・

児童センターのさらなる魅力向上につい

ては、指定管理者や地域の皆様と共に研

究してまいります。 



3 

 

４ 

 

 

 

 

 

 

2ページ 

・子どもにとって行きたくなる魅力的

な環境が維持できているかなどを

検証すべき。数値のみで需要を判

断し、閉鎖を決定するべきではな

い。 

・人材を確保するためには、それに

見合った適正な労働水準（給与水

準）が必要。 

委託料の積算根拠の検証や福祉

部局等との予算や施策の連携等、

部局を超えた財源確保の仕組みが

検討されたか確認を求める。 

・誰もが自由に利用できる児童セン

ターの土曜日を閉鎖することは、親

の就労状況や家庭環境によって子

どもの居場所や遊ぶ権利に格差を

生じさせることになる。 

児童館・児童センターは年間で延 10 万

人程度の皆様の利用があり、一定の需要

を満たしている施設として捉えております。 

利用者は、平日は一定数いるものの、土

曜日は各施設ともに年間の１日あたり平均

で１人程度となっております。令和７年度か

ら一部の施設で試験的に土曜休館を実施

しておりますが、利用者や地域住民の皆様

に周知を行うとともに、ご意見をお聞きして

進めてまいりました。 

 人材の確保にあたっては、国等の基準

に応じて、都度、処遇改善等の必要な給

与水準の見直しを行っております。 

 委託料の積算については、施設の管理

運営を委ねている指定管理者と毎年協議

を行うとともに、居場所づくりなどの施策と

の連携等については、庁内他部局とも協

議を行っております。 

土曜日の利用状況や休館の考え方は前

述のとおりであり、また、平日は引き続き利

用可能であり、土曜日も一部の施設は開館

いたします。また、保護者が労働等により

昼間家庭にいない児童に適切な遊び及び

生活の場として、「放課後児童クラブ」を各

小学校区単位で設置しており、登校日のほ

か、土曜日や長期休暇も利用が可能です。 

  

 

３ 今後の予定 

・令和８年８月                  子ども・子育て会議で報告 

・令和８年９月議会               上田市児童館条例を一部改正する条例の議案上程 

・令和８年 10月から令和９年３月まで   土曜休館周知期間 

・令和９年４月１日               一部改正条例の施行 


	①-1 R8-1回 子ども子育て会議 次第
	②【資料1】 上田市子ども・子育て会議について
	③【資料2】子ども・子育て支援事業計画実施状況等(R7-R8年度)
	④-1【資料3】「量の見込み」及び「確保方策」に係る令和7年度実績調査票
	④-2【資料3】「量の見込み」及び「確保方策」に係る令和7年度実績調査票
	④-3【資料3】「量の見込み」及び「確保方策」に係る令和7年度実績調査票
	⑤【資料4】就学前教育・保育施設整備交付金を活用する民間保育所助成事業
	⑥【資料5】乳児等通園支援事業の利用定員の設定について
	⑦-1【資料6】保育提供体制の実施計画の承認について
	⑦-2【資料6】 別添資料
	⑧【資料7】放課後児童施設個別施設計画
	⑨【資料8】児童館等土曜日休館に関する市民意見募集結果等

